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インパクト志向金融宣言
プログレスレポート2024発行にあたって 

2021年11月29 日、「インパクト志向金融宣言」は、
金融機関 21 社の経営トップの署名により、活動をスタートしました。

この宣言は、民間金融機関が組織の目的として、環境・社会課題を解決するという意図 (インパクト志向)を持ち、
金融機関の経営を推進するとともに、投融資先の生み出す環境・社会への変化 (インパクト)の
測定・マネジメント( Impact Measurement and Management、略称「IMM」 ) を実践し、

投融資活動や金融商品提供を推進するというものです。署名機関が協働し、活動の持続的発展、
我が国の金融業界全体への波及、海外との連携に努め、我が国の金融業界が自律的・持続的に

インパクト志向の投融資を発展させていくような状況を目指します。

2021年 12 月 17日に第 1回の代表者総会を開催して以来活動を開始し、
2023年 7月に 3ヵ年の中期計画を策定しました。

運営委員会、総会（ワーキングレベル会合）、分科会、各種イベントを通じ、活発な活動を続けています。 

2024 年 9 月 1 日現在、署名機関は80機関、賛同機関は10機関に達しました。
規模や業態、対象とするアセットクラスも異なる、多様な金融機関が署名しています。
ここに「インパクト志向金融宣言」のこの 1年間の活動状況と成果をご報告いたします。
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《2024年の進捗報告》
インパクト志向金融宣言発足から2024 年で 3 年になりました。署名機関数は順調に増加し、新しい
分科会も立ち上がっています。本宣言は数値目標を設定していませんが、活動状況や成果を測る一助と
して、ここに 2024 年の進捗を報告します。

署名機関数 ... 63 機関（2023年9月1日） → 80機関（2024年9月1日）
署名金融機関が 62 機関から 74 機関に、署名協力機関が 1機関から 6機関に増え、合わせて 80 機関に
達しました。アセットクラス別では、ベンチャーキャピタルが最も増えたほか、証券会社、銀行、地方銀行、
アセットマネジメント等、まんべんなく署名機関が増加しています。2025年4月の会費導入により署名
機関数の減少が見込まれますが、引き続き、地道かつ着実な増加を目指します。

賛同機関等の増加 ... 8 機関 → 10機関
国際的に責任投資をけん引する責任投資原則（PRI）、インパクト測定・マネジメントを専門とする国際
非営利団体 Impact Frontiers が新たに加わり、活動にも積極的に参加しています。2023 年 12 月には、
水口剛・高崎経済大学学長、木村武・PRI 理事、松山将之・日本政策投資銀行設備投資研究所主任研究員
が正式にアドバイザーとして参画しました。また、官民共創 HUB を運営する中央日本土地建物株式会
社が「特別協賛」、創設者として一般財団法人社会変革推進財団が「特別賛同機関」となりました。

インパクトファイナンス残高 ... 11兆円 → 17兆円
宣言では、残高を伸ばすこと自体を目標値にはおいていませんが、裾野の拡大という意味では重要な意
味を持っています。本プログレスレポートにて公開された残高は17兆円となり、昨年と比べて約6兆円
の増加となりました。
これは、今までの署名機関の残高の増加に加え、この一年に新規に署名した機関の数字が加わったこと
によるものです。特に、融資を行う機関による増加が、全体の残高の伸びをけん引しています。投資先
地域の分布については、海外向け、国内向けはほぼ半々、アセットクラス別は融資が約７割を占めてい
ます。
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インパクト志向金融宣言発足から2024 年で 3 年になりました。署名機関数は順調に増加し、新しい
分科会も立ち上がっています。本宣言は数値目標を設定していませんが、活動状況や成果を測る一助と
して、ここに 2024 年の進捗を報告します。

分科会数 ... 4 分科会 → 6 分科会   開催総回数 ... 46回
融資・債券分科会が2023年12月に、インパクト志向企業価値向上アライアンス（ICEA）が 2024年9月
に立ち上げられました。融資・債券分科会は「規範あるIMMを実践することで、融資・債券の引き受け・
投資ならびにエンゲージメントを通じ、インパクト志向経営を行う事業者を支援している」という未来
を目標としています。ICEAは「インパクト志向を持つ投資家とインパクトを創出する上場企業の双方が、
インパクトを通じて企業価値向上を目指し、上場インパクト投資を推進するための開示」などを研究し
ていきます。他の分科会でも熱量の高い議論が続けられており、開催数は全分科会合計で 46 回となり
ました。

ウェビナー・イベント開催数 ... 22回（共催含む）約2,200人※

今年も様々なウェビナー、イベントを開催しました。ELT に加えて、アセットオーナー・アセットマネ
ジメント分科会と共同で「上場企業の事例とインパクト投資家の視点」コンファレンスを実施しました。
海外からのゲストでは、The Global Impact Investing Network (GIIN)、PRIやImpactFrontiers に加えて、
システム投資を提唱している TIIP（The Investment Integration Project)を、また先進事例として、欧州
のクリーンテック、アフリカを中心としたDebt ファンド、システムチェンジ投資 VCをお招きしました。

エグゼクティブ･リーダーシップ･チーム（ELT）... 3 回開催※

昨年開催した ELT が好評だったことを受け、今年は 3 回の ELT を実施しました。3 月には肥後銀行･
肥後銀行企業年金基金、アセットマネジメント One、かんぽ生命保険の幹部をお迎えし、これまでの
インパクト志向金融宣言の活動に対する評価や今後の志向宣言の活動への期待を語っていただきました
（p12)。8 月にはみずほフィナンシャルグループ、第一生命保険、りそなホールディングスの社長をお
迎えし、サステナビリティの文脈におけるインパクトの意義などについてお話しいただきました(p15)。
10月には、『地域金融スペシャル！』と題し、横浜銀行、肥後銀行、コミュニティ・バンク京信のトップ
をお迎えし、地域金融機関こそが果たすべき存在意義について議論しました (p18)。

自走化 決議 ... 2025年4月以降も安定的・持続的に事務局の経費を確保し、宣言の運営基盤
を整えるため、2023年 8月に自走化プロジェクトチームを発足しました。2024年 7月までに合計 7 回
の会合を行い、現状の事務局経費の妥当性を検証した上で、会費案を作成しました。この案はその後、
運営委員会における複数回の議論を経て、2024 年 7月のワーキングレベル会合にて決議されています。
また、2022年 10月から試行的に運営規程を導入し、正式な決議を経て、2023年 1月より本格的に運営
規程に基づく組織運営に移行しました。

※2024年10月3日含む

※出席登録者数(2024年10月 3日・ 4 日のイベント含む）
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インパクト志向金融宣言について

金融機関のパーパスをインパクト志向に変革

　インパクト志向金融宣言は、各金融機関の経営トップが自
ら署名することを条件としています。この宣言は、単にイン
パクトファイナンスの個別の投資事例や商品を増やすだけで
なく、金融機関、金融業界の経営、パーパスそのものをイン
パクト志向に変革していくことを意図しているからです。
 　深刻化する地球温暖化問題、達成が危ぶまれる持続可能な
開発目標（SDGs）、コロナ感染危機によってあぶり出された
デジタル化・医療制度改革の遅れなど、内外の環境・社会課
題は山積しています。こうした課題の解決には、政府・自治
体・国際機関による公的資金だけでは到底対応できません。
民間資金による投融資を、環境・社会課題に取り組む企業に、より積極的に振り向けていく必要があります。イン
パクト志向金融宣言は、国の政策に拠らず、金融機関が自ら自主的・自律的に行動する点も重要です。 
　金融機関が扱う資金の流れをインパクト志向に変革していくためには、金融機関間の競争だけでなく、健全な
協業も必要になります。インパクト志向金融宣言を通して、規模や業態の異なる金融機関が組織を横断して連携し、
インパクト志向の投融資を推進していきます。

（画像）インパクト志向金融宣言ホームページ／
https://www.impact-driven-finance-initiative.com

インパクト志向金融宣言 本文

金融機関が社会から期待されている役割
を果たすためには、その経営においてイン
パクト志向を持つことの重要性を理解し

ており、インパクト志向の投融資※1を各参加金融機関
において実践するように取り組んでいく。

01

IMMの質の向上やインパクト志向の投融
資の量的拡大に向けて、署名金融機関の
ワーキングレベルで、意見・情報交換お

よび必要な調査研究など、協調的な活動を行っていく。

04

以上の取り組みに関して、それぞれの組
織の状況に応じて自らの計画を策定した
うえで、実践されたベストプラクティスや

推進上の課題を署名者間で共有・議論することを通じて、
この活動が持続的に発展できるように運営していく。

03

この活動を、我が国金融業界が、自律
的にインパクト志向の投融資を持続的
に発展させることができるようになる

まで継続する。

07

金融機関がその投融資活動を通じて生み
出すインパクトを可視化し、投資戦略や投
資判断に活用しインパクト創出に向けた

努力を継続することが必要であると考えており、IMM※2

を伴う投融資活動や金融商品の提供を推進する。

02

海外で取り組まれているインパクト志
向の投融資や IMMの推進にかかるイニ
シアティブに意欲的に参加し、国際的な

インパクト志向の投融資の推進に貢献するとともに、
我が国からの発信を積極的に行っていく。

06

本宣言に参加していない金融機関を含
む我が国の金融業界全般にインパクト
志向の金融機関経営の在り方や IMMの

取り組みが波及していくように協調して活動を行う。

05

※１  ここで言う「インパクト志向の投融資」とは、GSG 国内諮問
委員会の定義する「インパクト投資」と同義である。融資・債券・
上場株式・未公開株式などあらゆる金融形態を含む。

※２  「インパクト測定・マネジメント（IMM）」とは、金融機関が
その投融資活動を通じて生み出すインパクトを測定して可視化する
とともに、戦略の策定や投資先とのエンゲージメントを通じて創出
されるインパクトを管理することを言う。

・個別投資におけるIMMの実践を積み上げていくことにより金融機関の経営をインパクト志向へと変革させていく
ことを基本戦略に掲げる一方、インパクト志向金融の経営を推進することを通じ、金融機関の業務全体にIMMを
伴うインパクト志向の金融を拡大させていくという、トップダウンとボトムアップの双方からのアプローチをとる。 

・この戦略を複数の金融機関に横断的に推進していくことで、金融機関が扱う資金の流れを可能な限りインパクト
志向へと変革させていくことを目指す。 
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　インパクト志向金融宣言は、各金融機関の経営トップが自
ら署名することを条件としています。この宣言は、単にイン
パクトファイナンスの個別の投資事例や商品を増やすだけで
なく、金融機関、金融業界の経営、パーパスそのものをイン
パクト志向に変革していくことを意図しているからです。
 　深刻化する地球温暖化問題、達成が危ぶまれる持続可能な
開発目標（SDGs）、コロナ感染危機によってあぶり出された
デジタル化・医療制度改革の遅れなど、内外の環境・社会課
題は山積しています。こうした課題の解決には、政府・自治
体・国際機関による公的資金だけでは到底対応できません。
民間資金による投融資を、環境・社会課題に取り組む企業に、より積極的に振り向けていく必要があります。イン
パクト志向金融宣言は、国の政策に拠らず、金融機関が自ら自主的・自律的に行動する点も重要です。 
　金融機関が扱う資金の流れをインパクト志向に変革していくためには、金融機関間の競争だけでなく、健全な
協業も必要になります。インパクト志向金融宣言を通して、規模や業態の異なる金融機関が組織を横断して連携し、
インパクト志向の投融資を推進していきます。

この活動を、我が国金融業界が、自律
的にインパクト志向の投融資を持続的
に発展させることができるようになる

まで継続する。

海外で取り組まれているインパクト志
向の投融資や IMMの推進にかかるイニ
シアティブに意欲的に参加し、国際的な

インパクト志向の投融資の推進に貢献するとともに、
我が国からの発信を積極的に行っていく。

本宣言に参加していない金融機関を含
む我が国の金融業界全般にインパクト
志向の金融機関経営の在り方や IMMの

取り組みが波及していくように協調して活動を行う。

※１  ここで言う「インパクト志向の投融資」とは、GSG 国内諮問
委員会の定義する「インパクト投資」と同義である。融資・債券・
上場株式・未公開株式などあらゆる金融形態を含む。

※２  「インパクト測定・マネジメント（IMM）」とは、金融機関が
その投融資活動を通じて生み出すインパクトを測定して可視化する
とともに、戦略の策定や投資先とのエンゲージメントを通じて創出
されるインパクトを管理することを言う。

・個別投資におけるIMMの実践を積み上げていくことにより金融機関の経営をインパクト志向へと変革させていく
ことを基本戦略に掲げる一方、インパクト志向金融の経営を推進することを通じ、金融機関の業務全体にIMMを
伴うインパクト志向の金融を拡大させていくという、トップダウンとボトムアップの双方からのアプローチをとる。 

・この戦略を複数の金融機関に横断的に推進していくことで、金融機関が扱う資金の流れを可能な限りインパクト
志向へと変革させていくことを目指す。 

インパクト志向金融宣言の戦略・Theory of Change（TOC） 

インパクト志向金融宣言の
運営体制

Vision
つくりたい未来

金融機関が扱う資金の流れを可能な限りインパクト志向へと変革させ、環境・社会課題を自律的に
解決しうる持続的な資金循環を生みだしていく 

主な
活動内容

• 国内外のベストプラク
ティスや最新状況を知る
• 海外の先進的なプレイ
ヤーとつながる 

• インパクト志向金融並び
にインパクトファイナン
スに関する周知活動
• 署名機関の拡大

(アセットクラス別に )

• 質の高いIMMの実践
• ベストプラクティス創出
• インパクトパスウェイの
可視化 

• アセットオーナーとの連
携推進、エンゲージメント
• 個人投資家を動かす
   仕掛けづくり
• ディールフロー拡大
  （投資先エンゲージメント）

Strategy
戦略

リターンとインパクトの同時実現を伴うインパクトファイナンスの個別事例を積み上げていくこと
を通じ、金融機関の業務全般におけるインパクト志向金融経営の実現、その拡大を目指す 

Mission
私たちの使命

金融機関横断で、インパクト志向の追求と IMMの実践に向けた取り組みを協同して推進していく 

知る・つながる
業界の知の向上・
海外との連携

1
広める・知らせる

量的な拡大

2
高める・深める

質的な向上 

3
つなげる

インベストメント
チェーン全体の巻き込み

4

全社会合

ワーキングレベル会合

運営委員会

委員長
三井住友トラストグループ株式会社　 
　フェロー役員  金井司
 副委員長
りそなアセットマネジメント株式会社　
　チーフ・サステナビリティ・オフィサー  常務執行役員責任投資部担当  松原稔

委員
コミュニティ・バンク京信
　ソーシャル・グッド推進部  部長  石井規雄
株式会社静岡銀行
　コーポレートサポート部  理事部長  岩本進也
第一生命保険株式会社　
　責任投資推進部  部長  岡崎健次郎
三菱UFJ 信託銀行株式会社　
　MUFG AM サステナブルインベストメント フェロー  加藤正裕
株式会社慶應イノベーション・イニシアティブ（KII）
　プリンシパル 産学連携学会理事  宜保友理子
株式会社みずほフィナンシャルグループ　
　サステナブルビジネス部  副部長  末吉光太郎
株式会社DGインキュベーション　
　堤世良
株式会社 SBI 新生銀行　
　執行役員  サステナブルインパクト推進部長  長澤祐子
UntroD Capital Japan 株式会社　
　取締役  藤井昭剛ヴィルヘルム
GLIN Impact Capital 有限責任事業組合
　代表パートナー  中村将人
株式会社かんぽ生命保険　
　執行役員兼運用企画部長　野村裕之

事務局

分科会 企画チーム

総会

監事
株式会社キャピタルメディカ・ベンチャーズ　　 
　代表取締役  青木武士
明治安田生命保険相互会社　　　 
　運用企画部  責任投資推進部長  細川真典
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・対金融機関内部（金融機関経営者を含む）とのエンゲージ
メント 〇

・対政策立案者（政府・自主規制機関）、資金の出し手 （個人、
年金基金）、投資先、証券会社等とのエンゲージメント 〇

04活動内容や成果、
インパクト創出事例を
定期的・戦略的に発信する

05戦略的エンゲージメントを
推進する

06プラットフォーム運営・
活動基盤を強化する

・活動内容や成果に関する情報発信
　（対金融業界、対事業会社、その他対マスメディア向け） 〇

03

01

02

人材の育成を推進する
・金融機関がインパクトファイナンスを推進していくために
必要な多様性ある人材の育成、確保 〇

2023年～2025年の中期計画と進捗状況

優先度の高い 10 項目のうち 9 項目で目標を達成する見込みです。

中期計画と
2024 年 9 月時点の進捗

　インパクト志向金融宣言では、2023 年 7 月に下記の中期計画を策定しました。6 つのテーマとおのおのの活動
内容を掲げ、活動の 1つ 1つについて、優先度と事務局（全体）･分科会の役割分担を決めています。
　2024年 9月時点において、計画は順調に進捗しています。各分科会は高い熱量で活動を続けており（テーマ01）、
海外や最新事例の共有など、イベント・ウェビナーも数多く開催されました（テーマ02）。さらに、2024年10月 3 日
を含めて全3回のELT（エグゼクティブ･リーダーシップ･チーム）を開催し、戦略的発信やエンゲージメントを行
いました（テーマ 04，05）。また、2025年4月以降の運営安定化に向けて「自走化プロジェクトチーム」を設置し、
会合を重ねて会費制の導入を決定しました（テーマ 06）。以上により、優先度の高い 10 項目のうち 9 項目で目標
を達成する見込みです。
　2025年以降の注力分野については、今後、運営員会や年次総会を通じて議論し、決定する予定です。

［優先度］
〇：必ず実施
△：リソースをモビライズし、実施の有無を決定

［達成見込み］
●：予定通り達成見込み
▲：一部未達の可能性あり

インパクトファイナンスの
実践を支援する包摂性の
高い活動を継続する

・署名機関間の情報共有やピアラーニングによる実践の悩み
解決、実践の蓄積、象徴的事例の創出

活動内容テーマ 優先度 達成見込み

〇

先進事例・データ・ツールを
意欲的に収集・分析し、
指標や指針を開発する

・海外の最新動向やフレームワークの紹介 〇

・社会性指標の開発、基準や指針の整理、コンセプト開発 〇

・インパクト関連データの整備・作成・集約・公開※ △

・インパクト大賞、認証制度の創設 △

・参加金融機関のベンチマーク調査（IMM実践等）・
  ピアレビュー △

・先進事例の情報収集・共有（クロスオーバー投資や非上場・
上場の連結の好事例、IMMや開示の好事例等） 〇

・自走化計画の策定・移行 〇

・ガバナンスや運営規程の策定、情報蓄積・共有の仕組み構
築、ブランド力の強化、包摂性の維持、あたらしい金融の
在り方検討

〇

●

●

●

▲

●

●

●

▲

▲

▲

●

●

●

※他の取り組みとの連携の上で、本プラットフォームでの活動実施内容・範囲を検討

　インパクト志向金融宣言には、2 つの原則があります。
　1 つ目は、金融機関における個別の投融資案件におけるインパクト測定・マネジメント( Impact Measurement 
and Management、 IMM )の実践です。これは、個別案件を通じた取り組みであり、かつ、実務部署が投融資を開発・
組成するボトムアップの取り組みです。
　2 つ目は、「インパクト志向の金融を金融機関の業務全体に浸透させる経営としての取り組み」です。本宣言では、
これを「インパクト志向金融経営 (Managing Financial Organization for Impact)」と略称しています。これは、
個別の部署や商品レベルではなく、金融機関の業務全体において、インパクト志向の金融を経営戦略として推進
するものです。
　個々の金融機関におけるインパクトファイナンスは、その件数や金額において、金融機関の投融資残高のわず
か一部に過ぎません。特に、取引先数が多く、投融資残高が大きい大手金融機関にとっては、インパクトファイ
ナンスを急速に 100% にすることは不可能に近いでしょう。また、ベンチャーキャピタルファンドにおいても、
既に設置されているファンドの多くは、インパクトファンドではありません。個々の金融機関が、その一部の業
務においてポジティブなインパクトの創出を行っていても、大半の業務でネガティブインパクトを削減せずにい
れば、機関全体として環境・社会課題解決に貢献しているとはみなされません。インパクト志向金融経営とは、
金融機関の業務が全体として生み出すインパクトをネットポジティブに変えていく取り組みであると言い換える
こともできます。

　上記のような状態を改善するため、インパクト志向の金融を業務全体に浸透させる経営としての取り組みが必
要です。IMMを伴うインパクトファイナンスの件数と金額を増やすだけではなく、一般の投融資においても、
IMMの有無に関係なく、ポジティブインパクト創出とネガティブインパクト削減に向けた努力が必要です。
 　例えば、投融資判断におけるネガティブスクリーニングの強化や、ESG のスクリーニングを経た投融資案件の
デューデリジェンスをこれまでよりも厳格に行うことを通じ、新規投融資においてネガティブインパクトの削減
が可能です。また、既存の投融資案件において、新たに認識された環境・社会リスクに関して、投融資先に対し
エンゲージメントを行い、投融資先の対応改善を促すといった対応も必要となるかもしれません。
 　このような取り組みには、経営陣のコミットメントが求められます。取締役会や経営会議において、新たな投
融資判断の基本理念・原則を定めるとともに、原則に基づいた執行を促すための審査規則やガイドラインの作成
が必要となります。
　こうした取り組みは、一朝一夕には実現できないため、金融機関の信用やレピュテーションに影響を来すものや、
金額・リスクの大きなものから徐々に進めていく必要があります。
　なお、インパクト志向金融経営を実現する仕組みには、多種多様な方法がありえます。例えば、価値報告財団 
の統合思考経営を投融資判断において徹底する、英国のスチュワードシップコードに倣って金融機関のパーパス
や投資理念を定めてインパクトを実現する、等が考えられます。
　これまで、インパクト志向金融経営の具体的な実践に向けた動きは、比較的規模の小さなファンドや少数のア
セットマネジメント会社、信用金庫の取り組みなどに限られていました。しかし最近では、大手銀行がグループ
全体としてインパクト創出を目指すプランを対外的に発表したほか、金融機関としてのインパクトレポートを作
成して現時点での取り組みを公開するなどの動きが始まっています。また、エグゼクティブ･リーダーシップ･チー
ム（ELT）企画に登壇してくださった大手金融機関の経営トップも自社の投融資全体にインパクト志向を広げて
いく必要性を語るなど、金融業界全体に広がっています。
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　インパクト志向金融宣言では、2023 年 7 月に下記の中期計画を策定しました。6 つのテーマとおのおのの活動
内容を掲げ、活動の 1つ 1つについて、優先度と事務局（全体）･分科会の役割分担を決めています。
　2024年 9月時点において、計画は順調に進捗しています。各分科会は高い熱量で活動を続けており（テーマ01）、
海外や最新事例の共有など、イベント・ウェビナーも数多く開催されました（テーマ02）。さらに、2024年10月 3 日
を含めて全3回のELT（エグゼクティブ･リーダーシップ･チーム）を開催し、戦略的発信やエンゲージメントを行
いました（テーマ 04，05）。また、2025年4月以降の運営安定化に向けて「自走化プロジェクトチーム」を設置し、
会合を重ねて会費制の導入を決定しました（テーマ 06）。以上により、優先度の高い 10 項目のうち 9 項目で目標
を達成する見込みです。
　2025年以降の注力分野については、今後、運営員会や年次総会を通じて議論し、決定する予定です。

インパクト志向金融経営とは

インパクト志向金融宣言の２つの原則
　インパクト志向金融宣言には、2 つの原則があります。
　1 つ目は、金融機関における個別の投融資案件におけるインパクト測定・マネジメント( Impact Measurement 
and Management、 IMM )の実践です。これは、個別案件を通じた取り組みであり、かつ、実務部署が投融資を開発・
組成するボトムアップの取り組みです。
　2 つ目は、「インパクト志向の金融を金融機関の業務全体に浸透させる経営としての取り組み」です。本宣言では、
これを「インパクト志向金融経営 (Managing Financial Organization for Impact)」と略称しています。これは、
個別の部署や商品レベルではなく、金融機関の業務全体において、インパクト志向の金融を経営戦略として推進
するものです。
　個々の金融機関におけるインパクトファイナンスは、その件数や金額において、金融機関の投融資残高のわず
か一部に過ぎません。特に、取引先数が多く、投融資残高が大きい大手金融機関にとっては、インパクトファイ
ナンスを急速に 100% にすることは不可能に近いでしょう。また、ベンチャーキャピタルファンドにおいても、
既に設置されているファンドの多くは、インパクトファンドではありません。個々の金融機関が、その一部の業
務においてポジティブなインパクトの創出を行っていても、大半の業務でネガティブインパクトを削減せずにい
れば、機関全体として環境・社会課題解決に貢献しているとはみなされません。インパクト志向金融経営とは、
金融機関の業務が全体として生み出すインパクトをネットポジティブに変えていく取り組みであると言い換える
こともできます。

インパクト志向の金融を業務全体に浸透させるために
　上記のような状態を改善するため、インパクト志向の金融を業務全体に浸透させる経営としての取り組みが必
要です。IMMを伴うインパクトファイナンスの件数と金額を増やすだけではなく、一般の投融資においても、
IMMの有無に関係なく、ポジティブインパクト創出とネガティブインパクト削減に向けた努力が必要です。
 　例えば、投融資判断におけるネガティブスクリーニングの強化や、ESG のスクリーニングを経た投融資案件の
デューデリジェンスをこれまでよりも厳格に行うことを通じ、新規投融資においてネガティブインパクトの削減
が可能です。また、既存の投融資案件において、新たに認識された環境・社会リスクに関して、投融資先に対し
エンゲージメントを行い、投融資先の対応改善を促すといった対応も必要となるかもしれません。
 　このような取り組みには、経営陣のコミットメントが求められます。取締役会や経営会議において、新たな投
融資判断の基本理念・原則を定めるとともに、原則に基づいた執行を促すための審査規則やガイドラインの作成
が必要となります。
　こうした取り組みは、一朝一夕には実現できないため、金融機関の信用やレピュテーションに影響を来すものや、
金額・リスクの大きなものから徐々に進めていく必要があります。
　なお、インパクト志向金融経営を実現する仕組みには、多種多様な方法がありえます。例えば、価値報告財団 
の統合思考経営を投融資判断において徹底する、英国のスチュワードシップコードに倣って金融機関のパーパス
や投資理念を定めてインパクトを実現する、等が考えられます。
　これまで、インパクト志向金融経営の具体的な実践に向けた動きは、比較的規模の小さなファンドや少数のア
セットマネジメント会社、信用金庫の取り組みなどに限られていました。しかし最近では、大手銀行がグループ
全体としてインパクト創出を目指すプランを対外的に発表したほか、金融機関としてのインパクトレポートを作
成して現時点での取り組みを公開するなどの動きが始まっています。また、エグゼクティブ･リーダーシップ･チー
ム（ELT）企画に登壇してくださった大手金融機関の経営トップも自社の投融資全体にインパクト志向を広げて
いく必要性を語るなど、金融業界全体に広がっています。
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　上記のような状態を改善するため、インパクト志向の金融を業務全体に浸透させる経営としての取り組みが必
要です。IMMを伴うインパクトファイナンスの件数と金額を増やすだけではなく、一般の投融資においても、
IMMの有無に関係なく、ポジティブインパクト創出とネガティブインパクト削減に向けた努力が必要です。
 　例えば、投融資判断におけるネガティブスクリーニングの強化や、ESG のスクリーニングを経た投融資案件の
デューデリジェンスをこれまでよりも厳格に行うことを通じ、新規投融資においてネガティブインパクトの削減
が可能です。また、既存の投融資案件において、新たに認識された環境・社会リスクに関して、投融資先に対し
エンゲージメントを行い、投融資先の対応改善を促すといった対応も必要となるかもしれません。
 　このような取り組みには、経営陣のコミットメントが求められます。取締役会や経営会議において、新たな投
融資判断の基本理念・原則を定めるとともに、原則に基づいた執行を促すための審査規則やガイドラインの作成
が必要となります。
　こうした取り組みは、一朝一夕には実現できないため、金融機関の信用やレピュテーションに影響を来すものや、
金額・リスクの大きなものから徐々に進めていく必要があります。
　なお、インパクト志向金融経営を実現する仕組みには、多種多様な方法がありえます。例えば、価値報告財団 
の統合思考経営を投融資判断において徹底する、英国のスチュワードシップコードに倣って金融機関のパーパス
や投資理念を定めてインパクトを実現する、等が考えられます。
　これまで、インパクト志向金融経営の具体的な実践に向けた動きは、比較的規模の小さなファンドや少数のア
セットマネジメント会社、信用金庫の取り組みなどに限られていました。しかし最近では、大手銀行がグループ
全体としてインパクト創出を目指すプランを対外的に発表したほか、金融機関としてのインパクトレポートを作
成して現時点での取り組みを公開するなどの動きが始まっています。また、エグゼクティブ･リーダーシップ･チー
ム（ELT）企画に登壇してくださった大手金融機関の経営トップも自社の投融資全体にインパクト志向を広げて
いく必要性を語るなど、金融業界全体に広がっています。

インパクトファイナンスの定義 / 残高

インパクト志向金融宣言の背景･目的、インパクトファイナンスの定義
　インパクト志向金融宣言は、リターンと
インパクトの同時実現を伴う「インパクト
ファイナンス」の個別事例を積み上げて
いくことを通じて、金融機関の業務全般
におけるインパクト志向金融経営の実現、
その拡大を目指しています。
 　「インパクトファイナンス」の定義は、
既存の GIIN※の定義「経済的リターンと並
行して、ポジティブで測定可能な社会的・
環境的インパクトを同時に生み出すこと
を意図する投資」に準じます。 ※The Global Impact Investing Network

1

2

3

4

リスク

インパクト
リターン

インパクト
ファイナンスの 4要素

意図がある

経済的リターンと
社会的･環境的インパクト

広範なアセットクラスを含む

社会的インパクト評価を行う

プログレスレポートにおけるインパクトファイナンスの算入基準
　本プログレスレポートでは、署名機関の「インパクトファイナンス」の実績を量的に把握するために、「算入基準」
を設定しました。この「算入基準」は、インパクト測定・マネジメント（IMM）の実践レベルを外形的な基準に
基づいて分類することにより、それぞれの「量」を把握し、可視化することを目的としています。

インパクトファイナンスのレベル

　インパクトファイナンスには、ポジティブインパクト創出への「意図」（インテンショナリティ）を持ち、それ
に基づいて「戦略」を描くこと、さらに、インパクトの「測定」を行い、インパクト創出に向けた「マネジメント」
を実施することが求められます。同時に、もし重大なネガティブインパクトが生じうる場合は、それを「特定」し、
ポジティブインパクトと同様に、測定・マネジメントしていくことが求められます。また、インパクトを透明性
をもって測定し、投資家等に報告することが必要です。
　一方で、実際には「意図」「戦略」があっても「測定」に至っていないケースや、「測定」は行っているが「マ
ネジメント」までは出来ていないケースなど、測定・マネジメントの実施レベルは様々です。本プログレスレポー
トでは、可視化する対象自体は広めに設定をした上で、「算入基準」においてはレベル別に分類しています。
　具体的には、   ①「意図」「戦略」はあるが「測定」を実施していない場合（実際にはインパクトファイナンス
とは呼べないが、   その周辺に位置付けられる領域）を「レベル 0（ゼロ）」、   ②「意図」「戦略」を持ち、   アウト
カム（インパクト）を測定しているものを「レベル1」、   ③「測定」に加え、インパクト創出にかかる「マネジメント」
を実施しているものを「レベル 2」に分類しました（次頁参照）。

インパクトファイナンスの投資カテゴリー

　インパクトファイナンスの投資カテゴリーを「環境」「社会」「環境＆社会」の 3 つに分類しました。「環境」は、
温室効果ガス削減や生物多様性保全等、環境改善を主な目的とするもの、「社会」は、貧困対策、人権、地方活
性化等、社会課題解決を主な目的とするもの、「環境＆社会」は、広く環境･社会課題解決を目的とするもの、また
は分類が困難なものです。振り分けにあたっては、どの分野にKPIを設定しているかで判断することとしています。

　インパクト志向金融宣言署名機関（2024 年 9 月 1 日時点）のうち、インパクトファイナンス残高を公開してい
るものの合計額を下記に示します。3つの投資カテゴリーのレベル 1と 2 を合わせた総額は17兆407億 2000万円
となりました。このうち環境カテゴリーの残高が55％を占めています。

＊投資カテゴリーの振り分け及び投資残高の算出は、ガイダンスに沿った上で各機関の判断に拠ります。
＊残高および合計額は端数の処理によって微差が生じる場合があります。
＊原則として 2024 年 3月末の残高を合計しています。
＊個社として非公開のものがあるため、インパクト志向金融宣言全体のインパクトファイナンス残高は、個社の総和とは整合しません。
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　上記のような状態を改善するため、インパクト志向の金融を業務全体に浸透させる経営としての取り組みが必
要です。IMMを伴うインパクトファイナンスの件数と金額を増やすだけではなく、一般の投融資においても、
IMMの有無に関係なく、ポジティブインパクト創出とネガティブインパクト削減に向けた努力が必要です。
 　例えば、投融資判断におけるネガティブスクリーニングの強化や、ESG のスクリーニングを経た投融資案件の
デューデリジェンスをこれまでよりも厳格に行うことを通じ、新規投融資においてネガティブインパクトの削減
が可能です。また、既存の投融資案件において、新たに認識された環境・社会リスクに関して、投融資先に対し
エンゲージメントを行い、投融資先の対応改善を促すといった対応も必要となるかもしれません。
 　このような取り組みには、経営陣のコミットメントが求められます。取締役会や経営会議において、新たな投
融資判断の基本理念・原則を定めるとともに、原則に基づいた執行を促すための審査規則やガイドラインの作成
が必要となります。
　こうした取り組みは、一朝一夕には実現できないため、金融機関の信用やレピュテーションに影響を来すものや、
金額・リスクの大きなものから徐々に進めていく必要があります。
　なお、インパクト志向金融経営を実現する仕組みには、多種多様な方法がありえます。例えば、価値報告財団 
の統合思考経営を投融資判断において徹底する、英国のスチュワードシップコードに倣って金融機関のパーパス
や投資理念を定めてインパクトを実現する、等が考えられます。
　これまで、インパクト志向金融経営の具体的な実践に向けた動きは、比較的規模の小さなファンドや少数のア
セットマネジメント会社、信用金庫の取り組みなどに限られていました。しかし最近では、大手銀行がグループ
全体としてインパクト創出を目指すプランを対外的に発表したほか、金融機関としてのインパクトレポートを作
成して現時点での取り組みを公開するなどの動きが始まっています。また、エグゼクティブ･リーダーシップ･チー
ム（ELT）企画に登壇してくださった大手金融機関の経営トップも自社の投融資全体にインパクト志向を広げて
いく必要性を語るなど、金融業界全体に広がっています。

　本プログレスレポートでは、署名機関の「インパクトファイナンス」の実績を量的に把握するために、「算入基準」
を設定しました。この「算入基準」は、インパクト測定・マネジメント（IMM）の実践レベルを外形的な基準に
基づいて分類することにより、それぞれの「量」を把握し、可視化することを目的としています。

　インパクトファイナンスには、ポジティブインパクト創出への「意図」（インテンショナリティ）を持ち、それ
に基づいて「戦略」を描くこと、さらに、インパクトの「測定」を行い、インパクト創出に向けた「マネジメント」
を実施することが求められます。同時に、もし重大なネガティブインパクトが生じうる場合は、それを「特定」し、
ポジティブインパクトと同様に、測定・マネジメントしていくことが求められます。また、インパクトを透明性
をもって測定し、投資家等に報告することが必要です。
　一方で、実際には「意図」「戦略」があっても「測定」に至っていないケースや、「測定」は行っているが「マ
ネジメント」までは出来ていないケースなど、測定・マネジメントの実施レベルは様々です。本プログレスレポー
トでは、可視化する対象自体は広めに設定をした上で、「算入基準」においてはレベル別に分類しています。
　具体的には、   ①「意図」「戦略」はあるが「測定」を実施していない場合（実際にはインパクトファイナンス
とは呼べないが、   その周辺に位置付けられる領域）を「レベル 0（ゼロ）」、   ②「意図」「戦略」を持ち、   アウト
カム（インパクト）を測定しているものを「レベル1」、   ③「測定」に加え、インパクト創出にかかる「マネジメント」
を実施しているものを「レベル 2」に分類しました（次頁参照）。

　インパクトファイナンスの投資カテゴリーを「環境」「社会」「環境＆社会」の 3 つに分類しました。「環境」は、
温室効果ガス削減や生物多様性保全等、環境改善を主な目的とするもの、「社会」は、貧困対策、人権、地方活
性化等、社会課題解決を主な目的とするもの、「環境＆社会」は、広く環境･社会課題解決を目的とするもの、また
は分類が困難なものです。振り分けにあたっては、どの分野にKPIを設定しているかで判断することとしています。

インパクトファイナンス算入基準のマトリックス

環境

投資カテゴリー
KPI を設定している分野に応じて「環境」「社会」「環境＆社会」の
3種類に振り分ける

社会 環境＆社会

2 2 2

1 1 1

0 0 0

レベル 2
インパクト創出の「意図」･「戦略」がある+
アウトカムまたはアウトプットを「測定」している+
特定されたポジティブなインパクトの創出および
重大なネガティブインパクトの緩和に向けた
「マネジメント」を実施している

レベル 1
インパクト創出の「意図」･「戦略」がある+
アウトカムまたはアウトプットを「測定」している

レベル 0
インパクト創出の「意図」･「戦略」がある+
アウトカムまたはアウトプットを「測定」していない

社会

　インパクト志向金融宣言署名機関（2024 年 9 月 1 日時点）のうち、インパクトファイナンス残高を公開してい
るものの合計額を下記に示します。3つの投資カテゴリーのレベル 1と 2 を合わせた総額は17兆407億 2000万円
となりました。このうち環境カテゴリーの残高が55％を占めています。

2024年 署名機関のインパクトファイナンス残高総額

合計 9,422,564 百万円 合計 2,197,156 百万円 合計 5,421,001 百万円

＊投資カテゴリーの振り分け及び投資残高の算出は、ガイダンスに沿った上で各機関の判断に拠ります。
＊残高および合計額は端数の処理によって微差が生じる場合があります。
＊原則として 2024 年 3月末の残高を合計しています。
＊個社として非公開のものがあるため、インパクト志向金融宣言全体のインパクトファイナンス残高は、個社の総和とは整合しません。

レベル 1 + 2

環境

合計 17,040,720百万円

+ 環境
＆社会

747,986 百万円2 504,957 百万円 3,700,256 百万円

8,674,578 百万円1 1,692,199 百万円 1,720,744 百万円

3,988,638 百万円0 3,621,576 百万円 2,630,081 百万円

　

9,422,564百万円
13,411,202 百万円

1 + 2 合計
0+ 1+ 2合計

2,197,156百万円
5,818,732 百万円

5,421,001百万円
8,051,082 百万円

4,953,199 百万円

12,087,521 百万円

10,240,295 百万円

合計

17,040,720百万円
27,281,016 百万円

環境 社会 環境＆社会
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2.9%

　インパクト志向金融宣言署名機関（2024 年 9月 1日時点）のうち、インパクトファイナンス残高を公開してい
るものの地域別・アセットクラス別内訳を下記に示します。海外向け、国内向けはほぼ半々、アセットクラス別
は融資が約 7割を占めています。

　インパクトファイナンスの残高を算定するためには、その算入基準を定める必要があります。インパ
クトファイナンスの定義については「財務的リターンと並行して、ポジティブで測定可能な社会的及び
環境的インパクトを同時に生み出すことを意図する投資」というグローバルなコンセンサスがあります。
しかし、投融資のデータを集計・発表する上で「外形的に何を基準に、どこまでをインパクトファイ
ナンスに算入するのか」という点については、グローバルにおいても、主要な関係機関の間でも、明確
な合意はなされていません。
 　宣言のプログレスレポート作成にあたり、 各金融機関が自ら努力し、より高いレベルでの取り組みを
推進することを目的に、レベル別に分類して各社の取り組みを可視化しました。具体的にはインパク
トファイナンスを「インパクト測定」「マネジメント」の実践レベルによって分類しました。今年のプ
ログレスレポートを作成するにあたってアンケート調査を行い、これまでの分類を踏襲する形でインパ
クトファイナンス残高を取りまとめるべきかどうか、複数回にわたり議論を重ねました。特に融資にお
いて、サステナビリティ･ リンク･ローン、ポジティブ・インパクト･ファイナンス（PIF）等のラベルファ
イナンスをどのレベルに分類するか、機関によって考え方が異なるケースもありました。また、「過去
からの継続性を担保すべき」「分類が質の高いインパクトファイナンス推進のインセンティブになる」
という意見の一方で、「マネジメントの定義が不明確だ」という意見も挙がりました。
　このような議論を通じて、各社が社内の集計手法を見直したり、同業他社と意見交換を行ったり、現
業部門とインパクト･マネジメントの実態について議論を始めたりしています。これらも、この宣言と
いうプラットフォームの成果と捉えています。
 　私たちはまだ、より品質の高いインパクトファイナンスを創り出すための、生みの苦しみの途上に
あります。それぞれのアセットクラスを前提としたときに、「測定」に備わるべき要素とは何なのか。
「インパクト・マネジメント」として行うべきことは何なのか。それは、金利水準の調整などを組み込
んだストラクチャリングのことなのか、それとも、融資先とのより深いエンゲージメントのことなのか。
それらを算入基準として、外形的にどのように定義するのか。論点はまだまだ山積していますが、融資・
債券分科会でも重要なテーマとなっており、今後も、議論を続けていくことが重要と考えています。

地域別

インパクトファイナンスの算入基準を巡る議論について

インパクトファイナンス残高総額の地域別・アセットクラス別内訳

アセットクラス別

■ 国内 ... 53.2%
■ 海外 ... 46.8%

■ 融資 ............... 69.4%
■ 債券 ............... 23.9%
■ 上場株式 ....... 2.9%
■ 未上場株式 ... 1.4%
■ その他 ........... 2.5%

＊上記はインパクトファイナンス残高のうち地域別・アセットクラス別内訳を公開した署名機関・賛同機関の残高総計です。

（総額 13,456,587百万円） （総額 10,454,849百万円）
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インパクト志向金融宣言では、2023 年から「エグゼクティブ･リーダーシップ･チーム（ELT）」と称し、各署名
機関の幹部をお招きして、宣言の活動への評価や期待、各社におけるインパクト志向金融経営のあり方、インパ
クトファイナンス推進に向けた課題などを語っていただいています。2024 年には 3 回開催し、いずれもリアル･
オンライン合わせて多くの聴取者を集めました。ここに各回の抄録をご紹介します。

2024年の第 1回はインパクト志向金融宣言の発足時から参画しているアセットマネジメントOne が幹事となり、
かんぽ生命保険、肥後銀行･肥後銀行企業年金基金を招きました。資産運用会社、アセットオーナー、銀行という
それぞれの立場から、宣言への期待とインパクトファイナンスの裾野拡大に必要なことを語っていただきました。

>> ネットワークを通じて各社の取り組みを強化

司会･中村麻紀（以下、中村）：インパクト志向金融
宣言（以下、宣言）は、多様なアセットクラスの金融
機関が参加していることが大きな特長です。アセッ
トクラスを横断する議論が活発に行われている点で、
世界的にも希少なプラットフォームといわれていま
す。発足から 2 年超が過ぎた今、署名機関の経営層
の皆さまはこの活動をどのように見ておられるでしょ
うか。まず、発足と同時にご署名くださった、アセッ
トマネジメントOne様からお伺いできますか。
杉原規之氏（以下、杉原）：当社は宣言発足直前の
2021 年 2 月に「投資の力で未来をはぐくむ」という
コーポレート･メッセージを発表しました。背景には
「投資した先の活動を通じて環境や社会の課題を解決

社として、お客さまの意向や地域性などを踏まえつ
つ、インパクトの創出、計測、開示ができる戦略投
資を実践していこうというものです。2022 年に改定
した「サステナブル投資体系」においては、インパ
クト投資を最上位に位置付けました。
中村：発足の翌月にご署名いただいた、かんぽ生命
保険様ではいかがでしょう。
春名貴之氏（以下、春名）：この宣言に署名するこ
とは、当社にとって、ごく当然のことでした。当社
の源流は国の機関にあり、今も国民の6人に1人と何
らかの形でお取り引きいただいています。そんな組
織ですから、ESGインテグレーションを中心とした
いわゆるESG 投資も必然のものとして、これまで取
り組んできました。一方で、ESG 投資への評価が分
かれる昨今、環境･社会課題の解決を目指すより明確
な意図を持ったインパクト投資に向かうべき時機が
来ています。ただ、杉原さんもおっしゃったように、
各社が単独で取り組むのは難しい。宣言を通じて互
いに意見を交わし、関係先との連携を拡大･強化する
ことが重要ですし、この活動に大いに期待しています。
中村：肥後銀行様は 2023 年 8 月にご署名ください
ました。同時に、グループ会社の九州みらいインベ
ストメンツ様、肥銀キャピタル様、そして肥後銀行
企業年金基金様にもご署名いただいています。企業
年金基金としては初のご署名でした。
岩立康也氏（以下、岩立）：当社は熊本に拠点を置く
地方銀行で、鹿児島銀行との経営統合により九州フィ
ナンシャルグループという金融グループを構成して
います。地方銀行にとって、地域の発展なくして企
業の発展はありえません。地域の課題解決こそがわ
れわれの本業だと考えています。宣言への署名にあ
たっては、グループ 4 社が揃ってインパクト投融資
に取り組み、ともに課題解決に向かおうと考えた次
第です。肥後銀行企業年金基金における ESG 投資の
割合はすでに 50％を超えていますが、インパクト投
資についてはまだ商品自体が少なく、宣言のネット
ワークを通じて増やしていきたいところです。

>> インパクトの質を担保する戦略、仕組みづくり

中村：3 社とも、社内におけるインパクト志向の高
まりと宣言の方向性が合致していたということです
ね。おのおの、インパクトファイナンスについて具
体的にどんな取り組みをなさっているか、ご紹介い
ただけますか。

春名：かんぽ生命では、経営会議の下にサステナビ
リティ委員会を置き、その中に社外有識者を交えた
責任投資諮問部会を設け、インパクト投資を含むサ
ステナブル投資を推進しています。宣言への参加も、
その一環です。2022年には、独自のインパクト投資
認証フレームワーク「インパクト "K" プロジェクト」
を立ち上げました。"K"はかんぽの "K"であり、協力、
共創、 希望といった意味も込めています。インパク
ト創出のために何ができるかを自社で整理し、「イン
パクト創出の質及び透明性の確保」「多様なインパク
ト投資案件の積み上げ」「アセットオーナーとしての
インパクト投資業界の発展や社会貢献」を目指して
います。
中村：「インパクト "K" プロジェクト」はどんな枠組
みの認証制度なのでしょう？
春名：まず、当社の経営理念「いつでもそばにいる。
どこにいても支える。すべての人生を、守り続けた
い。」や、3 つの重点取り組みテーマ「環境保護への
貢献」「地域と社会の発展」「Well-being 向上」と整
合的であることを確認します。その上で「経済的リ
ターンと並行して社会的リターンを創出すること」
「インテンショナリティ（創出意図）を持つこと」「ま
だ満たされていない環境や社会のニーズを解決する
こと」「定量的なKPI設定と定期的なモニタリングが
可能であること」が認証の要件です。立ち上げから
2 年近く経って、認証のプロセスも洗練されてきま
した。今後は当社のサステナブル投資の中心に「イ
ンパクト "K" プロジェクト」を据えていきたいと考
えています。
岩立：当グループはこれまで、融資や投資、クラウ
ドファンディングといった多様な枠組みで地元企業
を支援してきました。ただ、地方銀行の立場では、
飲食店や美容室のようなスモールビジネスの開業の
お手伝いは難しいのが実情でした。しかし、熊本地
震やコロナ禍で、地元では廃業が相次ぐ事態になり
ました。街の灯を消してはいけないという危機感か
ら、2022 年 4 月に「スタートアップハブくまもと」
を開設しています。具体的には、自己資金 0 でも開
業できる金融スキームと、事業計画や経営コンサル、
仕入れや内装までをワンストップで支援できる組織
です。開始から 2 年ほどで、385 件の新規事業と
1000人を超える雇用が生まれました。また、ポジティ
ブ･インパクト･ファイナンスについては、第三者評
価機関のセカンドオピニオンを取得した上で、地元
シンクタンクと連携してお客さまのインパクト分析･

ていない」という回答も50％に及びました。潜在的
なニーズがあることは確認できているのですが、実
際の投資行動につなげるためには一層の努力が必要
です。
中村：金融業界としては、どのような役割を担って
いけばいいでしょう？
杉原：特に個人のお客さまに対しては、「資産運用が
社会貢献につながる」ということ自体を、幅広くお
伝えしていかなければならないと痛感しています。
そこで、2023 年 10 月に社内に「未来をはぐくむ研
究所」を立ち上げ、大学で講義を行うなどの活動を
開始しました。今後は子どもたちを対象とした金融
経済教育も計画しています。資産運用会社として、「投
資の民主化」「インパクト投資の民主化」に向けた取
り組みを、地道に進めていきたいと考えています。
岩立：社会全体にインパクトを与えるためには、金
融機関同士が連携することも大切です。当社は台湾
企業 TMSC の熊本進出を機に、九州全体で半導体の
サプライチェーンを盛り上げるべく、九州の地方銀
行 11 行（2024年12月時点では13行）で連携協定を
結びました。この協定にはサステナビリティ、ファ
イナンスの推進も盛り込んでいます。
春名：環境･社会課題が複雑化し、原因の特定すら
難しい時代になりました。しかし、その中にはテク
ノロジーによって解決できる分野もかなりあるはず
です。その種はアカデミアにあると考え、現在 3 つ
の大学と覚書を交わし、革新的な技術開発･事業への
投資を推進しています。また、インパクト投資をさ
らに拡大していくためには、インパクト創出に経済
的リターンが伴うことを示してみせる必要があるで
しょう。それに向けて、インパクト創出と企業価値
との相関性についての分析や研究が欠かせません。
シンクタンクや大学に働きかけることも重要ですし、
われわれもこの宣言を通じて議論を重ね、インパク
ト投資のさらなる発展に貢献したいと考えています。

評価、モニタリングを行っています。これにより、
お客さまの企業価値向上とともに、社会課題解決の
取り組みを増やす一助としたいと考えています。
杉原：当社では、サステナブル･マテリアリティを縦
軸、フィナンシャル･マテリアリティを横軸とした「マ
テリアリティ･マップ」を策定しています。2 軸の両
方で高く位置付けられる課題を「コア･マテリアリ
ティ」とし、これを中心に投資活動やエンゲージメン
トを行っています。例えば、グループ会社のアセット
マネジメント One オルタナティブインベストメンツ
は、社会基盤を構築するプロジェクトに選別的な融
資を行う「海外インフラデットファンド」を運用して
います。投資先は UAE の海水淡水化事業やスペイン
の受刑者社会復帰支援などです。また、2024年2月に
は「オールジャパン･カーボンニュートラル戦略」を
立ち上げました。その名の通り、日本企業に幅広く
投資しながら、温室効果ガス削減に向けた企業の取
り組みを評価し、後押ししようとするものです。

>> 資産運用を課題解決につなげる意識を広める

中村：宣言の目的の 1 つでもある、インパクトファ
イナンスの裾野拡大のためには、どんなことが必要
だとお考えになりますか？
岩立：肝心なのは、資金の出し手の意志ではないで
しょうか。肥後銀行企業年金基金では、資金の出し
手であり受益者である、職員の意志を確認するため
にアンケートを行っています。年金ですから、運用
益を重視する人が多いのかと思いきや、アンケート
結果では、インパクト重視の投資運用に肯定的な意
見を持つ人が 84％に達しました。企業としてインパ
クト投融資に取り組んでいる姿勢が、職員 1 人 1 人
に浸透しているからかもしれません。先ほど申し上
げたように、基金の株式運用の 5割超が ESG 投資で
すが、直近の実績はインデックスを上回っています。
杉原：資産運用会社には、「受託者としての役割」と
「投資家としての役割」があります。この 2 つの役割
を通じて、個人の豊かさと社会の豊かさをはぐくむ
好循環を実現するのが当社の使命です。そこで、昨
年からアセットオーナーを対象とした ESG サーベイ
を始めました。残念ながら、肥後銀行さんのように
意識の高い年金基金はまだ少数派で、インパクト投
資を「投資済み」と「検討中」を合計してもまだ 12％
に過ぎません。また、「母体企業は本業でサステナブ
ル･ESG に取り組んでいるが、資産運用には反映し

し、世界を豊かにすることができる」という理念が
あります。これはまさしく、宣言における「インパ
クト志向金融経営」のコンセプトに合致するものだ
と思います。ただ、この目標は当社単独で成し遂げ
られるものではなく、インベストメントチェーン全
体で取り組むことが重要だと考えています。宣言に
参加することで、他業態を含む多くの金融機関との
ネットワークが構築でき、多くの学びを得ています。
中村：ご指摘くださったように、宣言では個別のイ
ンパクトファイナンスと併せて、金融機関の投融資
業務全体におけるインパクト志向、すなわち「イン
パクト志向金融経営」の推進にも取り組んでいます。
杉原：当社では「サステナブル投資方針」の 5 つの
アクションの 1 つに「ポジティブな社会的インパク
ト創出を目指す投資」を定めています。資産運用会
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クト投資を最上位に位置付けました。
中村：発足の翌月にご署名いただいた、かんぽ生命
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中村：3 社とも、社内におけるインパクト志向の高
まりと宣言の方向性が合致していたということです
ね。おのおの、インパクトファイナンスについて具
体的にどんな取り組みをなさっているか、ご紹介い
ただけますか。

春名：かんぽ生命では、経営会議の下にサステナビ
リティ委員会を置き、その中に社外有識者を交えた
責任投資諮問部会を設け、インパクト投資を含むサ
ステナブル投資を推進しています。宣言への参加も、
その一環です。2022年には、独自のインパクト投資
認証フレームワーク「インパクト "K" プロジェクト」
を立ち上げました。"K"はかんぽの "K"であり、協力、
共創、 希望といった意味も込めています。インパク
ト創出のために何ができるかを自社で整理し、「イン
パクト創出の質及び透明性の確保」「多様なインパク
ト投資案件の積み上げ」「アセットオーナーとしての
インパクト投資業界の発展や社会貢献」を目指して
います。
中村：「インパクト "K" プロジェクト」はどんな枠組
みの認証制度なのでしょう？
春名：まず、当社の経営理念「いつでもそばにいる。
どこにいても支える。すべての人生を、守り続けた
い。」や、3 つの重点取り組みテーマ「環境保護への
貢献」「地域と社会の発展」「Well-being 向上」と整
合的であることを確認します。その上で「経済的リ
ターンと並行して社会的リターンを創出すること」
「インテンショナリティ（創出意図）を持つこと」「ま
だ満たされていない環境や社会のニーズを解決する
こと」「定量的なKPI設定と定期的なモニタリングが
可能であること」が認証の要件です。立ち上げから
2 年近く経って、認証のプロセスも洗練されてきま
した。今後は当社のサステナブル投資の中心に「イ
ンパクト "K" プロジェクト」を据えていきたいと考
えています。
岩立：当グループはこれまで、融資や投資、クラウ
ドファンディングといった多様な枠組みで地元企業
を支援してきました。ただ、地方銀行の立場では、
飲食店や美容室のようなスモールビジネスの開業の
お手伝いは難しいのが実情でした。しかし、熊本地
震やコロナ禍で、地元では廃業が相次ぐ事態になり
ました。街の灯を消してはいけないという危機感か
ら、2022 年 4 月に「スタートアップハブくまもと」
を開設しています。具体的には、自己資金 0 でも開
業できる金融スキームと、事業計画や経営コンサル、
仕入れや内装までをワンストップで支援できる組織
です。開始から 2 年ほどで、385 件の新規事業と
1000人を超える雇用が生まれました。また、ポジティ
ブ･インパクト･ファイナンスについては、第三者評
価機関のセカンドオピニオンを取得した上で、地元
シンクタンクと連携してお客さまのインパクト分析･

ていない」という回答も50％に及びました。潜在的
なニーズがあることは確認できているのですが、実
際の投資行動につなげるためには一層の努力が必要
です。
中村：金融業界としては、どのような役割を担って
いけばいいでしょう？
杉原：特に個人のお客さまに対しては、「資産運用が
社会貢献につながる」ということ自体を、幅広くお
伝えしていかなければならないと痛感しています。
そこで、2023 年 10 月に社内に「未来をはぐくむ研
究所」を立ち上げ、大学で講義を行うなどの活動を
開始しました。今後は子どもたちを対象とした金融
経済教育も計画しています。資産運用会社として、「投
資の民主化」「インパクト投資の民主化」に向けた取
り組みを、地道に進めていきたいと考えています。
岩立：社会全体にインパクトを与えるためには、金
融機関同士が連携することも大切です。当社は台湾
企業 TMSC の熊本進出を機に、九州全体で半導体の
サプライチェーンを盛り上げるべく、九州の地方銀
行 11 行（2024年12月時点では13行）で連携協定を
結びました。この協定にはサステナビリティ、ファ
イナンスの推進も盛り込んでいます。
春名：環境･社会課題が複雑化し、原因の特定すら
難しい時代になりました。しかし、その中にはテク
ノロジーによって解決できる分野もかなりあるはず
です。その種はアカデミアにあると考え、現在 3 つ
の大学と覚書を交わし、革新的な技術開発･事業への
投資を推進しています。また、インパクト投資をさ
らに拡大していくためには、インパクト創出に経済
的リターンが伴うことを示してみせる必要があるで
しょう。それに向けて、インパクト創出と企業価値
との相関性についての分析や研究が欠かせません。
シンクタンクや大学に働きかけることも重要ですし、
われわれもこの宣言を通じて議論を重ね、インパク
ト投資のさらなる発展に貢献したいと考えています。

評価、モニタリングを行っています。これにより、
お客さまの企業価値向上とともに、社会課題解決の
取り組みを増やす一助としたいと考えています。
杉原：当社では、サステナブル･マテリアリティを縦
軸、フィナンシャル･マテリアリティを横軸とした「マ
テリアリティ･マップ」を策定しています。2 軸の両
方で高く位置付けられる課題を「コア･マテリアリ
ティ」とし、これを中心に投資活動やエンゲージメン
トを行っています。例えば、グループ会社のアセット
マネジメント One オルタナティブインベストメンツ
は、社会基盤を構築するプロジェクトに選別的な融
資を行う「海外インフラデットファンド」を運用して
います。投資先は UAE の海水淡水化事業やスペイン
の受刑者社会復帰支援などです。また、2024年2月に
は「オールジャパン･カーボンニュートラル戦略」を
立ち上げました。その名の通り、日本企業に幅広く
投資しながら、温室効果ガス削減に向けた企業の取
り組みを評価し、後押ししようとするものです。

>> 資産運用を課題解決につなげる意識を広める

中村：宣言の目的の 1 つでもある、インパクトファ
イナンスの裾野拡大のためには、どんなことが必要
だとお考えになりますか？
岩立：肝心なのは、資金の出し手の意志ではないで
しょうか。肥後銀行企業年金基金では、資金の出し
手であり受益者である、職員の意志を確認するため
にアンケートを行っています。年金ですから、運用
益を重視する人が多いのかと思いきや、アンケート
結果では、インパクト重視の投資運用に肯定的な意
見を持つ人が 84％に達しました。企業としてインパ
クト投融資に取り組んでいる姿勢が、職員 1 人 1 人
に浸透しているからかもしれません。先ほど申し上
げたように、基金の株式運用の 5割超が ESG 投資で
すが、直近の実績はインデックスを上回っています。
杉原：資産運用会社には、「受託者としての役割」と
「投資家としての役割」があります。この 2 つの役割
を通じて、個人の豊かさと社会の豊かさをはぐくむ
好循環を実現するのが当社の使命です。そこで、昨
年からアセットオーナーを対象とした ESG サーベイ
を始めました。残念ながら、肥後銀行さんのように
意識の高い年金基金はまだ少数派で、インパクト投
資を「投資済み」と「検討中」を合計してもまだ 12％
に過ぎません。また、「母体企業は本業でサステナブ
ル･ESG に取り組んでいるが、資産運用には反映し

し、世界を豊かにすることができる」という理念が
あります。これはまさしく、宣言における「インパ
クト志向金融経営」のコンセプトに合致するものだ
と思います。ただ、この目標は当社単独で成し遂げ
られるものではなく、インベストメントチェーン全
体で取り組むことが重要だと考えています。宣言に
参加することで、他業態を含む多くの金融機関との
ネットワークが構築でき、多くの学びを得ています。
中村：ご指摘くださったように、宣言では個別のイ
ンパクトファイナンスと併せて、金融機関の投融資
業務全体におけるインパクト志向、すなわち「イン
パクト志向金融経営」の推進にも取り組んでいます。
杉原：当社では「サステナブル投資方針」の 5 つの
アクションの 1 つに「ポジティブな社会的インパク
ト創出を目指す投資」を定めています。資産運用会

インパクト志向金融経営を目指して
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>> ネットワークを通じて各社の取り組みを強化

司会･中村麻紀（以下、中村）：インパクト志向金融
宣言（以下、宣言）は、多様なアセットクラスの金融
機関が参加していることが大きな特長です。アセッ
トクラスを横断する議論が活発に行われている点で、
世界的にも希少なプラットフォームといわれていま
す。発足から 2 年超が過ぎた今、署名機関の経営層
の皆さまはこの活動をどのように見ておられるでしょ
うか。まず、発足と同時にご署名くださった、アセッ
トマネジメントOne様からお伺いできますか。
杉原規之氏（以下、杉原）：当社は宣言発足直前の
2021 年 2 月に「投資の力で未来をはぐくむ」という
コーポレート･メッセージを発表しました。背景には
「投資した先の活動を通じて環境や社会の課題を解決

社として、お客さまの意向や地域性などを踏まえつ
つ、インパクトの創出、計測、開示ができる戦略投
資を実践していこうというものです。2022 年に改定
した「サステナブル投資体系」においては、インパ
クト投資を最上位に位置付けました。
中村：発足の翌月にご署名いただいた、かんぽ生命
保険様ではいかがでしょう。
春名貴之氏（以下、春名）：この宣言に署名するこ
とは、当社にとって、ごく当然のことでした。当社
の源流は国の機関にあり、今も国民の6人に1人と何
らかの形でお取り引きいただいています。そんな組
織ですから、ESGインテグレーションを中心とした
いわゆるESG 投資も必然のものとして、これまで取
り組んできました。一方で、ESG 投資への評価が分
かれる昨今、環境･社会課題の解決を目指すより明確
な意図を持ったインパクト投資に向かうべき時機が
来ています。ただ、杉原さんもおっしゃったように、
各社が単独で取り組むのは難しい。宣言を通じて互
いに意見を交わし、関係先との連携を拡大･強化する
ことが重要ですし、この活動に大いに期待しています。
中村：肥後銀行様は 2023 年 8 月にご署名ください
ました。同時に、グループ会社の九州みらいインベ
ストメンツ様、肥銀キャピタル様、そして肥後銀行
企業年金基金様にもご署名いただいています。企業
年金基金としては初のご署名でした。
岩立康也氏（以下、岩立）：当社は熊本に拠点を置く
地方銀行で、鹿児島銀行との経営統合により九州フィ
ナンシャルグループという金融グループを構成して
います。地方銀行にとって、地域の発展なくして企
業の発展はありえません。地域の課題解決こそがわ
れわれの本業だと考えています。宣言への署名にあ
たっては、グループ 4 社が揃ってインパクト投融資
に取り組み、ともに課題解決に向かおうと考えた次
第です。肥後銀行企業年金基金における ESG 投資の
割合はすでに 50％を超えていますが、インパクト投
資についてはまだ商品自体が少なく、宣言のネット
ワークを通じて増やしていきたいところです。

>> インパクトの質を担保する戦略、仕組みづくり

中村：3 社とも、社内におけるインパクト志向の高
まりと宣言の方向性が合致していたということです
ね。おのおの、インパクトファイナンスについて具
体的にどんな取り組みをなさっているか、ご紹介い
ただけますか。
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認証フレームワーク「インパクト "K" プロジェクト」
を立ち上げました。"K"はかんぽの "K"であり、協力、
共創、 希望といった意味も込めています。インパク
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インパクト投資業界の発展や社会貢献」を目指して
います。
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「インテンショナリティ（創出意図）を持つこと」「ま
だ満たされていない環境や社会のニーズを解決する
こと」「定量的なKPI設定と定期的なモニタリングが
可能であること」が認証の要件です。立ち上げから
2 年近く経って、認証のプロセスも洗練されてきま
した。今後は当社のサステナブル投資の中心に「イ
ンパクト "K" プロジェクト」を据えていきたいと考
えています。
岩立：当グループはこれまで、融資や投資、クラウ
ドファンディングといった多様な枠組みで地元企業
を支援してきました。ただ、地方銀行の立場では、
飲食店や美容室のようなスモールビジネスの開業の
お手伝いは難しいのが実情でした。しかし、熊本地
震やコロナ禍で、地元では廃業が相次ぐ事態になり
ました。街の灯を消してはいけないという危機感か
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を開設しています。具体的には、自己資金 0 でも開
業できる金融スキームと、事業計画や経営コンサル、
仕入れや内装までをワンストップで支援できる組織
です。開始から 2 年ほどで、385 件の新規事業と
1000人を超える雇用が生まれました。また、ポジティ
ブ･インパクト･ファイナンスについては、第三者評
価機関のセカンドオピニオンを取得した上で、地元
シンクタンクと連携してお客さまのインパクト分析･

ていない」という回答も50％に及びました。潜在的
なニーズがあることは確認できているのですが、実
際の投資行動につなげるためには一層の努力が必要
です。
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行 11 行（2024年12月時点では13行）で連携協定を
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イナンスの推進も盛り込んでいます。
春名：環境･社会課題が複雑化し、原因の特定すら
難しい時代になりました。しかし、その中にはテク
ノロジーによって解決できる分野もかなりあるはず
です。その種はアカデミアにあると考え、現在 3 つ
の大学と覚書を交わし、革新的な技術開発･事業への
投資を推進しています。また、インパクト投資をさ
らに拡大していくためには、インパクト創出に経済
的リターンが伴うことを示してみせる必要があるで
しょう。それに向けて、インパクト創出と企業価値
との相関性についての分析や研究が欠かせません。
シンクタンクや大学に働きかけることも重要ですし、
われわれもこの宣言を通じて議論を重ね、インパク
ト投資のさらなる発展に貢献したいと考えています。
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トを行っています。例えば、グループ会社のアセット
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しょうか。肥後銀行企業年金基金では、資金の出し
手であり受益者である、職員の意志を確認するため
にアンケートを行っています。年金ですから、運用
益を重視する人が多いのかと思いきや、アンケート
結果では、インパクト重視の投資運用に肯定的な意
見を持つ人が 84％に達しました。企業としてインパ
クト投融資に取り組んでいる姿勢が、職員 1 人 1 人
に浸透しているからかもしれません。先ほど申し上
げたように、基金の株式運用の 5割超が ESG 投資で
すが、直近の実績はインデックスを上回っています。
杉原：資産運用会社には、「受託者としての役割」と
「投資家としての役割」があります。この 2 つの役割
を通じて、個人の豊かさと社会の豊かさをはぐくむ
好循環を実現するのが当社の使命です。そこで、昨
年からアセットオーナーを対象とした ESG サーベイ
を始めました。残念ながら、肥後銀行さんのように
意識の高い年金基金はまだ少数派で、インパクト投
資を「投資済み」と「検討中」を合計してもまだ 12％
に過ぎません。また、「母体企業は本業でサステナブ
ル･ESG に取り組んでいるが、資産運用には反映し

し、世界を豊かにすることができる」という理念が
あります。これはまさしく、宣言における「インパ
クト志向金融経営」のコンセプトに合致するものだ
と思います。ただ、この目標は当社単独で成し遂げ
られるものではなく、インベストメントチェーン全
体で取り組むことが重要だと考えています。宣言に
参加することで、他業態を含む多くの金融機関との
ネットワークが構築でき、多くの学びを得ています。
中村：ご指摘くださったように、宣言では個別のイ
ンパクトファイナンスと併せて、金融機関の投融資
業務全体におけるインパクト志向、すなわち「イン
パクト志向金融経営」の推進にも取り組んでいます。
杉原：当社では「サステナブル投資方針」の 5 つの
アクションの 1 つに「ポジティブな社会的インパク
ト創出を目指す投資」を定めています。資産運用会
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>> ネットワークを通じて各社の取り組みを強化

司会･中村麻紀（以下、中村）：インパクト志向金融
宣言（以下、宣言）は、多様なアセットクラスの金融
機関が参加していることが大きな特長です。アセッ
トクラスを横断する議論が活発に行われている点で、
世界的にも希少なプラットフォームといわれていま
す。発足から 2 年超が過ぎた今、署名機関の経営層
の皆さまはこの活動をどのように見ておられるでしょ
うか。まず、発足と同時にご署名くださった、アセッ
トマネジメントOne様からお伺いできますか。
杉原規之氏（以下、杉原）：当社は宣言発足直前の
2021 年 2 月に「投資の力で未来をはぐくむ」という
コーポレート･メッセージを発表しました。背景には
「投資した先の活動を通じて環境や社会の課題を解決

社として、お客さまの意向や地域性などを踏まえつ
つ、インパクトの創出、計測、開示ができる戦略投
資を実践していこうというものです。2022 年に改定
した「サステナブル投資体系」においては、インパ
クト投資を最上位に位置付けました。
中村：発足の翌月にご署名いただいた、かんぽ生命
保険様ではいかがでしょう。
春名貴之氏（以下、春名）：この宣言に署名するこ
とは、当社にとって、ごく当然のことでした。当社
の源流は国の機関にあり、今も国民の6人に1人と何
らかの形でお取り引きいただいています。そんな組
織ですから、ESGインテグレーションを中心とした
いわゆるESG 投資も必然のものとして、これまで取
り組んできました。一方で、ESG 投資への評価が分
かれる昨今、環境･社会課題の解決を目指すより明確
な意図を持ったインパクト投資に向かうべき時機が
来ています。ただ、杉原さんもおっしゃったように、
各社が単独で取り組むのは難しい。宣言を通じて互
いに意見を交わし、関係先との連携を拡大･強化する
ことが重要ですし、この活動に大いに期待しています。
中村：肥後銀行様は 2023 年 8 月にご署名ください
ました。同時に、グループ会社の九州みらいインベ
ストメンツ様、肥銀キャピタル様、そして肥後銀行
企業年金基金様にもご署名いただいています。企業
年金基金としては初のご署名でした。
岩立康也氏（以下、岩立）：当社は熊本に拠点を置く
地方銀行で、鹿児島銀行との経営統合により九州フィ
ナンシャルグループという金融グループを構成して
います。地方銀行にとって、地域の発展なくして企
業の発展はありえません。地域の課題解決こそがわ
れわれの本業だと考えています。宣言への署名にあ
たっては、グループ 4 社が揃ってインパクト投融資
に取り組み、ともに課題解決に向かおうと考えた次
第です。肥後銀行企業年金基金における ESG 投資の
割合はすでに 50％を超えていますが、インパクト投
資についてはまだ商品自体が少なく、宣言のネット
ワークを通じて増やしていきたいところです。

>> インパクトの質を担保する戦略、仕組みづくり

中村：3 社とも、社内におけるインパクト志向の高
まりと宣言の方向性が合致していたということです
ね。おのおの、インパクトファイナンスについて具
体的にどんな取り組みをなさっているか、ご紹介い
ただけますか。

春名：かんぽ生命では、経営会議の下にサステナビ
リティ委員会を置き、その中に社外有識者を交えた
責任投資諮問部会を設け、インパクト投資を含むサ
ステナブル投資を推進しています。宣言への参加も、
その一環です。2022年には、独自のインパクト投資
認証フレームワーク「インパクト "K" プロジェクト」
を立ち上げました。"K"はかんぽの "K"であり、協力、
共創、 希望といった意味も込めています。インパク
ト創出のために何ができるかを自社で整理し、「イン
パクト創出の質及び透明性の確保」「多様なインパク
ト投資案件の積み上げ」「アセットオーナーとしての
インパクト投資業界の発展や社会貢献」を目指して
います。
中村：「インパクト "K" プロジェクト」はどんな枠組
みの認証制度なのでしょう？
春名：まず、当社の経営理念「いつでもそばにいる。
どこにいても支える。すべての人生を、守り続けた
い。」や、3 つの重点取り組みテーマ「環境保護への
貢献」「地域と社会の発展」「Well-being 向上」と整
合的であることを確認します。その上で「経済的リ
ターンと並行して社会的リターンを創出すること」
「インテンショナリティ（創出意図）を持つこと」「ま
だ満たされていない環境や社会のニーズを解決する
こと」「定量的なKPI設定と定期的なモニタリングが
可能であること」が認証の要件です。立ち上げから
2 年近く経って、認証のプロセスも洗練されてきま
した。今後は当社のサステナブル投資の中心に「イ
ンパクト "K" プロジェクト」を据えていきたいと考
えています。
岩立：当グループはこれまで、融資や投資、クラウ
ドファンディングといった多様な枠組みで地元企業
を支援してきました。ただ、地方銀行の立場では、
飲食店や美容室のようなスモールビジネスの開業の
お手伝いは難しいのが実情でした。しかし、熊本地
震やコロナ禍で、地元では廃業が相次ぐ事態になり
ました。街の灯を消してはいけないという危機感か
ら、2022 年 4 月に「スタートアップハブくまもと」
を開設しています。具体的には、自己資金 0 でも開
業できる金融スキームと、事業計画や経営コンサル、
仕入れや内装までをワンストップで支援できる組織
です。開始から 2 年ほどで、385 件の新規事業と
1000人を超える雇用が生まれました。また、ポジティ
ブ･インパクト･ファイナンスについては、第三者評
価機関のセカンドオピニオンを取得した上で、地元
シンクタンクと連携してお客さまのインパクト分析･

ていない」という回答も50％に及びました。潜在的
なニーズがあることは確認できているのですが、実
際の投資行動につなげるためには一層の努力が必要
です。
中村：金融業界としては、どのような役割を担って
いけばいいでしょう？
杉原：特に個人のお客さまに対しては、「資産運用が
社会貢献につながる」ということ自体を、幅広くお
伝えしていかなければならないと痛感しています。
そこで、2023 年 10 月に社内に「未来をはぐくむ研
究所」を立ち上げ、大学で講義を行うなどの活動を
開始しました。今後は子どもたちを対象とした金融
経済教育も計画しています。資産運用会社として、「投
資の民主化」「インパクト投資の民主化」に向けた取
り組みを、地道に進めていきたいと考えています。
岩立：社会全体にインパクトを与えるためには、金
融機関同士が連携することも大切です。当社は台湾
企業 TMSC の熊本進出を機に、九州全体で半導体の
サプライチェーンを盛り上げるべく、九州の地方銀
行 11 行（2024年12月時点では13行）で連携協定を
結びました。この協定にはサステナビリティ、ファ
イナンスの推進も盛り込んでいます。
春名：環境･社会課題が複雑化し、原因の特定すら
難しい時代になりました。しかし、その中にはテク
ノロジーによって解決できる分野もかなりあるはず
です。その種はアカデミアにあると考え、現在 3 つ
の大学と覚書を交わし、革新的な技術開発･事業への
投資を推進しています。また、インパクト投資をさ
らに拡大していくためには、インパクト創出に経済
的リターンが伴うことを示してみせる必要があるで
しょう。それに向けて、インパクト創出と企業価値
との相関性についての分析や研究が欠かせません。
シンクタンクや大学に働きかけることも重要ですし、
われわれもこの宣言を通じて議論を重ね、インパク
ト投資のさらなる発展に貢献したいと考えています。

評価、モニタリングを行っています。これにより、
お客さまの企業価値向上とともに、社会課題解決の
取り組みを増やす一助としたいと考えています。
杉原：当社では、サステナブル･マテリアリティを縦
軸、フィナンシャル･マテリアリティを横軸とした「マ
テリアリティ･マップ」を策定しています。2 軸の両
方で高く位置付けられる課題を「コア･マテリアリ
ティ」とし、これを中心に投資活動やエンゲージメン
トを行っています。例えば、グループ会社のアセット
マネジメント One オルタナティブインベストメンツ
は、社会基盤を構築するプロジェクトに選別的な融
資を行う「海外インフラデットファンド」を運用して
います。投資先は UAE の海水淡水化事業やスペイン
の受刑者社会復帰支援などです。また、2024年2月に
は「オールジャパン･カーボンニュートラル戦略」を
立ち上げました。その名の通り、日本企業に幅広く
投資しながら、温室効果ガス削減に向けた企業の取
り組みを評価し、後押ししようとするものです。

>> 資産運用を課題解決につなげる意識を広める

中村：宣言の目的の 1 つでもある、インパクトファ
イナンスの裾野拡大のためには、どんなことが必要
だとお考えになりますか？
岩立：肝心なのは、資金の出し手の意志ではないで
しょうか。肥後銀行企業年金基金では、資金の出し
手であり受益者である、職員の意志を確認するため
にアンケートを行っています。年金ですから、運用
益を重視する人が多いのかと思いきや、アンケート
結果では、インパクト重視の投資運用に肯定的な意
見を持つ人が 84％に達しました。企業としてインパ
クト投融資に取り組んでいる姿勢が、職員 1 人 1 人
に浸透しているからかもしれません。先ほど申し上
げたように、基金の株式運用の 5割超が ESG 投資で
すが、直近の実績はインデックスを上回っています。
杉原：資産運用会社には、「受託者としての役割」と
「投資家としての役割」があります。この 2 つの役割
を通じて、個人の豊かさと社会の豊かさをはぐくむ
好循環を実現するのが当社の使命です。そこで、昨
年からアセットオーナーを対象とした ESG サーベイ
を始めました。残念ながら、肥後銀行さんのように
意識の高い年金基金はまだ少数派で、インパクト投
資を「投資済み」と「検討中」を合計してもまだ 12％
に過ぎません。また、「母体企業は本業でサステナブ
ル･ESG に取り組んでいるが、資産運用には反映し

し、世界を豊かにすることができる」という理念が
あります。これはまさしく、宣言における「インパ
クト志向金融経営」のコンセプトに合致するものだ
と思います。ただ、この目標は当社単独で成し遂げ
られるものではなく、インベストメントチェーン全
体で取り組むことが重要だと考えています。宣言に
参加することで、他業態を含む多くの金融機関との
ネットワークが構築でき、多くの学びを得ています。
中村：ご指摘くださったように、宣言では個別のイ
ンパクトファイナンスと併せて、金融機関の投融資
業務全体におけるインパクト志向、すなわち「イン
パクト志向金融経営」の推進にも取り組んでいます。
杉原：当社では「サステナブル投資方針」の 5 つの
アクションの 1 つに「ポジティブな社会的インパク
ト創出を目指す投資」を定めています。資産運用会
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>> ネットワークを通じて各社の取り組みを強化

司会･中村麻紀（以下、中村）：インパクト志向金融
宣言（以下、宣言）は、多様なアセットクラスの金融
機関が参加していることが大きな特長です。アセッ
トクラスを横断する議論が活発に行われている点で、
世界的にも希少なプラットフォームといわれていま
す。発足から 2 年超が過ぎた今、署名機関の経営層
の皆さまはこの活動をどのように見ておられるでしょ
うか。まず、発足と同時にご署名くださった、アセッ
トマネジメントOne様からお伺いできますか。
杉原規之氏（以下、杉原）：当社は宣言発足直前の
2021 年 2 月に「投資の力で未来をはぐくむ」という
コーポレート･メッセージを発表しました。背景には
「投資した先の活動を通じて環境や社会の課題を解決

社として、お客さまの意向や地域性などを踏まえつ
つ、インパクトの創出、計測、開示ができる戦略投
資を実践していこうというものです。2022 年に改定
した「サステナブル投資体系」においては、インパ
クト投資を最上位に位置付けました。
中村：発足の翌月にご署名いただいた、かんぽ生命
保険様ではいかがでしょう。
春名貴之氏（以下、春名）：この宣言に署名するこ
とは、当社にとって、ごく当然のことでした。当社
の源流は国の機関にあり、今も国民の6人に1人と何
らかの形でお取り引きいただいています。そんな組
織ですから、ESGインテグレーションを中心とした
いわゆるESG 投資も必然のものとして、これまで取
り組んできました。一方で、ESG 投資への評価が分
かれる昨今、環境･社会課題の解決を目指すより明確
な意図を持ったインパクト投資に向かうべき時機が
来ています。ただ、杉原さんもおっしゃったように、
各社が単独で取り組むのは難しい。宣言を通じて互
いに意見を交わし、関係先との連携を拡大･強化する
ことが重要ですし、この活動に大いに期待しています。
中村：肥後銀行様は 2023 年 8 月にご署名ください
ました。同時に、グループ会社の九州みらいインベ
ストメンツ様、肥銀キャピタル様、そして肥後銀行
企業年金基金様にもご署名いただいています。企業
年金基金としては初のご署名でした。
岩立康也氏（以下、岩立）：当社は熊本に拠点を置く
地方銀行で、鹿児島銀行との経営統合により九州フィ
ナンシャルグループという金融グループを構成して
います。地方銀行にとって、地域の発展なくして企
業の発展はありえません。地域の課題解決こそがわ
れわれの本業だと考えています。宣言への署名にあ
たっては、グループ 4 社が揃ってインパクト投融資
に取り組み、ともに課題解決に向かおうと考えた次
第です。肥後銀行企業年金基金における ESG 投資の
割合はすでに 50％を超えていますが、インパクト投
資についてはまだ商品自体が少なく、宣言のネット
ワークを通じて増やしていきたいところです。

>> インパクトの質を担保する戦略、仕組みづくり

中村：3 社とも、社内におけるインパクト志向の高
まりと宣言の方向性が合致していたということです
ね。おのおの、インパクトファイナンスについて具
体的にどんな取り組みをなさっているか、ご紹介い
ただけますか。

春名：かんぽ生命では、経営会議の下にサステナビ
リティ委員会を置き、その中に社外有識者を交えた
責任投資諮問部会を設け、インパクト投資を含むサ
ステナブル投資を推進しています。宣言への参加も、
その一環です。2022年には、独自のインパクト投資
認証フレームワーク「インパクト "K" プロジェクト」
を立ち上げました。"K"はかんぽの "K"であり、協力、
共創、 希望といった意味も込めています。インパク
ト創出のために何ができるかを自社で整理し、「イン
パクト創出の質及び透明性の確保」「多様なインパク
ト投資案件の積み上げ」「アセットオーナーとしての
インパクト投資業界の発展や社会貢献」を目指して
います。
中村：「インパクト "K" プロジェクト」はどんな枠組
みの認証制度なのでしょう？
春名：まず、当社の経営理念「いつでもそばにいる。
どこにいても支える。すべての人生を、守り続けた
い。」や、3 つの重点取り組みテーマ「環境保護への
貢献」「地域と社会の発展」「Well-being 向上」と整
合的であることを確認します。その上で「経済的リ
ターンと並行して社会的リターンを創出すること」
「インテンショナリティ（創出意図）を持つこと」「ま
だ満たされていない環境や社会のニーズを解決する
こと」「定量的なKPI設定と定期的なモニタリングが
可能であること」が認証の要件です。立ち上げから
2 年近く経って、認証のプロセスも洗練されてきま
した。今後は当社のサステナブル投資の中心に「イ
ンパクト "K" プロジェクト」を据えていきたいと考
えています。
岩立：当グループはこれまで、融資や投資、クラウ
ドファンディングといった多様な枠組みで地元企業
を支援してきました。ただ、地方銀行の立場では、
飲食店や美容室のようなスモールビジネスの開業の
お手伝いは難しいのが実情でした。しかし、熊本地
震やコロナ禍で、地元では廃業が相次ぐ事態になり
ました。街の灯を消してはいけないという危機感か
ら、2022 年 4 月に「スタートアップハブくまもと」
を開設しています。具体的には、自己資金 0 でも開
業できる金融スキームと、事業計画や経営コンサル、
仕入れや内装までをワンストップで支援できる組織
です。開始から 2 年ほどで、385 件の新規事業と
1000人を超える雇用が生まれました。また、ポジティ
ブ･インパクト･ファイナンスについては、第三者評
価機関のセカンドオピニオンを取得した上で、地元
シンクタンクと連携してお客さまのインパクト分析･

ていない」という回答も50％に及びました。潜在的
なニーズがあることは確認できているのですが、実
際の投資行動につなげるためには一層の努力が必要
です。
中村：金融業界としては、どのような役割を担って
いけばいいでしょう？
杉原：特に個人のお客さまに対しては、「資産運用が
社会貢献につながる」ということ自体を、幅広くお
伝えしていかなければならないと痛感しています。
そこで、2023 年 10 月に社内に「未来をはぐくむ研
究所」を立ち上げ、大学で講義を行うなどの活動を
開始しました。今後は子どもたちを対象とした金融
経済教育も計画しています。資産運用会社として、「投
資の民主化」「インパクト投資の民主化」に向けた取
り組みを、地道に進めていきたいと考えています。
岩立：社会全体にインパクトを与えるためには、金
融機関同士が連携することも大切です。当社は台湾
企業 TMSC の熊本進出を機に、九州全体で半導体の
サプライチェーンを盛り上げるべく、九州の地方銀
行 11 行（2024年12月時点では13行）で連携協定を
結びました。この協定にはサステナビリティ、ファ
イナンスの推進も盛り込んでいます。
春名：環境･社会課題が複雑化し、原因の特定すら
難しい時代になりました。しかし、その中にはテク
ノロジーによって解決できる分野もかなりあるはず
です。その種はアカデミアにあると考え、現在 3 つ
の大学と覚書を交わし、革新的な技術開発･事業への
投資を推進しています。また、インパクト投資をさ
らに拡大していくためには、インパクト創出に経済
的リターンが伴うことを示してみせる必要があるで
しょう。それに向けて、インパクト創出と企業価値
との相関性についての分析や研究が欠かせません。
シンクタンクや大学に働きかけることも重要ですし、
われわれもこの宣言を通じて議論を重ね、インパク
ト投資のさらなる発展に貢献したいと考えています。

評価、モニタリングを行っています。これにより、
お客さまの企業価値向上とともに、社会課題解決の
取り組みを増やす一助としたいと考えています。
杉原：当社では、サステナブル･マテリアリティを縦
軸、フィナンシャル･マテリアリティを横軸とした「マ
テリアリティ･マップ」を策定しています。2 軸の両
方で高く位置付けられる課題を「コア･マテリアリ
ティ」とし、これを中心に投資活動やエンゲージメン
トを行っています。例えば、グループ会社のアセット
マネジメント One オルタナティブインベストメンツ
は、社会基盤を構築するプロジェクトに選別的な融
資を行う「海外インフラデットファンド」を運用して
います。投資先は UAE の海水淡水化事業やスペイン
の受刑者社会復帰支援などです。また、2024年2月に
は「オールジャパン･カーボンニュートラル戦略」を
立ち上げました。その名の通り、日本企業に幅広く
投資しながら、温室効果ガス削減に向けた企業の取
り組みを評価し、後押ししようとするものです。

>> 資産運用を課題解決につなげる意識を広める

中村：宣言の目的の 1 つでもある、インパクトファ
イナンスの裾野拡大のためには、どんなことが必要
だとお考えになりますか？
岩立：肝心なのは、資金の出し手の意志ではないで
しょうか。肥後銀行企業年金基金では、資金の出し
手であり受益者である、職員の意志を確認するため
にアンケートを行っています。年金ですから、運用
益を重視する人が多いのかと思いきや、アンケート
結果では、インパクト重視の投資運用に肯定的な意
見を持つ人が 84％に達しました。企業としてインパ
クト投融資に取り組んでいる姿勢が、職員 1 人 1 人
に浸透しているからかもしれません。先ほど申し上
げたように、基金の株式運用の 5割超が ESG 投資で
すが、直近の実績はインデックスを上回っています。
杉原：資産運用会社には、「受託者としての役割」と
「投資家としての役割」があります。この 2 つの役割
を通じて、個人の豊かさと社会の豊かさをはぐくむ
好循環を実現するのが当社の使命です。そこで、昨
年からアセットオーナーを対象とした ESG サーベイ
を始めました。残念ながら、肥後銀行さんのように
意識の高い年金基金はまだ少数派で、インパクト投
資を「投資済み」と「検討中」を合計してもまだ 12％
に過ぎません。また、「母体企業は本業でサステナブ
ル･ESG に取り組んでいるが、資産運用には反映し

し、世界を豊かにすることができる」という理念が
あります。これはまさしく、宣言における「インパ
クト志向金融経営」のコンセプトに合致するものだ
と思います。ただ、この目標は当社単独で成し遂げ
られるものではなく、インベストメントチェーン全
体で取り組むことが重要だと考えています。宣言に
参加することで、他業態を含む多くの金融機関との
ネットワークが構築でき、多くの学びを得ています。
中村：ご指摘くださったように、宣言では個別のイ
ンパクトファイナンスと併せて、金融機関の投融資
業務全体におけるインパクト志向、すなわち「イン
パクト志向金融経営」の推進にも取り組んでいます。
杉原：当社では「サステナブル投資方針」の 5 つの
アクションの 1 つに「ポジティブな社会的インパク
ト創出を目指す投資」を定めています。資産運用会

第 2 回は日本を代表する大手金融機関 3 社のトップが一堂に会する貴重な機会となりました。金融機関にとっ
て、自ら本業においてインパクトに取り組む意義とは何か、現時点で課題となっていること、さらに、2024 年
に打ち出された政府の新たな方針などについてもご意見を伺いました。

>> インパクト推進は企業の存在意義に通じる

司会･小笠原由佳（以下、小笠原）：インパクト志向
金融宣言（以下、宣言）発足から 2 年ほどの間に、
インパクトファイナンスの市場や認知が拡大し、ま
た国の政策にも組み込まれるなど、状況は大きく変
化しています。多くの金融機関がグリーンボンドや
ソーシャルローンなどを扱うようになり、リスク低
減からインパクト創出へと移行する動きを見せてい
ます。そこでまずお伺いしたいのは、金融機関にとっ
て、CSR ではなく本業を通じてインパクト推進に取
り組む意義は何かということです。
木原正裕氏（以下、木原）：当グループにとって、イ
ンパクト推進の取り組みはある意味必然といえるも
のです。みずほの源流の 1 つ、第一国立銀行が渋沢
栄一らによって設立されてから、昨年で 150 周年を
迎えました。渋沢は「公益」を第一に掲げて日本の
殖産興業に尽くした人物です。その意志を受け継ぎ、
企業の基本理念を「フェアでオープンな立場から、
時代の先を読み、お客さま、経済・社会、そして社員
の〈豊かな実り〉を実現する。」としました。2024 年
5月にはグループ 7 社で「インパクトビジネスの羅
針盤」を公表しています。これからの企業は、経済
的価値だけを追求していては評価されません。しっ
かりと社会的価値を創出していくことが使命だと考
えています。

隅野俊亮氏（以下、隅野）：1902年に第一生命を創業
した矢野恒太の言葉に「世間の人が喜ぶか、なくて
もよいと思うかを考えよ」というものがあります。
以来 120 年余り、当社ではこの言葉を判断基準とし
て投融資を行ってきました。社会課題の解決に資す
る企業こそが、長期的･持続的に企業価値を向上させ
るという信念があったからです。われわれは、まだ
インパクト投資という言葉がない時代から、インパ
クト投資に相当する実践を重ねてきたと自負してい
ます。ですから、この宣言の主旨はまさに当社の方
向性と合致するものでした。
小笠原：第一生命様には、2020年に立ち上げた宣言
の起草委員会からご参加いただき、大変なご尽力を
いただきました。
隅野：生命保険は、加入してくださったお客さまに
その場で便益を感じていただける商品ではなく、最
終的にはご自身が亡くなったときに次世代に財産を
引き継ぐことを目的としています。その意味で、当
社の最大のステークホルダーは将来世代だといえま
す。資産運用も、未来の人々が喜ぶようにしなけれ
ばなりません。先般、2029年度末までの当社の投融
資額目標を、サステナビリティ･テーマ型投融資 5兆
円、環境･気候変動ソリューション投融資 2.5 兆円と
定めました。この目標金額は、前者は SDGsを達成
するため、後者はネットゼロを達成するために必要
と推計される 2030年までの民間資金額に、PRI 署名

金融機関の運用資産総額に占める当社の運用資産額
の割合を乗じた金額に基づき設定しました。つまり、
世界全体の目標額から逆算して自らの目標額を決め
たわけです。ただ、これはあくまで「量」の問題に
過ぎません。インパクトの「質」については経営層
として引き続きしっかり探求し、コミットしていか
なければならないと考えています。
小笠原：りそな様も、宣言発足と同時にご署名くだ
さいました。
南昌宏氏（以下、南）：2003 年以来の「りそな改革」
を牽引した故･細谷英二元会長は「企業は、お客さま
や市場に価値を提供するのが存在理由」という言葉
を遺しました。その精神は宣言の主旨にも通じると
思いましたから、迷いなく参画した次第です。りそ
なは、源流をたどれば 100 年を超える、リテール特
化の歴史を持つ金融グループです。そこでわれわれ
は、中小企業や個人の観点からインパクトを考えた
いと思います。潤沢なリソースを持つ大企業と異な
り、中小企業にとって、SXの急激な潮流への対応は
非常に難しいのが現実です。しかし、日本企業の
99％超が中小企業で、雇用の7 割･付加価値生産額の
53％以上を占めていることを考えれば、時代の流れ
から取り残すわけにはいきません。現在、お付き合
いいただいている50万社の 1社 1 社と対話を重ねな
がら、各社のSX実現に向けて努力を続けているとこ
ろです。そのためにも、まずわれわれがSXやインパ
クトについての造詣を深め、自ら取り組まなければ
ならないと考えています。

>> 金融機関が連携してインパクトを進める力に

小笠原：宣言では昨年中期計画を策定し、2025 年度
に向けてさらに安定的な運営体制を整えようとして
いるところです。今後は各分科会の活動に加えて、
分科会間の連携にも力を入れる予定です。そこで、
皆さまがインパクトの取り組みにおいてどんなこと
を課題としておられるか、宣言にどんな役割を期待
するかをご教示ください。
南：当社は 2021 年以来、お客さまとの対面による 6
万件超のアンケートを蓄積してきました。そこから
分かったのは、数年前と比べて、中小企業の皆さま
の意識が大きく変化しているということです。イン
パクトの重要性、事業において取り組む必要性につ
いての理解は広がっています。私自身、この変化は
いつか大きなムーブメントになると確信しています。

ただ、それは一朝一夕には起こらないし、強い逆風
を受けるお客さまを出さないようにしなければなり
ません。当社としては、お客さまそれぞれの機会と
リスクを考え、1歩目を踏み出すサポートをすること
が重要だと考えています。とはいえ 1 社では限界が
ありますから、宣言のプラットフォームを通じて取
り組みを増やし、産学官金の連携を強化して、日本
全体の総力戦でSXの実現を目指せればいいと考えて
います。
小笠原：宣言でも地域金融機関の署名が増えて、中
小企業の意識改革や行動変容に向けた議論が活発化
しています。
隅野：宣言の活動は参加者が主体となる「自走」段階
に入りましたね。当社は宣言以外にも、気候変動や
スチュワードシップ、ガバナンスに関する様々なイ
ニシアチブに参加していますが、この宣言について
は、PRI、21世紀金融行動原則と並ぶ「原則」のカ
テゴリーに位置付けて重視しています。一方で、そ
ろそろイニシアチブ相互の連携や協働を促したほう
がいいのではないかとも考えています。宣言はそれ
が可能な立ち位置にあるのではないでしょうか。金
融業界全体のムーブメントにつなげていくことに期
待しています。
木原：私は、2001 年に設立された日本ローン債権市
場協会で事務局長を務めたことがあります。これは、
日本にシンジケートローン市場を導入し、普及しよ
うとする金融機関の集まりです。金融機関と事業会
社の双方への啓蒙活動や標準契約書の策定などを行
いました。設立から 20年以上経った今、シンジケー
トローンは大企業だけでなく、中小企業にも広まっ
ています。その経験を踏まえて申し上げるなら、ま
だ黎明期にあるインパクト金融において、宣言を通
じた金融機関同士の連携や事例の共有には大きな効
果があると見ています。
小笠原：先例をご紹介いただいて、大変心強く感じ

ます。宣言でも若手を中心に、現場の実感に根ざし
た議論が行われているところです。
木原：今後の課題としては、金融機関が投資先のお
客さまとともにインパクト創出に取り組む「共創」
が重要になると考えています。当社では「価値共創
投資」「トランジション出資枠」を設け、自らもリス
クを取りながら、環境･社会課題解決に取り組むお客
さまの新規事業や技術実証を支援しています。もっ
とも、現実問題として、社会的価値と経済的価値の
両立は容易なことではありません。宣言の活動を通
じて、社会的価値を経済的価値に転換し、さらに企
業価値向上につなげるための道筋を探れるといいで
すね。そのことこそが、インパクトファイナンスの
最大の推進力になるのではないでしょうか。

>> インパクトと経済的価値の相関を示す必要

小笠原：今年 6 月に閣議決定された「新しい資本主
義のグランドデザイン及び実行計画 2024年改訂版」
で、GPIF などの公的アセットオーナーの投資につい
て「インパクトを含む非財務的要素の考慮は他事考
慮に当たらない」という方針が打ち出されました。
従来「公的年金は受託者責任の観点から、他事考慮
に当たるインパクト投資はできない」と考えられて
いましたから、これは大きな転換ではないかと注目
されています。アセットオーナーのお立場から、隅
野様はどう見ておられますか。
隅野：公的年金がインパクト投資に参入できるよう
になったのは非常に喜ばしいことです。ただ、アセッ
トオーナーにとっては、最終受益者へのリターンが
最重要事項であることもまた事実です。当社では責
任投資の目的を「『中長期的な投資リターンの獲得』
と『社会の持続可能性向上』の両立」としていますが、
そのどちらにウェイトを置くかは難しい問題です。
以前大学生向けに「あなたが投資するならどちらを
重視しますか？」と尋ね、「リターンと持続可能性の
両立」と答えた人に、重ねて「あえてどちらかを選
ぶなら？」と問うたところ、全員が「リターン」と
回答しました。サンプル数の少ないアンケートです
が、示唆するところは大きいと思います。最終受益
者の意向なくして、アセットオーナーのインパクト
投資もありません。一方で、冒頭に申し上げた通り、
当社のステークホルダーは将来世代ですから、社会
課題を放棄するわけにはいかないのです。このジレ
ンマを解決するには、木原さんもおっしゃった通り、

インパクトがリターンにつながることを、定量的に
検証し続け、客観的に証明するしかないでしょう。
小笠原：宣言においても、9 月に「インパクト志向
企業価値向上アライアンス」を立ち上げ、インパク
トと企業価値の相関について研究を始めたところで
す。簡単に答えは出ないでしょうが、粘り強く進め
たいと考えています。他方で、近年国際的に「手段
的 IFSI（Instrumental IFSI：investing for sustain-
ability impact）」という概念が議論されています。
社会のシステムや市場全体が生みだす「システムレ
ベル･リスク」を低減することで、中長期的に安定し
たリターンが得られるという考え方です。南様は、
日本におけるシステムレベル･リスクは何だとお考え
になりますか？
南：   1 つ考えられるのは、人口減少です。2050年には
47 都道府県のうち 11 県で人口が 3 割以上減少する
という予測があります。高齢化も深刻で、25 道県で
65歳以上人口が 4 割を超えると試算されています。
この急激な変化をいかに緩和し、長期的に歯止めを
かけるかは、国から個人まで、あらゆるレベルで広く
共有しなければならない課題でしょう。その上で、
当社はマテリアリティの筆頭に「地域経済の活性化」
を掲げています。1 企業として、自治体やお客さま
企業とともに地域課題に取り組んできました。ただ、
マクロ的･長期的視点に立てば、まだまだ足りないと
ころは大きい。宣言の活動や産学官金の連携を通じ
て、新しい価値創造、新しい循環構造をつくる道筋を
ともに探すべく、微力を尽くしたいと考えています。
小笠原：今年 5 月に設立されたインパクトコンソー
シアムには、金融機関だけでなく、企業や地方自治
体をはじめとした多様なアクターが参加しています。
今後、金融界が果たすべき役割は何でしょうか。
木原：当社は 23年 4月に「ともに挑む。ともに実る。」
というパーパスを定めました。この「ともに」がキー
ワードだと思っています。金融機関の大きな強みは、
まさにお取引先をはじめとした多様なアクターと深
いつながりがあることでしょう。様々な立場におけ
るニーズや課題を把握し、相互につなぎ合わせなが
ら共創していくことがわれわれの使命です。先ほど
システムレベル･リスクが話題に上りました。例えば、
いくら電気自動車が普及しても、そのエネルギーが
化石燃料由来では意味がありません。いかにして産
業構造全体のグランドデザインを変革していくか、
その議論の真ん中に立って推進していくのが、金融
機関の役割ではないでしょうか。

木原正裕 様
株式会社

みずほフィナンシャルグループ
取締役兼執行役社長
グループCEO

隅野俊亮 様
第一生命保険
株式会社

代表取締役社長

南昌宏 様
株式会社

りそなホールディングス
取締役兼代表執行役社長兼

グループCEO

[モデレーター]
小笠原由佳
 事務局

座談会参加者

第2回 大手金融機関としての挑戦と課題
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>> ネットワークを通じて各社の取り組みを強化

司会･中村麻紀（以下、中村）：インパクト志向金融
宣言（以下、宣言）は、多様なアセットクラスの金融
機関が参加していることが大きな特長です。アセッ
トクラスを横断する議論が活発に行われている点で、
世界的にも希少なプラットフォームといわれていま
す。発足から 2 年超が過ぎた今、署名機関の経営層
の皆さまはこの活動をどのように見ておられるでしょ
うか。まず、発足と同時にご署名くださった、アセッ
トマネジメントOne様からお伺いできますか。
杉原規之氏（以下、杉原）：当社は宣言発足直前の
2021 年 2 月に「投資の力で未来をはぐくむ」という
コーポレート･メッセージを発表しました。背景には
「投資した先の活動を通じて環境や社会の課題を解決

社として、お客さまの意向や地域性などを踏まえつ
つ、インパクトの創出、計測、開示ができる戦略投
資を実践していこうというものです。2022 年に改定
した「サステナブル投資体系」においては、インパ
クト投資を最上位に位置付けました。
中村：発足の翌月にご署名いただいた、かんぽ生命
保険様ではいかがでしょう。
春名貴之氏（以下、春名）：この宣言に署名するこ
とは、当社にとって、ごく当然のことでした。当社
の源流は国の機関にあり、今も国民の6人に1人と何
らかの形でお取り引きいただいています。そんな組
織ですから、ESGインテグレーションを中心とした
いわゆるESG 投資も必然のものとして、これまで取
り組んできました。一方で、ESG 投資への評価が分
かれる昨今、環境･社会課題の解決を目指すより明確
な意図を持ったインパクト投資に向かうべき時機が
来ています。ただ、杉原さんもおっしゃったように、
各社が単独で取り組むのは難しい。宣言を通じて互
いに意見を交わし、関係先との連携を拡大･強化する
ことが重要ですし、この活動に大いに期待しています。
中村：肥後銀行様は 2023 年 8 月にご署名ください
ました。同時に、グループ会社の九州みらいインベ
ストメンツ様、肥銀キャピタル様、そして肥後銀行
企業年金基金様にもご署名いただいています。企業
年金基金としては初のご署名でした。
岩立康也氏（以下、岩立）：当社は熊本に拠点を置く
地方銀行で、鹿児島銀行との経営統合により九州フィ
ナンシャルグループという金融グループを構成して
います。地方銀行にとって、地域の発展なくして企
業の発展はありえません。地域の課題解決こそがわ
れわれの本業だと考えています。宣言への署名にあ
たっては、グループ 4 社が揃ってインパクト投融資
に取り組み、ともに課題解決に向かおうと考えた次
第です。肥後銀行企業年金基金における ESG 投資の
割合はすでに 50％を超えていますが、インパクト投
資についてはまだ商品自体が少なく、宣言のネット
ワークを通じて増やしていきたいところです。

>> インパクトの質を担保する戦略、仕組みづくり

中村：3 社とも、社内におけるインパクト志向の高
まりと宣言の方向性が合致していたということです
ね。おのおの、インパクトファイナンスについて具
体的にどんな取り組みをなさっているか、ご紹介い
ただけますか。

春名：かんぽ生命では、経営会議の下にサステナビ
リティ委員会を置き、その中に社外有識者を交えた
責任投資諮問部会を設け、インパクト投資を含むサ
ステナブル投資を推進しています。宣言への参加も、
その一環です。2022年には、独自のインパクト投資
認証フレームワーク「インパクト "K" プロジェクト」
を立ち上げました。"K"はかんぽの "K"であり、協力、
共創、 希望といった意味も込めています。インパク
ト創出のために何ができるかを自社で整理し、「イン
パクト創出の質及び透明性の確保」「多様なインパク
ト投資案件の積み上げ」「アセットオーナーとしての
インパクト投資業界の発展や社会貢献」を目指して
います。
中村：「インパクト "K" プロジェクト」はどんな枠組
みの認証制度なのでしょう？
春名：まず、当社の経営理念「いつでもそばにいる。
どこにいても支える。すべての人生を、守り続けた
い。」や、3 つの重点取り組みテーマ「環境保護への
貢献」「地域と社会の発展」「Well-being 向上」と整
合的であることを確認します。その上で「経済的リ
ターンと並行して社会的リターンを創出すること」
「インテンショナリティ（創出意図）を持つこと」「ま
だ満たされていない環境や社会のニーズを解決する
こと」「定量的なKPI設定と定期的なモニタリングが
可能であること」が認証の要件です。立ち上げから
2 年近く経って、認証のプロセスも洗練されてきま
した。今後は当社のサステナブル投資の中心に「イ
ンパクト "K" プロジェクト」を据えていきたいと考
えています。
岩立：当グループはこれまで、融資や投資、クラウ
ドファンディングといった多様な枠組みで地元企業
を支援してきました。ただ、地方銀行の立場では、
飲食店や美容室のようなスモールビジネスの開業の
お手伝いは難しいのが実情でした。しかし、熊本地
震やコロナ禍で、地元では廃業が相次ぐ事態になり
ました。街の灯を消してはいけないという危機感か
ら、2022 年 4 月に「スタートアップハブくまもと」
を開設しています。具体的には、自己資金 0 でも開
業できる金融スキームと、事業計画や経営コンサル、
仕入れや内装までをワンストップで支援できる組織
です。開始から 2 年ほどで、385 件の新規事業と
1000人を超える雇用が生まれました。また、ポジティ
ブ･インパクト･ファイナンスについては、第三者評
価機関のセカンドオピニオンを取得した上で、地元
シンクタンクと連携してお客さまのインパクト分析･

ていない」という回答も50％に及びました。潜在的
なニーズがあることは確認できているのですが、実
際の投資行動につなげるためには一層の努力が必要
です。
中村：金融業界としては、どのような役割を担って
いけばいいでしょう？
杉原：特に個人のお客さまに対しては、「資産運用が
社会貢献につながる」ということ自体を、幅広くお
伝えしていかなければならないと痛感しています。
そこで、2023 年 10 月に社内に「未来をはぐくむ研
究所」を立ち上げ、大学で講義を行うなどの活動を
開始しました。今後は子どもたちを対象とした金融
経済教育も計画しています。資産運用会社として、「投
資の民主化」「インパクト投資の民主化」に向けた取
り組みを、地道に進めていきたいと考えています。
岩立：社会全体にインパクトを与えるためには、金
融機関同士が連携することも大切です。当社は台湾
企業 TMSC の熊本進出を機に、九州全体で半導体の
サプライチェーンを盛り上げるべく、九州の地方銀
行 11 行（2024年12月時点では13行）で連携協定を
結びました。この協定にはサステナビリティ、ファ
イナンスの推進も盛り込んでいます。
春名：環境･社会課題が複雑化し、原因の特定すら
難しい時代になりました。しかし、その中にはテク
ノロジーによって解決できる分野もかなりあるはず
です。その種はアカデミアにあると考え、現在 3 つ
の大学と覚書を交わし、革新的な技術開発･事業への
投資を推進しています。また、インパクト投資をさ
らに拡大していくためには、インパクト創出に経済
的リターンが伴うことを示してみせる必要があるで
しょう。それに向けて、インパクト創出と企業価値
との相関性についての分析や研究が欠かせません。
シンクタンクや大学に働きかけることも重要ですし、
われわれもこの宣言を通じて議論を重ね、インパク
ト投資のさらなる発展に貢献したいと考えています。

評価、モニタリングを行っています。これにより、
お客さまの企業価値向上とともに、社会課題解決の
取り組みを増やす一助としたいと考えています。
杉原：当社では、サステナブル･マテリアリティを縦
軸、フィナンシャル･マテリアリティを横軸とした「マ
テリアリティ･マップ」を策定しています。2 軸の両
方で高く位置付けられる課題を「コア･マテリアリ
ティ」とし、これを中心に投資活動やエンゲージメン
トを行っています。例えば、グループ会社のアセット
マネジメント One オルタナティブインベストメンツ
は、社会基盤を構築するプロジェクトに選別的な融
資を行う「海外インフラデットファンド」を運用して
います。投資先は UAE の海水淡水化事業やスペイン
の受刑者社会復帰支援などです。また、2024年2月に
は「オールジャパン･カーボンニュートラル戦略」を
立ち上げました。その名の通り、日本企業に幅広く
投資しながら、温室効果ガス削減に向けた企業の取
り組みを評価し、後押ししようとするものです。

>> 資産運用を課題解決につなげる意識を広める

中村：宣言の目的の 1 つでもある、インパクトファ
イナンスの裾野拡大のためには、どんなことが必要
だとお考えになりますか？
岩立：肝心なのは、資金の出し手の意志ではないで
しょうか。肥後銀行企業年金基金では、資金の出し
手であり受益者である、職員の意志を確認するため
にアンケートを行っています。年金ですから、運用
益を重視する人が多いのかと思いきや、アンケート
結果では、インパクト重視の投資運用に肯定的な意
見を持つ人が 84％に達しました。企業としてインパ
クト投融資に取り組んでいる姿勢が、職員 1 人 1 人
に浸透しているからかもしれません。先ほど申し上
げたように、基金の株式運用の 5割超が ESG 投資で
すが、直近の実績はインデックスを上回っています。
杉原：資産運用会社には、「受託者としての役割」と
「投資家としての役割」があります。この 2 つの役割
を通じて、個人の豊かさと社会の豊かさをはぐくむ
好循環を実現するのが当社の使命です。そこで、昨
年からアセットオーナーを対象とした ESG サーベイ
を始めました。残念ながら、肥後銀行さんのように
意識の高い年金基金はまだ少数派で、インパクト投
資を「投資済み」と「検討中」を合計してもまだ 12％
に過ぎません。また、「母体企業は本業でサステナブ
ル･ESG に取り組んでいるが、資産運用には反映し

し、世界を豊かにすることができる」という理念が
あります。これはまさしく、宣言における「インパ
クト志向金融経営」のコンセプトに合致するものだ
と思います。ただ、この目標は当社単独で成し遂げ
られるものではなく、インベストメントチェーン全
体で取り組むことが重要だと考えています。宣言に
参加することで、他業態を含む多くの金融機関との
ネットワークが構築でき、多くの学びを得ています。
中村：ご指摘くださったように、宣言では個別のイ
ンパクトファイナンスと併せて、金融機関の投融資
業務全体におけるインパクト志向、すなわち「イン
パクト志向金融経営」の推進にも取り組んでいます。
杉原：当社では「サステナブル投資方針」の 5 つの
アクションの 1 つに「ポジティブな社会的インパク
ト創出を目指す投資」を定めています。資産運用会

第 2 回は日本を代表する大手金融機関 3 社のトップが一堂に会する貴重な機会となりました。金融機関にとっ
て、自ら本業においてインパクトに取り組む意義とは何か、現時点で課題となっていること、さらに、2024 年
に打ち出された政府の新たな方針などについてもご意見を伺いました。

>> インパクト推進は企業の存在意義に通じる

司会･小笠原由佳（以下、小笠原）：インパクト志向
金融宣言（以下、宣言）発足から 2 年ほどの間に、
インパクトファイナンスの市場や認知が拡大し、ま
た国の政策にも組み込まれるなど、状況は大きく変
化しています。多くの金融機関がグリーンボンドや
ソーシャルローンなどを扱うようになり、リスク低
減からインパクト創出へと移行する動きを見せてい
ます。そこでまずお伺いしたいのは、金融機関にとっ
て、CSR ではなく本業を通じてインパクト推進に取
り組む意義は何かということです。
木原正裕氏（以下、木原）：当グループにとって、イ
ンパクト推進の取り組みはある意味必然といえるも
のです。みずほの源流の 1 つ、第一国立銀行が渋沢
栄一らによって設立されてから、昨年で 150 周年を
迎えました。渋沢は「公益」を第一に掲げて日本の
殖産興業に尽くした人物です。その意志を受け継ぎ、
企業の基本理念を「フェアでオープンな立場から、
時代の先を読み、お客さま、経済・社会、そして社員
の〈豊かな実り〉を実現する。」としました。2024 年
5月にはグループ 7 社で「インパクトビジネスの羅
針盤」を公表しています。これからの企業は、経済
的価値だけを追求していては評価されません。しっ
かりと社会的価値を創出していくことが使命だと考
えています。

隅野俊亮氏（以下、隅野）：1902年に第一生命を創業
した矢野恒太の言葉に「世間の人が喜ぶか、なくて
もよいと思うかを考えよ」というものがあります。
以来 120 年余り、当社ではこの言葉を判断基準とし
て投融資を行ってきました。社会課題の解決に資す
る企業こそが、長期的･持続的に企業価値を向上させ
るという信念があったからです。われわれは、まだ
インパクト投資という言葉がない時代から、インパ
クト投資に相当する実践を重ねてきたと自負してい
ます。ですから、この宣言の主旨はまさに当社の方
向性と合致するものでした。
小笠原：第一生命様には、2020年に立ち上げた宣言
の起草委員会からご参加いただき、大変なご尽力を
いただきました。
隅野：生命保険は、加入してくださったお客さまに
その場で便益を感じていただける商品ではなく、最
終的にはご自身が亡くなったときに次世代に財産を
引き継ぐことを目的としています。その意味で、当
社の最大のステークホルダーは将来世代だといえま
す。資産運用も、未来の人々が喜ぶようにしなけれ
ばなりません。先般、2029年度末までの当社の投融
資額目標を、サステナビリティ･テーマ型投融資 5兆
円、環境･気候変動ソリューション投融資 2.5 兆円と
定めました。この目標金額は、前者は SDGsを達成
するため、後者はネットゼロを達成するために必要
と推計される 2030年までの民間資金額に、PRI 署名

金融機関の運用資産総額に占める当社の運用資産額
の割合を乗じた金額に基づき設定しました。つまり、
世界全体の目標額から逆算して自らの目標額を決め
たわけです。ただ、これはあくまで「量」の問題に
過ぎません。インパクトの「質」については経営層
として引き続きしっかり探求し、コミットしていか
なければならないと考えています。
小笠原：りそな様も、宣言発足と同時にご署名くだ
さいました。
南昌宏氏（以下、南）：2003 年以来の「りそな改革」
を牽引した故･細谷英二元会長は「企業は、お客さま
や市場に価値を提供するのが存在理由」という言葉
を遺しました。その精神は宣言の主旨にも通じると
思いましたから、迷いなく参画した次第です。りそ
なは、源流をたどれば 100 年を超える、リテール特
化の歴史を持つ金融グループです。そこでわれわれ
は、中小企業や個人の観点からインパクトを考えた
いと思います。潤沢なリソースを持つ大企業と異な
り、中小企業にとって、SXの急激な潮流への対応は
非常に難しいのが現実です。しかし、日本企業の
99％超が中小企業で、雇用の7 割･付加価値生産額の
53％以上を占めていることを考えれば、時代の流れ
から取り残すわけにはいきません。現在、お付き合
いいただいている50万社の 1社 1 社と対話を重ねな
がら、各社のSX実現に向けて努力を続けているとこ
ろです。そのためにも、まずわれわれがSXやインパ
クトについての造詣を深め、自ら取り組まなければ
ならないと考えています。

>> 金融機関が連携してインパクトを進める力に

小笠原：宣言では昨年中期計画を策定し、2025 年度
に向けてさらに安定的な運営体制を整えようとして
いるところです。今後は各分科会の活動に加えて、
分科会間の連携にも力を入れる予定です。そこで、
皆さまがインパクトの取り組みにおいてどんなこと
を課題としておられるか、宣言にどんな役割を期待
するかをご教示ください。
南：当社は 2021 年以来、お客さまとの対面による 6
万件超のアンケートを蓄積してきました。そこから
分かったのは、数年前と比べて、中小企業の皆さま
の意識が大きく変化しているということです。イン
パクトの重要性、事業において取り組む必要性につ
いての理解は広がっています。私自身、この変化は
いつか大きなムーブメントになると確信しています。

ただ、それは一朝一夕には起こらないし、強い逆風
を受けるお客さまを出さないようにしなければなり
ません。当社としては、お客さまそれぞれの機会と
リスクを考え、1歩目を踏み出すサポートをすること
が重要だと考えています。とはいえ 1 社では限界が
ありますから、宣言のプラットフォームを通じて取
り組みを増やし、産学官金の連携を強化して、日本
全体の総力戦でSXの実現を目指せればいいと考えて
います。
小笠原：宣言でも地域金融機関の署名が増えて、中
小企業の意識改革や行動変容に向けた議論が活発化
しています。
隅野：宣言の活動は参加者が主体となる「自走」段階
に入りましたね。当社は宣言以外にも、気候変動や
スチュワードシップ、ガバナンスに関する様々なイ
ニシアチブに参加していますが、この宣言について
は、PRI、21世紀金融行動原則と並ぶ「原則」のカ
テゴリーに位置付けて重視しています。一方で、そ
ろそろイニシアチブ相互の連携や協働を促したほう
がいいのではないかとも考えています。宣言はそれ
が可能な立ち位置にあるのではないでしょうか。金
融業界全体のムーブメントにつなげていくことに期
待しています。
木原：私は、2001 年に設立された日本ローン債権市
場協会で事務局長を務めたことがあります。これは、
日本にシンジケートローン市場を導入し、普及しよ
うとする金融機関の集まりです。金融機関と事業会
社の双方への啓蒙活動や標準契約書の策定などを行
いました。設立から 20年以上経った今、シンジケー
トローンは大企業だけでなく、中小企業にも広まっ
ています。その経験を踏まえて申し上げるなら、ま
だ黎明期にあるインパクト金融において、宣言を通
じた金融機関同士の連携や事例の共有には大きな効
果があると見ています。
小笠原：先例をご紹介いただいて、大変心強く感じ

ます。宣言でも若手を中心に、現場の実感に根ざし
た議論が行われているところです。
木原：今後の課題としては、金融機関が投資先のお
客さまとともにインパクト創出に取り組む「共創」
が重要になると考えています。当社では「価値共創
投資」「トランジション出資枠」を設け、自らもリス
クを取りながら、環境･社会課題解決に取り組むお客
さまの新規事業や技術実証を支援しています。もっ
とも、現実問題として、社会的価値と経済的価値の
両立は容易なことではありません。宣言の活動を通
じて、社会的価値を経済的価値に転換し、さらに企
業価値向上につなげるための道筋を探れるといいで
すね。そのことこそが、インパクトファイナンスの
最大の推進力になるのではないでしょうか。

>> インパクトと経済的価値の相関を示す必要

小笠原：今年 6 月に閣議決定された「新しい資本主
義のグランドデザイン及び実行計画 2024年改訂版」
で、GPIF などの公的アセットオーナーの投資につい
て「インパクトを含む非財務的要素の考慮は他事考
慮に当たらない」という方針が打ち出されました。
従来「公的年金は受託者責任の観点から、他事考慮
に当たるインパクト投資はできない」と考えられて
いましたから、これは大きな転換ではないかと注目
されています。アセットオーナーのお立場から、隅
野様はどう見ておられますか。
隅野：公的年金がインパクト投資に参入できるよう
になったのは非常に喜ばしいことです。ただ、アセッ
トオーナーにとっては、最終受益者へのリターンが
最重要事項であることもまた事実です。当社では責
任投資の目的を「『中長期的な投資リターンの獲得』
と『社会の持続可能性向上』の両立」としていますが、
そのどちらにウェイトを置くかは難しい問題です。
以前大学生向けに「あなたが投資するならどちらを
重視しますか？」と尋ね、「リターンと持続可能性の
両立」と答えた人に、重ねて「あえてどちらかを選
ぶなら？」と問うたところ、全員が「リターン」と
回答しました。サンプル数の少ないアンケートです
が、示唆するところは大きいと思います。最終受益
者の意向なくして、アセットオーナーのインパクト
投資もありません。一方で、冒頭に申し上げた通り、
当社のステークホルダーは将来世代ですから、社会
課題を放棄するわけにはいかないのです。このジレ
ンマを解決するには、木原さんもおっしゃった通り、

インパクトがリターンにつながることを、定量的に
検証し続け、客観的に証明するしかないでしょう。
小笠原：宣言においても、9 月に「インパクト志向
企業価値向上アライアンス」を立ち上げ、インパク
トと企業価値の相関について研究を始めたところで
す。簡単に答えは出ないでしょうが、粘り強く進め
たいと考えています。他方で、近年国際的に「手段
的 IFSI（Instrumental IFSI：investing for sustain-
ability impact）」という概念が議論されています。
社会のシステムや市場全体が生みだす「システムレ
ベル･リスク」を低減することで、中長期的に安定し
たリターンが得られるという考え方です。南様は、
日本におけるシステムレベル･リスクは何だとお考え
になりますか？
南：   1 つ考えられるのは、人口減少です。2050年には
47 都道府県のうち 11 県で人口が 3 割以上減少する
という予測があります。高齢化も深刻で、25 道県で
65歳以上人口が 4 割を超えると試算されています。
この急激な変化をいかに緩和し、長期的に歯止めを
かけるかは、国から個人まで、あらゆるレベルで広く
共有しなければならない課題でしょう。その上で、
当社はマテリアリティの筆頭に「地域経済の活性化」
を掲げています。1 企業として、自治体やお客さま
企業とともに地域課題に取り組んできました。ただ、
マクロ的･長期的視点に立てば、まだまだ足りないと
ころは大きい。宣言の活動や産学官金の連携を通じ
て、新しい価値創造、新しい循環構造をつくる道筋を
ともに探すべく、微力を尽くしたいと考えています。
小笠原：今年 5 月に設立されたインパクトコンソー
シアムには、金融機関だけでなく、企業や地方自治
体をはじめとした多様なアクターが参加しています。
今後、金融界が果たすべき役割は何でしょうか。
木原：当社は 23年 4月に「ともに挑む。ともに実る。」
というパーパスを定めました。この「ともに」がキー
ワードだと思っています。金融機関の大きな強みは、
まさにお取引先をはじめとした多様なアクターと深
いつながりがあることでしょう。様々な立場におけ
るニーズや課題を把握し、相互につなぎ合わせなが
ら共創していくことがわれわれの使命です。先ほど
システムレベル･リスクが話題に上りました。例えば、
いくら電気自動車が普及しても、そのエネルギーが
化石燃料由来では意味がありません。いかにして産
業構造全体のグランドデザインを変革していくか、
その議論の真ん中に立って推進していくのが、金融
機関の役割ではないでしょうか。
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とビジョンからあえて「金融」という言葉を外しま
した。金融の枠組みを超えて地域課題を解決し、「意
志のある未来」を創造していきたいと考えています。
工藤：「意志」という言葉は、インパクト投資におけ
る重要な概念「インテンショナリティ」に当たりま
すね。金融機関が自ら未来のビジョンを描くことが
ポイントになるのでしょうか。
榊田隆之氏（以下、榊田）：当社は 1971年に「コミュ
ニティ･バンク」を宣言し、昨年創立100周年を迎え
たのを機に、ブランドネームを「コミュニティ・バ
ンク京信」としました。今や経済は低成長に転じ、
人口が減り、一方で社会や環境への意識が高まるな
ど、パラダイムシフトが同時多発的に起きています。
これを受けて、金融の仕事も変わらなければなりま
せん。ただお金を融通するだけではなく、地域課題、
経営課題、暮らしの課題の解決に当たるのが、地域
金融機関の存在意義ではないでしょうか。事業のゴー
ルを業績優先から顧客本位に改め、お客さまから心
から「ありがとう」と言っていただける仕事をする。
その感謝の言葉こそが、職員にとって最高の勲章で
あり、モチベーションの源泉になる。そんなポジティ
ブな循環を回していきたいと思っています。そのた
めに当社は、9年前に営業ノルマを廃止しました。人
事考課も、トップダウンから相互評価に変更してい
ます。制度の変更だけでなく、日ごろからお互いを
思いやれるような社内風土を醸成していかなければ
ならないと考えています。

>> 金融の枠を超えて地域の課題解決、価値共創を

工藤：おのおの、具体的にどんな取り組みをなさっ
ているか、ご紹介いただけますか。
笠原：金融の枠組みを超えた「地域価値共創事業」
の一環として、2020 年 4 月から国際標準のフレーム

ワーク「SDGコンパス」に則った SDGs コンサルティ
ングを行っています。ご支援した企業は、すでに
300 社を超えました。この事業を通じて分かったこ
との 1 つに「CO₂排出量算定に必要なリソースが足
りない」という課題がありました。そこで、オリジナ
ルの算定システム「炭削くん」を開発し、今年 1 月
から月額2200円で提供しています。県内企業を中心
に、すでに 2300社に導入いただいており、今後は全
国の金融機関と提携して普及させていく計画です。
また、同じく今年1月に、100％子会社として再生可
能エネルギー事業を行うKSエナジーを立ち上げまし
た。10 月には熊本空港に、子どもたちが SDGsを学
べる「くまもとSDGs ミライパーク」をプレオープ
ンします。グランドオープンは来年 4 月を予定して
います。
榊田：金融機関が言うのもなんですが、これからの
時代はお金ではなく共感でつながる関係を築くこと
が大事です。そのきっかけをつくる場として、2020年
11 月に「QUESTION」という施設をオープンしまし
た。河原町支店の建て替えを機に「21世紀の金融機
関のあるべき姿」を具現化しようと、0 からコンセ
プトを練り上げてつくったものです。従来は 1 階に
あった金融窓口を 6階に上げ、1 階は交流の場として
のカフェ＆バーとチャレンジスペースにしました。
2階以上にはコワーキングスペースや中高生･大学生
が使えるラボ、コミュニティキッチンなどがありま
す。多様な人々が集まって地域の「問い」を解決す
る場を目指しています。今後は全店舗をこうした考
え方で運営していく計画で、大津市の膳所支店を皮
切りに「窓口業務は午前中のみ」「午後はコミュニティ
マネージャーとして地域の課題解決に当たる」とい
う営業方針に切り替えているところです。来春から
は全 95店舗のうち 47店舗に導入する予定です。
工藤：金融機関の職員が、直接、地域に入って課題
解決に取り組んでいるわけですね。これまでに何か
いい変化が生まれた事例はありますか？
榊田：膳所支店では、商店街の自治会長や小学校の
校長先生といった地域のリーダーをはじめ、課題意
識を持つ老若男女が集まって、地域活性化に役立つ
事業を誘致する融資の審査を始めています。金融で
はなく地域の視点で融資を決めるわけです。ほか、
例えば小学校でコミュニティ活動をしたくても、運
営の人手が足りないので、代わりに私たちがお節介
を焼いたりしています。時間を惜しまず、ムダなこ
とばっかりやってます。

うな「分散型組織」を目指しています。

>> 官民、業界、地域を超えた連携のハブになる

工藤：地域課題は、金融機関が単独で解決できるも
のではないでしょうが、他方で、地域金融機関は
地域の経済全体を俯瞰できるポジションにあるとも
思います。そのお立場から、課題解決のために必要
なパートナーシップについての展望をお伺いできま
すか。
片岡：われわれが今、取り組んでいる 1 つは自治体
との連携です。神奈川県内の大小の自治体にご参加
いただいて「地域脱炭素プラットフォーム」を発足し、
大学や研究機関とも連携して調査研究や事例共有を
行っています。また、特に重点を置く自動車業界に
ついては、他県の地方銀行や神奈川県自動車部品サ
プライヤー連絡協議会とも連携を図っています。こ
うした連携のハブの役割を果たすことが、地域金融
機関に求められているのではないでしょうか。
榊田：キーワードは「共創」だと考えています。当
社は龍谷大学と大阪ガス都市開発との共同プロジェ
クトで、京都駅前に「共創HUB京都」を建設しよう
としています。ここは、大企業、中小企業、スター
トアップ、学生、行政が境界を越えて縦横無尽につ
ながる場所です。施設の特徴は、8 階建てのうちの
5～8 階を学生寮･賃貸マンションにすることで、こ
こに暮らす「レジデンスメンバー」がコミュニティ
マネージャーとなって課題解決プロジェクトの運営
に当たります。当社もここに何名か職員を住まわせ
る計画です。2027年度中の開業を目指しています。
笠原： SDGsの17番目の目標が「パートナーシップ」
ですよね。やはり、産官学金が連携して課題に取り
組むことが大事です。なおかつ、環境に県境はあり
ませんから、他県の地方銀行との協働も必要だと思
います。九州では、2020 年 1 月に 4 行で「中･南九
州の地域循環共生圏に関する連携協定」を、2024 年
1月には 13 行で「『新生シリコンアイランド九州』の
実現に向けた九州･沖縄地銀連携協定」を結びました。
こうした連携を通して、今後はさらに、対症療法的
な課題解決に留まらない、より根本的な課題解決を
目指して、サステナブルな社会の構築に取り組んで
いきたいと考えています。

工藤：なるほど。今はムダに思えるけれど、「いつか
は収益に跳ね返るかもしれない」という予感はあり
ますか？
榊田：そうでなくてはならないと思っています。サ
ステナブルな地域づくりが経済に連動するのが、21
世紀のインパクト志向のコミュニティだと考えてい
ますから。ただ、時間はかかるでしょう。長い目で、
地域の人のつながりと事業の再構築に取り組みたい
と考えています。
片岡：横浜銀行では、2016 年度に事業性評価を開始
し、2019年度から地域での SDGsの浸透を目的とし
た「SDGs フレンズローン」を皮切りに、2021年度
には国際原則を踏まえたフレームワーク型のサステ
ナビリティ･リンク･ローンなどを導入して、サステ
ナブルファイナンスを高度化してきました。しかし、
経済的価値と社会的価値を両立させるには、ファ
イナンスだけでは不十分ではないかという反省のも
と、2022年度以降に総合企画部･営業戦略部･ソ
リューション営業部、それぞれにサステナビリティ
領域の専任を設置しました。また、法人のお客さまを、
①電力･石炭･石油ガスのセクター、②神奈川に多い
自動車･部品、金属･鉱業のセクター、③それ以外、の
3 つのセクターに分けてエンゲージメント戦略を立
て、脱炭素経営を実現するための対話を進めていま
す。実際に、世代交代が進む小規模な企業の中からも、
課題解決に向けた具体的な取り組みを始める会社が
現れています。
工藤：社内では、サステナビリティやインパクトの
取り組みにどんな反応がありますか？
片岡：学校教育の影響があるのかもしれませんが、
若手ほど社会貢献や環境課題解決への意欲が高いよ
うに思います。「社会的価値あってこそ経済的価値が
ある」と当たり前のように考える人が増えていて、
とても頼もしいですね。榊田さんのお言葉にあった
ように、むしろ経営層や中間層のほうが、もっと長
期的な視野を持つ必要があるのかもしれません。
笠原：同感ですね。当社では、前述のSDGsコンサ
ルティングを担当したいと手を挙げる若手がとても
多いんです。課題解決やインパクトファイナンスを
通じて社会の役に立つことが、やりがいにつながる
のでしょう。
榊田：職員 1 人 1 人が熱意を持ってお客さまに向き
合える環境をつくらなければなりませんね。そのた
めに、立場を超えて徹底的に対話する「対話型経営」
を心掛け、全員が主体的･自律的に仕事をつくれるよ

>> インパクト推進は企業の存在意義に通じる

司会･小笠原由佳（以下、小笠原）：インパクト志向
金融宣言（以下、宣言）発足から 2 年ほどの間に、
インパクトファイナンスの市場や認知が拡大し、ま
た国の政策にも組み込まれるなど、状況は大きく変
化しています。多くの金融機関がグリーンボンドや
ソーシャルローンなどを扱うようになり、リスク低
減からインパクト創出へと移行する動きを見せてい
ます。そこでまずお伺いしたいのは、金融機関にとっ
て、CSR ではなく本業を通じてインパクト推進に取
り組む意義は何かということです。
木原正裕氏（以下、木原）：当グループにとって、イ
ンパクト推進の取り組みはある意味必然といえるも
のです。みずほの源流の 1 つ、第一国立銀行が渋沢
栄一らによって設立されてから、昨年で 150 周年を
迎えました。渋沢は「公益」を第一に掲げて日本の
殖産興業に尽くした人物です。その意志を受け継ぎ、
企業の基本理念を「フェアでオープンな立場から、
時代の先を読み、お客さま、経済・社会、そして社員
の〈豊かな実り〉を実現する。」としました。2024 年
5月にはグループ 7 社で「インパクトビジネスの羅
針盤」を公表しています。これからの企業は、経済
的価値だけを追求していては評価されません。しっ
かりと社会的価値を創出していくことが使命だと考
えています。

隅野俊亮氏（以下、隅野）：1902年に第一生命を創業
した矢野恒太の言葉に「世間の人が喜ぶか、なくて
もよいと思うかを考えよ」というものがあります。
以来 120 年余り、当社ではこの言葉を判断基準とし
て投融資を行ってきました。社会課題の解決に資す
る企業こそが、長期的･持続的に企業価値を向上させ
るという信念があったからです。われわれは、まだ
インパクト投資という言葉がない時代から、インパ
クト投資に相当する実践を重ねてきたと自負してい
ます。ですから、この宣言の主旨はまさに当社の方
向性と合致するものでした。
小笠原：第一生命様には、2020年に立ち上げた宣言
の起草委員会からご参加いただき、大変なご尽力を
いただきました。
隅野：生命保険は、加入してくださったお客さまに
その場で便益を感じていただける商品ではなく、最
終的にはご自身が亡くなったときに次世代に財産を
引き継ぐことを目的としています。その意味で、当
社の最大のステークホルダーは将来世代だといえま
す。資産運用も、未来の人々が喜ぶようにしなけれ
ばなりません。先般、2029年度末までの当社の投融
資額目標を、サステナビリティ･テーマ型投融資 5兆
円、環境･気候変動ソリューション投融資 2.5 兆円と
定めました。この目標金額は、前者は SDGsを達成
するため、後者はネットゼロを達成するために必要
と推計される 2030年までの民間資金額に、PRI 署名

金融機関の運用資産総額に占める当社の運用資産額
の割合を乗じた金額に基づき設定しました。つまり、
世界全体の目標額から逆算して自らの目標額を決め
たわけです。ただ、これはあくまで「量」の問題に
過ぎません。インパクトの「質」については経営層
として引き続きしっかり探求し、コミットしていか
なければならないと考えています。
小笠原：りそな様も、宣言発足と同時にご署名くだ
さいました。
南昌宏氏（以下、南）：2003 年以来の「りそな改革」
を牽引した故･細谷英二元会長は「企業は、お客さま
や市場に価値を提供するのが存在理由」という言葉
を遺しました。その精神は宣言の主旨にも通じると
思いましたから、迷いなく参画した次第です。りそ
なは、源流をたどれば 100 年を超える、リテール特
化の歴史を持つ金融グループです。そこでわれわれ
は、中小企業や個人の観点からインパクトを考えた
いと思います。潤沢なリソースを持つ大企業と異な
り、中小企業にとって、SXの急激な潮流への対応は
非常に難しいのが現実です。しかし、日本企業の
99％超が中小企業で、雇用の7 割･付加価値生産額の
53％以上を占めていることを考えれば、時代の流れ
から取り残すわけにはいきません。現在、お付き合
いいただいている50万社の 1社 1 社と対話を重ねな
がら、各社のSX実現に向けて努力を続けているとこ
ろです。そのためにも、まずわれわれがSXやインパ
クトについての造詣を深め、自ら取り組まなければ
ならないと考えています。

>> 金融機関が連携してインパクトを進める力に

小笠原：宣言では昨年中期計画を策定し、2025 年度
に向けてさらに安定的な運営体制を整えようとして
いるところです。今後は各分科会の活動に加えて、
分科会間の連携にも力を入れる予定です。そこで、
皆さまがインパクトの取り組みにおいてどんなこと
を課題としておられるか、宣言にどんな役割を期待
するかをご教示ください。
南：当社は 2021 年以来、お客さまとの対面による 6
万件超のアンケートを蓄積してきました。そこから
分かったのは、数年前と比べて、中小企業の皆さま
の意識が大きく変化しているということです。イン
パクトの重要性、事業において取り組む必要性につ
いての理解は広がっています。私自身、この変化は
いつか大きなムーブメントになると確信しています。

ただ、それは一朝一夕には起こらないし、強い逆風
を受けるお客さまを出さないようにしなければなり
ません。当社としては、お客さまそれぞれの機会と
リスクを考え、1歩目を踏み出すサポートをすること
が重要だと考えています。とはいえ 1 社では限界が
ありますから、宣言のプラットフォームを通じて取
り組みを増やし、産学官金の連携を強化して、日本
全体の総力戦でSXの実現を目指せればいいと考えて
います。
小笠原：宣言でも地域金融機関の署名が増えて、中
小企業の意識改革や行動変容に向けた議論が活発化
しています。
隅野：宣言の活動は参加者が主体となる「自走」段階
に入りましたね。当社は宣言以外にも、気候変動や
スチュワードシップ、ガバナンスに関する様々なイ
ニシアチブに参加していますが、この宣言について
は、PRI、21世紀金融行動原則と並ぶ「原則」のカ
テゴリーに位置付けて重視しています。一方で、そ
ろそろイニシアチブ相互の連携や協働を促したほう
がいいのではないかとも考えています。宣言はそれ
が可能な立ち位置にあるのではないでしょうか。金
融業界全体のムーブメントにつなげていくことに期
待しています。
木原：私は、2001 年に設立された日本ローン債権市
場協会で事務局長を務めたことがあります。これは、
日本にシンジケートローン市場を導入し、普及しよ
うとする金融機関の集まりです。金融機関と事業会
社の双方への啓蒙活動や標準契約書の策定などを行
いました。設立から 20年以上経った今、シンジケー
トローンは大企業だけでなく、中小企業にも広まっ
ています。その経験を踏まえて申し上げるなら、ま
だ黎明期にあるインパクト金融において、宣言を通
じた金融機関同士の連携や事例の共有には大きな効
果があると見ています。
小笠原：先例をご紹介いただいて、大変心強く感じ

ます。宣言でも若手を中心に、現場の実感に根ざし
た議論が行われているところです。
木原：今後の課題としては、金融機関が投資先のお
客さまとともにインパクト創出に取り組む「共創」
が重要になると考えています。当社では「価値共創
投資」「トランジション出資枠」を設け、自らもリス
クを取りながら、環境･社会課題解決に取り組むお客
さまの新規事業や技術実証を支援しています。もっ
とも、現実問題として、社会的価値と経済的価値の
両立は容易なことではありません。宣言の活動を通
じて、社会的価値を経済的価値に転換し、さらに企
業価値向上につなげるための道筋を探れるといいで
すね。そのことこそが、インパクトファイナンスの
最大の推進力になるのではないでしょうか。

>> インパクトと経済的価値の相関を示す必要

小笠原：今年 6 月に閣議決定された「新しい資本主
義のグランドデザイン及び実行計画 2024年改訂版」
で、GPIF などの公的アセットオーナーの投資につい
て「インパクトを含む非財務的要素の考慮は他事考
慮に当たらない」という方針が打ち出されました。
従来「公的年金は受託者責任の観点から、他事考慮
に当たるインパクト投資はできない」と考えられて
いましたから、これは大きな転換ではないかと注目
されています。アセットオーナーのお立場から、隅
野様はどう見ておられますか。
隅野：公的年金がインパクト投資に参入できるよう
になったのは非常に喜ばしいことです。ただ、アセッ
トオーナーにとっては、最終受益者へのリターンが
最重要事項であることもまた事実です。当社では責
任投資の目的を「『中長期的な投資リターンの獲得』
と『社会の持続可能性向上』の両立」としていますが、
そのどちらにウェイトを置くかは難しい問題です。
以前大学生向けに「あなたが投資するならどちらを
重視しますか？」と尋ね、「リターンと持続可能性の
両立」と答えた人に、重ねて「あえてどちらかを選
ぶなら？」と問うたところ、全員が「リターン」と
回答しました。サンプル数の少ないアンケートです
が、示唆するところは大きいと思います。最終受益
者の意向なくして、アセットオーナーのインパクト
投資もありません。一方で、冒頭に申し上げた通り、
当社のステークホルダーは将来世代ですから、社会
課題を放棄するわけにはいかないのです。このジレ
ンマを解決するには、木原さんもおっしゃった通り、

インパクトがリターンにつながることを、定量的に
検証し続け、客観的に証明するしかないでしょう。
小笠原：宣言においても、9 月に「インパクト志向
企業価値向上アライアンス」を立ち上げ、インパク
トと企業価値の相関について研究を始めたところで
す。簡単に答えは出ないでしょうが、粘り強く進め
たいと考えています。他方で、近年国際的に「手段
的 IFSI（Instrumental IFSI：investing for sustain-
ability impact）」という概念が議論されています。
社会のシステムや市場全体が生みだす「システムレ
ベル･リスク」を低減することで、中長期的に安定し
たリターンが得られるという考え方です。南様は、
日本におけるシステムレベル･リスクは何だとお考え
になりますか？
南：   1 つ考えられるのは、人口減少です。2050年には
47 都道府県のうち 11 県で人口が 3 割以上減少する
という予測があります。高齢化も深刻で、25 道県で
65歳以上人口が 4 割を超えると試算されています。
この急激な変化をいかに緩和し、長期的に歯止めを
かけるかは、国から個人まで、あらゆるレベルで広く
共有しなければならない課題でしょう。その上で、
当社はマテリアリティの筆頭に「地域経済の活性化」
を掲げています。1 企業として、自治体やお客さま
企業とともに地域課題に取り組んできました。ただ、
マクロ的･長期的視点に立てば、まだまだ足りないと
ころは大きい。宣言の活動や産学官金の連携を通じ
て、新しい価値創造、新しい循環構造をつくる道筋を
ともに探すべく、微力を尽くしたいと考えています。
小笠原：今年 5 月に設立されたインパクトコンソー
シアムには、金融機関だけでなく、企業や地方自治
体をはじめとした多様なアクターが参加しています。
今後、金融界が果たすべき役割は何でしょうか。
木原：当社は 23年 4月に「ともに挑む。ともに実る。」
というパーパスを定めました。この「ともに」がキー
ワードだと思っています。金融機関の大きな強みは、
まさにお取引先をはじめとした多様なアクターと深
いつながりがあることでしょう。様々な立場におけ
るニーズや課題を把握し、相互につなぎ合わせなが
ら共創していくことがわれわれの使命です。先ほど
システムレベル･リスクが話題に上りました。例えば、
いくら電気自動車が普及しても、そのエネルギーが
化石燃料由来では意味がありません。いかにして産
業構造全体のグランドデザインを変革していくか、
その議論の真ん中に立って推進していくのが、金融
機関の役割ではないでしょうか。

第 3 回は地域金融機関 3 社のリーダーにお集まりいただきました。京都、熊本、神奈川とそれぞれ事情は異なる
ものの、厳しい状況にある地域経済において、地域金融機関はどのような役割を果たすべきでしょうか。おのおの、
金融の枠組みに留まらない、幅広い取り組みをご紹介くださいました。

>> 地域金融機関のあり方が地域の未来を左右する

司会･工藤七子（以下、工藤）：2014 年に政府が「地
方創生」を打ち出してから 10 年が経ちました。6 月
に公表された振り返りでは「地域によっては一定の
成果があるものの、国全体では人口減少や東京一極
集中などの流れを変えるに至っていない」と、地方
の厳しい現状を重く捉えています。そこで今回は、
地域金融機関の皆さまにお集まりいただき、地域課
題と地域金融機関の役割についてお伺いします。お
のおのの地域特性によって課題も異なると思います
が、横浜銀行様の地元ではいかがでしょうか？
片岡達也氏（以下、片岡）：明治維新後、神奈川県に
はピーク時で64の銀行がありました。しかし、2つの
世界大戦や関東大震災があり、「一県一行主義」が提
唱されて、1945 年には当行が県内に本店を置く唯一
の銀行となりました。現在は神奈川銀行･東日本銀行
とともに、コンコルディア･フィナンシャルグループ
を形成しています。地域金融機関の最大の存在意義
は、地域経済の成長にあります。よく「神奈川はま
だ人口が減らないから良いですね」と言われますが、
東京に近い川崎･横浜と、観光資源は充実しているも
のの人口減少に悩む三浦半島や箱根･小田原などとで
は、全く事情が異なります。お客さまが抱える経営
課題もそれぞれですから、われわれも、地域毎に戦
略を変えて取り組んでいるところです。
工藤：地域の持続可能性がすなわち自社の持続可能

性でもある、というのは地域金融機関の本質といえ
そうですね。
片岡：一方で、社会全体の変化も見なければなりま
せん。ここ 5 年ほどで感じるのは、特に若い世代に
おける社会･環境課題に対する意識の高まりです。一
例ですが、当行が実施している小学校のお金に関す
る授業で、横浜銀行のキャラクター「はまペン」の
貯金箱をプレゼントしたら、ある児童から「これは
何でできているのですか」と尋ねられました。そし
て「石油からつくられたものなら、僕はいりません」
と言われたことを踏まえ、以後、貯金箱の素材を植
物由来の樹脂に変更したという経緯があります。
笠原慶久氏（以下、笠原）：環境･社会課題、サステ
ナビリティは大きな共通課題ですね。帝国データバ
ンクの調査（2024 年 4 月）によれば、肥後銀行は、
熊本県に本店を置く企業の58.8％がメインバンクと
認識する、典型的な第一地方銀行です。熊本県は全
国平均より早く人口減少が進んでいるうえ、独自の
課題として 2016 年の熊本地震、2020 年の豪雨被害
からの復興があります。他方で、台湾の半導体企業
TSMCの進出により、ここ10年で11兆2000億円（九
州フィナンシャルグループの試算による）の経済波
及効果が見込まれています。ただ、ここにも交通渋
滞や地価高騰、人手不足といった課題が伴っていま
す。私はかねがね「地域にどのような地銀があるか
によって、その地域の未来が変わる」と考えています。
そこで九州フィナンシャルグループでは、パーパス
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とビジョンからあえて「金融」という言葉を外しま
した。金融の枠組みを超えて地域課題を解決し、「意
志のある未来」を創造していきたいと考えています。
工藤：「意志」という言葉は、インパクト投資におけ
る重要な概念「インテンショナリティ」に当たりま
すね。金融機関が自ら未来のビジョンを描くことが
ポイントになるのでしょうか。
榊田隆之氏（以下、榊田）：当社は 1971年に「コミュ
ニティ･バンク」を宣言し、昨年創立100周年を迎え
たのを機に、ブランドネームを「コミュニティ・バ
ンク京信」としました。今や経済は低成長に転じ、
人口が減り、一方で社会や環境への意識が高まるな
ど、パラダイムシフトが同時多発的に起きています。
これを受けて、金融の仕事も変わらなければなりま
せん。ただお金を融通するだけではなく、地域課題、
経営課題、暮らしの課題の解決に当たるのが、地域
金融機関の存在意義ではないでしょうか。事業のゴー
ルを業績優先から顧客本位に改め、お客さまから心
から「ありがとう」と言っていただける仕事をする。
その感謝の言葉こそが、職員にとって最高の勲章で
あり、モチベーションの源泉になる。そんなポジティ
ブな循環を回していきたいと思っています。そのた
めに当社は、9年前に営業ノルマを廃止しました。人
事考課も、トップダウンから相互評価に変更してい
ます。制度の変更だけでなく、日ごろからお互いを
思いやれるような社内風土を醸成していかなければ
ならないと考えています。

>> 金融の枠を超えて地域の課題解決、価値共創を

工藤：おのおの、具体的にどんな取り組みをなさっ
ているか、ご紹介いただけますか。
笠原：金融の枠組みを超えた「地域価値共創事業」
の一環として、2020 年 4 月から国際標準のフレーム

ワーク「SDGコンパス」に則った SDGs コンサルティ
ングを行っています。ご支援した企業は、すでに
300 社を超えました。この事業を通じて分かったこ
との 1 つに「CO₂排出量算定に必要なリソースが足
りない」という課題がありました。そこで、オリジナ
ルの算定システム「炭削くん」を開発し、今年 1 月
から月額2200円で提供しています。県内企業を中心
に、すでに 2300社に導入いただいており、今後は全
国の金融機関と提携して普及させていく計画です。
また、同じく今年1月に、100％子会社として再生可
能エネルギー事業を行うKSエナジーを立ち上げまし
た。10 月には熊本空港に、子どもたちが SDGsを学
べる「くまもとSDGs ミライパーク」をプレオープ
ンします。グランドオープンは来年 4 月を予定して
います。
榊田：金融機関が言うのもなんですが、これからの
時代はお金ではなく共感でつながる関係を築くこと
が大事です。そのきっかけをつくる場として、2020年
11 月に「QUESTION」という施設をオープンしまし
た。河原町支店の建て替えを機に「21世紀の金融機
関のあるべき姿」を具現化しようと、0 からコンセ
プトを練り上げてつくったものです。従来は 1 階に
あった金融窓口を 6階に上げ、1 階は交流の場として
のカフェ＆バーとチャレンジスペースにしました。
2階以上にはコワーキングスペースや中高生･大学生
が使えるラボ、コミュニティキッチンなどがありま
す。多様な人々が集まって地域の「問い」を解決す
る場を目指しています。今後は全店舗をこうした考
え方で運営していく計画で、大津市の膳所支店を皮
切りに「窓口業務は午前中のみ」「午後はコミュニティ
マネージャーとして地域の課題解決に当たる」とい
う営業方針に切り替えているところです。来春から
は全 95店舗のうち 47店舗に導入する予定です。
工藤：金融機関の職員が、直接、地域に入って課題
解決に取り組んでいるわけですね。これまでに何か
いい変化が生まれた事例はありますか？
榊田：膳所支店では、商店街の自治会長や小学校の
校長先生といった地域のリーダーをはじめ、課題意
識を持つ老若男女が集まって、地域活性化に役立つ
事業を誘致する融資の審査を始めています。金融で
はなく地域の視点で融資を決めるわけです。ほか、
例えば小学校でコミュニティ活動をしたくても、運
営の人手が足りないので、代わりに私たちがお節介
を焼いたりしています。時間を惜しまず、ムダなこ
とばっかりやってます。

うな「分散型組織」を目指しています。

>> 官民、業界、地域を超えた連携のハブになる

工藤：地域課題は、金融機関が単独で解決できるも
のではないでしょうが、他方で、地域金融機関は
地域の経済全体を俯瞰できるポジションにあるとも
思います。そのお立場から、課題解決のために必要
なパートナーシップについての展望をお伺いできま
すか。
片岡：われわれが今、取り組んでいる 1 つは自治体
との連携です。神奈川県内の大小の自治体にご参加
いただいて「地域脱炭素プラットフォーム」を発足し、
大学や研究機関とも連携して調査研究や事例共有を
行っています。また、特に重点を置く自動車業界に
ついては、他県の地方銀行や神奈川県自動車部品サ
プライヤー連絡協議会とも連携を図っています。こ
うした連携のハブの役割を果たすことが、地域金融
機関に求められているのではないでしょうか。
榊田：キーワードは「共創」だと考えています。当
社は龍谷大学と大阪ガス都市開発との共同プロジェ
クトで、京都駅前に「共創HUB京都」を建設しよう
としています。ここは、大企業、中小企業、スター
トアップ、学生、行政が境界を越えて縦横無尽につ
ながる場所です。施設の特徴は、8 階建てのうちの
5～8 階を学生寮･賃貸マンションにすることで、こ
こに暮らす「レジデンスメンバー」がコミュニティ
マネージャーとなって課題解決プロジェクトの運営
に当たります。当社もここに何名か職員を住まわせ
る計画です。2027年度中の開業を目指しています。
笠原： SDGsの17番目の目標が「パートナーシップ」
ですよね。やはり、産官学金が連携して課題に取り
組むことが大事です。なおかつ、環境に県境はあり
ませんから、他県の地方銀行との協働も必要だと思
います。九州では、2020 年 1 月に 4 行で「中･南九
州の地域循環共生圏に関する連携協定」を、2024 年
1月には 13 行で「『新生シリコンアイランド九州』の
実現に向けた九州･沖縄地銀連携協定」を結びました。
こうした連携を通して、今後はさらに、対症療法的
な課題解決に留まらない、より根本的な課題解決を
目指して、サステナブルな社会の構築に取り組んで
いきたいと考えています。

工藤：なるほど。今はムダに思えるけれど、「いつか
は収益に跳ね返るかもしれない」という予感はあり
ますか？
榊田：そうでなくてはならないと思っています。サ
ステナブルな地域づくりが経済に連動するのが、21
世紀のインパクト志向のコミュニティだと考えてい
ますから。ただ、時間はかかるでしょう。長い目で、
地域の人のつながりと事業の再構築に取り組みたい
と考えています。
片岡：横浜銀行では、2016 年度に事業性評価を開始
し、2019年度から地域での SDGsの浸透を目的とし
た「SDGs フレンズローン」を皮切りに、2021年度
には国際原則を踏まえたフレームワーク型のサステ
ナビリティ･リンク･ローンなどを導入して、サステ
ナブルファイナンスを高度化してきました。しかし、
経済的価値と社会的価値を両立させるには、ファ
イナンスだけでは不十分ではないかという反省のも
と、2022年度以降に総合企画部･営業戦略部･ソ
リューション営業部、それぞれにサステナビリティ
領域の専任を設置しました。また、法人のお客さまを、
①電力･石炭･石油ガスのセクター、②神奈川に多い
自動車･部品、金属･鉱業のセクター、③それ以外、の
3 つのセクターに分けてエンゲージメント戦略を立
て、脱炭素経営を実現するための対話を進めていま
す。実際に、世代交代が進む小規模な企業の中からも、
課題解決に向けた具体的な取り組みを始める会社が
現れています。
工藤：社内では、サステナビリティやインパクトの
取り組みにどんな反応がありますか？
片岡：学校教育の影響があるのかもしれませんが、
若手ほど社会貢献や環境課題解決への意欲が高いよ
うに思います。「社会的価値あってこそ経済的価値が
ある」と当たり前のように考える人が増えていて、
とても頼もしいですね。榊田さんのお言葉にあった
ように、むしろ経営層や中間層のほうが、もっと長
期的な視野を持つ必要があるのかもしれません。
笠原：同感ですね。当社では、前述のSDGsコンサ
ルティングを担当したいと手を挙げる若手がとても
多いんです。課題解決やインパクトファイナンスを
通じて社会の役に立つことが、やりがいにつながる
のでしょう。
榊田：職員 1 人 1 人が熱意を持ってお客さまに向き
合える環境をつくらなければなりませんね。そのた
めに、立場を超えて徹底的に対話する「対話型経営」
を心掛け、全員が主体的･自律的に仕事をつくれるよ

>> インパクト推進は企業の存在意義に通じる

司会･小笠原由佳（以下、小笠原）：インパクト志向
金融宣言（以下、宣言）発足から 2 年ほどの間に、
インパクトファイナンスの市場や認知が拡大し、ま
た国の政策にも組み込まれるなど、状況は大きく変
化しています。多くの金融機関がグリーンボンドや
ソーシャルローンなどを扱うようになり、リスク低
減からインパクト創出へと移行する動きを見せてい
ます。そこでまずお伺いしたいのは、金融機関にとっ
て、CSR ではなく本業を通じてインパクト推進に取
り組む意義は何かということです。
木原正裕氏（以下、木原）：当グループにとって、イ
ンパクト推進の取り組みはある意味必然といえるも
のです。みずほの源流の 1 つ、第一国立銀行が渋沢
栄一らによって設立されてから、昨年で 150 周年を
迎えました。渋沢は「公益」を第一に掲げて日本の
殖産興業に尽くした人物です。その意志を受け継ぎ、
企業の基本理念を「フェアでオープンな立場から、
時代の先を読み、お客さま、経済・社会、そして社員
の〈豊かな実り〉を実現する。」としました。2024 年
5月にはグループ 7 社で「インパクトビジネスの羅
針盤」を公表しています。これからの企業は、経済
的価値だけを追求していては評価されません。しっ
かりと社会的価値を創出していくことが使命だと考
えています。

隅野俊亮氏（以下、隅野）：1902年に第一生命を創業
した矢野恒太の言葉に「世間の人が喜ぶか、なくて
もよいと思うかを考えよ」というものがあります。
以来 120 年余り、当社ではこの言葉を判断基準とし
て投融資を行ってきました。社会課題の解決に資す
る企業こそが、長期的･持続的に企業価値を向上させ
るという信念があったからです。われわれは、まだ
インパクト投資という言葉がない時代から、インパ
クト投資に相当する実践を重ねてきたと自負してい
ます。ですから、この宣言の主旨はまさに当社の方
向性と合致するものでした。
小笠原：第一生命様には、2020年に立ち上げた宣言
の起草委員会からご参加いただき、大変なご尽力を
いただきました。
隅野：生命保険は、加入してくださったお客さまに
その場で便益を感じていただける商品ではなく、最
終的にはご自身が亡くなったときに次世代に財産を
引き継ぐことを目的としています。その意味で、当
社の最大のステークホルダーは将来世代だといえま
す。資産運用も、未来の人々が喜ぶようにしなけれ
ばなりません。先般、2029年度末までの当社の投融
資額目標を、サステナビリティ･テーマ型投融資 5兆
円、環境･気候変動ソリューション投融資 2.5 兆円と
定めました。この目標金額は、前者は SDGsを達成
するため、後者はネットゼロを達成するために必要
と推計される 2030年までの民間資金額に、PRI 署名

金融機関の運用資産総額に占める当社の運用資産額
の割合を乗じた金額に基づき設定しました。つまり、
世界全体の目標額から逆算して自らの目標額を決め
たわけです。ただ、これはあくまで「量」の問題に
過ぎません。インパクトの「質」については経営層
として引き続きしっかり探求し、コミットしていか
なければならないと考えています。
小笠原：りそな様も、宣言発足と同時にご署名くだ
さいました。
南昌宏氏（以下、南）：2003 年以来の「りそな改革」
を牽引した故･細谷英二元会長は「企業は、お客さま
や市場に価値を提供するのが存在理由」という言葉
を遺しました。その精神は宣言の主旨にも通じると
思いましたから、迷いなく参画した次第です。りそ
なは、源流をたどれば 100 年を超える、リテール特
化の歴史を持つ金融グループです。そこでわれわれ
は、中小企業や個人の観点からインパクトを考えた
いと思います。潤沢なリソースを持つ大企業と異な
り、中小企業にとって、SXの急激な潮流への対応は
非常に難しいのが現実です。しかし、日本企業の
99％超が中小企業で、雇用の7 割･付加価値生産額の
53％以上を占めていることを考えれば、時代の流れ
から取り残すわけにはいきません。現在、お付き合
いいただいている50万社の 1社 1 社と対話を重ねな
がら、各社のSX実現に向けて努力を続けているとこ
ろです。そのためにも、まずわれわれがSXやインパ
クトについての造詣を深め、自ら取り組まなければ
ならないと考えています。

>> 金融機関が連携してインパクトを進める力に

小笠原：宣言では昨年中期計画を策定し、2025 年度
に向けてさらに安定的な運営体制を整えようとして
いるところです。今後は各分科会の活動に加えて、
分科会間の連携にも力を入れる予定です。そこで、
皆さまがインパクトの取り組みにおいてどんなこと
を課題としておられるか、宣言にどんな役割を期待
するかをご教示ください。
南：当社は 2021 年以来、お客さまとの対面による 6
万件超のアンケートを蓄積してきました。そこから
分かったのは、数年前と比べて、中小企業の皆さま
の意識が大きく変化しているということです。イン
パクトの重要性、事業において取り組む必要性につ
いての理解は広がっています。私自身、この変化は
いつか大きなムーブメントになると確信しています。

ただ、それは一朝一夕には起こらないし、強い逆風
を受けるお客さまを出さないようにしなければなり
ません。当社としては、お客さまそれぞれの機会と
リスクを考え、1歩目を踏み出すサポートをすること
が重要だと考えています。とはいえ 1 社では限界が
ありますから、宣言のプラットフォームを通じて取
り組みを増やし、産学官金の連携を強化して、日本
全体の総力戦でSXの実現を目指せればいいと考えて
います。
小笠原：宣言でも地域金融機関の署名が増えて、中
小企業の意識改革や行動変容に向けた議論が活発化
しています。
隅野：宣言の活動は参加者が主体となる「自走」段階
に入りましたね。当社は宣言以外にも、気候変動や
スチュワードシップ、ガバナンスに関する様々なイ
ニシアチブに参加していますが、この宣言について
は、PRI、21世紀金融行動原則と並ぶ「原則」のカ
テゴリーに位置付けて重視しています。一方で、そ
ろそろイニシアチブ相互の連携や協働を促したほう
がいいのではないかとも考えています。宣言はそれ
が可能な立ち位置にあるのではないでしょうか。金
融業界全体のムーブメントにつなげていくことに期
待しています。
木原：私は、2001 年に設立された日本ローン債権市
場協会で事務局長を務めたことがあります。これは、
日本にシンジケートローン市場を導入し、普及しよ
うとする金融機関の集まりです。金融機関と事業会
社の双方への啓蒙活動や標準契約書の策定などを行
いました。設立から 20年以上経った今、シンジケー
トローンは大企業だけでなく、中小企業にも広まっ
ています。その経験を踏まえて申し上げるなら、ま
だ黎明期にあるインパクト金融において、宣言を通
じた金融機関同士の連携や事例の共有には大きな効
果があると見ています。
小笠原：先例をご紹介いただいて、大変心強く感じ

ます。宣言でも若手を中心に、現場の実感に根ざし
た議論が行われているところです。
木原：今後の課題としては、金融機関が投資先のお
客さまとともにインパクト創出に取り組む「共創」
が重要になると考えています。当社では「価値共創
投資」「トランジション出資枠」を設け、自らもリス
クを取りながら、環境･社会課題解決に取り組むお客
さまの新規事業や技術実証を支援しています。もっ
とも、現実問題として、社会的価値と経済的価値の
両立は容易なことではありません。宣言の活動を通
じて、社会的価値を経済的価値に転換し、さらに企
業価値向上につなげるための道筋を探れるといいで
すね。そのことこそが、インパクトファイナンスの
最大の推進力になるのではないでしょうか。

>> インパクトと経済的価値の相関を示す必要

小笠原：今年 6 月に閣議決定された「新しい資本主
義のグランドデザイン及び実行計画 2024年改訂版」
で、GPIF などの公的アセットオーナーの投資につい
て「インパクトを含む非財務的要素の考慮は他事考
慮に当たらない」という方針が打ち出されました。
従来「公的年金は受託者責任の観点から、他事考慮
に当たるインパクト投資はできない」と考えられて
いましたから、これは大きな転換ではないかと注目
されています。アセットオーナーのお立場から、隅
野様はどう見ておられますか。
隅野：公的年金がインパクト投資に参入できるよう
になったのは非常に喜ばしいことです。ただ、アセッ
トオーナーにとっては、最終受益者へのリターンが
最重要事項であることもまた事実です。当社では責
任投資の目的を「『中長期的な投資リターンの獲得』
と『社会の持続可能性向上』の両立」としていますが、
そのどちらにウェイトを置くかは難しい問題です。
以前大学生向けに「あなたが投資するならどちらを
重視しますか？」と尋ね、「リターンと持続可能性の
両立」と答えた人に、重ねて「あえてどちらかを選
ぶなら？」と問うたところ、全員が「リターン」と
回答しました。サンプル数の少ないアンケートです
が、示唆するところは大きいと思います。最終受益
者の意向なくして、アセットオーナーのインパクト
投資もありません。一方で、冒頭に申し上げた通り、
当社のステークホルダーは将来世代ですから、社会
課題を放棄するわけにはいかないのです。このジレ
ンマを解決するには、木原さんもおっしゃった通り、

インパクトがリターンにつながることを、定量的に
検証し続け、客観的に証明するしかないでしょう。
小笠原：宣言においても、9 月に「インパクト志向
企業価値向上アライアンス」を立ち上げ、インパク
トと企業価値の相関について研究を始めたところで
す。簡単に答えは出ないでしょうが、粘り強く進め
たいと考えています。他方で、近年国際的に「手段
的 IFSI（Instrumental IFSI：investing for sustain-
ability impact）」という概念が議論されています。
社会のシステムや市場全体が生みだす「システムレ
ベル･リスク」を低減することで、中長期的に安定し
たリターンが得られるという考え方です。南様は、
日本におけるシステムレベル･リスクは何だとお考え
になりますか？
南：   1 つ考えられるのは、人口減少です。2050年には
47 都道府県のうち 11 県で人口が 3 割以上減少する
という予測があります。高齢化も深刻で、25 道県で
65歳以上人口が 4 割を超えると試算されています。
この急激な変化をいかに緩和し、長期的に歯止めを
かけるかは、国から個人まで、あらゆるレベルで広く
共有しなければならない課題でしょう。その上で、
当社はマテリアリティの筆頭に「地域経済の活性化」
を掲げています。1 企業として、自治体やお客さま
企業とともに地域課題に取り組んできました。ただ、
マクロ的･長期的視点に立てば、まだまだ足りないと
ころは大きい。宣言の活動や産学官金の連携を通じ
て、新しい価値創造、新しい循環構造をつくる道筋を
ともに探すべく、微力を尽くしたいと考えています。
小笠原：今年 5 月に設立されたインパクトコンソー
シアムには、金融機関だけでなく、企業や地方自治
体をはじめとした多様なアクターが参加しています。
今後、金融界が果たすべき役割は何でしょうか。
木原：当社は 23年 4月に「ともに挑む。ともに実る。」
というパーパスを定めました。この「ともに」がキー
ワードだと思っています。金融機関の大きな強みは、
まさにお取引先をはじめとした多様なアクターと深
いつながりがあることでしょう。様々な立場におけ
るニーズや課題を把握し、相互につなぎ合わせなが
ら共創していくことがわれわれの使命です。先ほど
システムレベル･リスクが話題に上りました。例えば、
いくら電気自動車が普及しても、そのエネルギーが
化石燃料由来では意味がありません。いかにして産
業構造全体のグランドデザインを変革していくか、
その議論の真ん中に立って推進していくのが、金融
機関の役割ではないでしょうか。

第 3 回は地域金融機関 3 社のリーダーにお集まりいただきました。京都、熊本、神奈川とそれぞれ事情は異なる
ものの、厳しい状況にある地域経済において、地域金融機関はどのような役割を果たすべきでしょうか。おのおの、
金融の枠組みに留まらない、幅広い取り組みをご紹介くださいました。

>> 地域金融機関のあり方が地域の未来を左右する

司会･工藤七子（以下、工藤）：2014 年に政府が「地
方創生」を打ち出してから 10 年が経ちました。6 月
に公表された振り返りでは「地域によっては一定の
成果があるものの、国全体では人口減少や東京一極
集中などの流れを変えるに至っていない」と、地方
の厳しい現状を重く捉えています。そこで今回は、
地域金融機関の皆さまにお集まりいただき、地域課
題と地域金融機関の役割についてお伺いします。お
のおのの地域特性によって課題も異なると思います
が、横浜銀行様の地元ではいかがでしょうか？
片岡達也氏（以下、片岡）：明治維新後、神奈川県に
はピーク時で64の銀行がありました。しかし、2つの
世界大戦や関東大震災があり、「一県一行主義」が提
唱されて、1945 年には当行が県内に本店を置く唯一
の銀行となりました。現在は神奈川銀行･東日本銀行
とともに、コンコルディア･フィナンシャルグループ
を形成しています。地域金融機関の最大の存在意義
は、地域経済の成長にあります。よく「神奈川はま
だ人口が減らないから良いですね」と言われますが、
東京に近い川崎･横浜と、観光資源は充実しているも
のの人口減少に悩む三浦半島や箱根･小田原などとで
は、全く事情が異なります。お客さまが抱える経営
課題もそれぞれですから、われわれも、地域毎に戦
略を変えて取り組んでいるところです。
工藤：地域の持続可能性がすなわち自社の持続可能

性でもある、というのは地域金融機関の本質といえ
そうですね。
片岡：一方で、社会全体の変化も見なければなりま
せん。ここ 5 年ほどで感じるのは、特に若い世代に
おける社会･環境課題に対する意識の高まりです。一
例ですが、当行が実施している小学校のお金に関す
る授業で、横浜銀行のキャラクター「はまペン」の
貯金箱をプレゼントしたら、ある児童から「これは
何でできているのですか」と尋ねられました。そし
て「石油からつくられたものなら、僕はいりません」
と言われたことを踏まえ、以後、貯金箱の素材を植
物由来の樹脂に変更したという経緯があります。
笠原慶久氏（以下、笠原）：環境･社会課題、サステ
ナビリティは大きな共通課題ですね。帝国データバ
ンクの調査（2024 年 4 月）によれば、肥後銀行は、
熊本県に本店を置く企業の58.8％がメインバンクと
認識する、典型的な第一地方銀行です。熊本県は全
国平均より早く人口減少が進んでいるうえ、独自の
課題として 2016 年の熊本地震、2020 年の豪雨被害
からの復興があります。他方で、台湾の半導体企業
TSMCの進出により、ここ10年で11兆2000億円（九
州フィナンシャルグループの試算による）の経済波
及効果が見込まれています。ただ、ここにも交通渋
滞や地価高騰、人手不足といった課題が伴っていま
す。私はかねがね「地域にどのような地銀があるか
によって、その地域の未来が変わる」と考えています。
そこで九州フィナンシャルグループでは、パーパス
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とビジョンからあえて「金融」という言葉を外しま
した。金融の枠組みを超えて地域課題を解決し、「意
志のある未来」を創造していきたいと考えています。
工藤：「意志」という言葉は、インパクト投資におけ
る重要な概念「インテンショナリティ」に当たりま
すね。金融機関が自ら未来のビジョンを描くことが
ポイントになるのでしょうか。
榊田隆之氏（以下、榊田）：当社は 1971年に「コミュ
ニティ･バンク」を宣言し、昨年創立100周年を迎え
たのを機に、ブランドネームを「コミュニティ・バ
ンク京信」としました。今や経済は低成長に転じ、
人口が減り、一方で社会や環境への意識が高まるな
ど、パラダイムシフトが同時多発的に起きています。
これを受けて、金融の仕事も変わらなければなりま
せん。ただお金を融通するだけではなく、地域課題、
経営課題、暮らしの課題の解決に当たるのが、地域
金融機関の存在意義ではないでしょうか。事業のゴー
ルを業績優先から顧客本位に改め、お客さまから心
から「ありがとう」と言っていただける仕事をする。
その感謝の言葉こそが、職員にとって最高の勲章で
あり、モチベーションの源泉になる。そんなポジティ
ブな循環を回していきたいと思っています。そのた
めに当社は、9年前に営業ノルマを廃止しました。人
事考課も、トップダウンから相互評価に変更してい
ます。制度の変更だけでなく、日ごろからお互いを
思いやれるような社内風土を醸成していかなければ
ならないと考えています。

>> 金融の枠を超えて地域の課題解決、価値共創を

工藤：おのおの、具体的にどんな取り組みをなさっ
ているか、ご紹介いただけますか。
笠原：金融の枠組みを超えた「地域価値共創事業」
の一環として、2020 年 4 月から国際標準のフレーム

ワーク「SDGコンパス」に則った SDGs コンサルティ
ングを行っています。ご支援した企業は、すでに
300 社を超えました。この事業を通じて分かったこ
との 1 つに「CO₂排出量算定に必要なリソースが足
りない」という課題がありました。そこで、オリジナ
ルの算定システム「炭削くん」を開発し、今年 1 月
から月額2200円で提供しています。県内企業を中心
に、すでに 2300社に導入いただいており、今後は全
国の金融機関と提携して普及させていく計画です。
また、同じく今年1月に、100％子会社として再生可
能エネルギー事業を行うKSエナジーを立ち上げまし
た。10 月には熊本空港に、子どもたちが SDGsを学
べる「くまもとSDGs ミライパーク」をプレオープ
ンします。グランドオープンは来年 4 月を予定して
います。
榊田：金融機関が言うのもなんですが、これからの
時代はお金ではなく共感でつながる関係を築くこと
が大事です。そのきっかけをつくる場として、2020年
11 月に「QUESTION」という施設をオープンしまし
た。河原町支店の建て替えを機に「21世紀の金融機
関のあるべき姿」を具現化しようと、0 からコンセ
プトを練り上げてつくったものです。従来は 1 階に
あった金融窓口を 6階に上げ、1 階は交流の場として
のカフェ＆バーとチャレンジスペースにしました。
2階以上にはコワーキングスペースや中高生･大学生
が使えるラボ、コミュニティキッチンなどがありま
す。多様な人々が集まって地域の「問い」を解決す
る場を目指しています。今後は全店舗をこうした考
え方で運営していく計画で、大津市の膳所支店を皮
切りに「窓口業務は午前中のみ」「午後はコミュニティ
マネージャーとして地域の課題解決に当たる」とい
う営業方針に切り替えているところです。来春から
は全 95店舗のうち 47店舗に導入する予定です。
工藤：金融機関の職員が、直接、地域に入って課題
解決に取り組んでいるわけですね。これまでに何か
いい変化が生まれた事例はありますか？
榊田：膳所支店では、商店街の自治会長や小学校の
校長先生といった地域のリーダーをはじめ、課題意
識を持つ老若男女が集まって、地域活性化に役立つ
事業を誘致する融資の審査を始めています。金融で
はなく地域の視点で融資を決めるわけです。ほか、
例えば小学校でコミュニティ活動をしたくても、運
営の人手が足りないので、代わりに私たちがお節介
を焼いたりしています。時間を惜しまず、ムダなこ
とばっかりやってます。

うな「分散型組織」を目指しています。

>> 官民、業界、地域を超えた連携のハブになる

工藤：地域課題は、金融機関が単独で解決できるも
のではないでしょうが、他方で、地域金融機関は
地域の経済全体を俯瞰できるポジションにあるとも
思います。そのお立場から、課題解決のために必要
なパートナーシップについての展望をお伺いできま
すか。
片岡：われわれが今、取り組んでいる 1 つは自治体
との連携です。神奈川県内の大小の自治体にご参加
いただいて「地域脱炭素プラットフォーム」を発足し、
大学や研究機関とも連携して調査研究や事例共有を
行っています。また、特に重点を置く自動車業界に
ついては、他県の地方銀行や神奈川県自動車部品サ
プライヤー連絡協議会とも連携を図っています。こ
うした連携のハブの役割を果たすことが、地域金融
機関に求められているのではないでしょうか。
榊田：キーワードは「共創」だと考えています。当
社は龍谷大学と大阪ガス都市開発との共同プロジェ
クトで、京都駅前に「共創HUB京都」を建設しよう
としています。ここは、大企業、中小企業、スター
トアップ、学生、行政が境界を越えて縦横無尽につ
ながる場所です。施設の特徴は、8 階建てのうちの
5～8 階を学生寮･賃貸マンションにすることで、こ
こに暮らす「レジデンスメンバー」がコミュニティ
マネージャーとなって課題解決プロジェクトの運営
に当たります。当社もここに何名か職員を住まわせ
る計画です。2027年度中の開業を目指しています。
笠原： SDGsの17番目の目標が「パートナーシップ」
ですよね。やはり、産官学金が連携して課題に取り
組むことが大事です。なおかつ、環境に県境はあり
ませんから、他県の地方銀行との協働も必要だと思
います。九州では、2020 年 1 月に 4 行で「中･南九
州の地域循環共生圏に関する連携協定」を、2024 年
1月には 13 行で「『新生シリコンアイランド九州』の
実現に向けた九州･沖縄地銀連携協定」を結びました。
こうした連携を通して、今後はさらに、対症療法的
な課題解決に留まらない、より根本的な課題解決を
目指して、サステナブルな社会の構築に取り組んで
いきたいと考えています。

工藤：なるほど。今はムダに思えるけれど、「いつか
は収益に跳ね返るかもしれない」という予感はあり
ますか？
榊田：そうでなくてはならないと思っています。サ
ステナブルな地域づくりが経済に連動するのが、21
世紀のインパクト志向のコミュニティだと考えてい
ますから。ただ、時間はかかるでしょう。長い目で、
地域の人のつながりと事業の再構築に取り組みたい
と考えています。
片岡：横浜銀行では、2016 年度に事業性評価を開始
し、2019年度から地域での SDGsの浸透を目的とし
た「SDGs フレンズローン」を皮切りに、2021年度
には国際原則を踏まえたフレームワーク型のサステ
ナビリティ･リンク･ローンなどを導入して、サステ
ナブルファイナンスを高度化してきました。しかし、
経済的価値と社会的価値を両立させるには、ファ
イナンスだけでは不十分ではないかという反省のも
と、2022年度以降に総合企画部･営業戦略部･ソ
リューション営業部、それぞれにサステナビリティ
領域の専任を設置しました。また、法人のお客さまを、
①電力･石炭･石油ガスのセクター、②神奈川に多い
自動車･部品、金属･鉱業のセクター、③それ以外、の
3 つのセクターに分けてエンゲージメント戦略を立
て、脱炭素経営を実現するための対話を進めていま
す。実際に、世代交代が進む小規模な企業の中からも、
課題解決に向けた具体的な取り組みを始める会社が
現れています。
工藤：社内では、サステナビリティやインパクトの
取り組みにどんな反応がありますか？
片岡：学校教育の影響があるのかもしれませんが、
若手ほど社会貢献や環境課題解決への意欲が高いよ
うに思います。「社会的価値あってこそ経済的価値が
ある」と当たり前のように考える人が増えていて、
とても頼もしいですね。榊田さんのお言葉にあった
ように、むしろ経営層や中間層のほうが、もっと長
期的な視野を持つ必要があるのかもしれません。
笠原：同感ですね。当社では、前述のSDGsコンサ
ルティングを担当したいと手を挙げる若手がとても
多いんです。課題解決やインパクトファイナンスを
通じて社会の役に立つことが、やりがいにつながる
のでしょう。
榊田：職員 1 人 1 人が熱意を持ってお客さまに向き
合える環境をつくらなければなりませんね。そのた
めに、立場を超えて徹底的に対話する「対話型経営」
を心掛け、全員が主体的･自律的に仕事をつくれるよ

>> インパクト推進は企業の存在意義に通じる

司会･小笠原由佳（以下、小笠原）：インパクト志向
金融宣言（以下、宣言）発足から 2 年ほどの間に、
インパクトファイナンスの市場や認知が拡大し、ま
た国の政策にも組み込まれるなど、状況は大きく変
化しています。多くの金融機関がグリーンボンドや
ソーシャルローンなどを扱うようになり、リスク低
減からインパクト創出へと移行する動きを見せてい
ます。そこでまずお伺いしたいのは、金融機関にとっ
て、CSR ではなく本業を通じてインパクト推進に取
り組む意義は何かということです。
木原正裕氏（以下、木原）：当グループにとって、イ
ンパクト推進の取り組みはある意味必然といえるも
のです。みずほの源流の 1 つ、第一国立銀行が渋沢
栄一らによって設立されてから、昨年で 150 周年を
迎えました。渋沢は「公益」を第一に掲げて日本の
殖産興業に尽くした人物です。その意志を受け継ぎ、
企業の基本理念を「フェアでオープンな立場から、
時代の先を読み、お客さま、経済・社会、そして社員
の〈豊かな実り〉を実現する。」としました。2024 年
5月にはグループ 7 社で「インパクトビジネスの羅
針盤」を公表しています。これからの企業は、経済
的価値だけを追求していては評価されません。しっ
かりと社会的価値を創出していくことが使命だと考
えています。

隅野俊亮氏（以下、隅野）：1902年に第一生命を創業
した矢野恒太の言葉に「世間の人が喜ぶか、なくて
もよいと思うかを考えよ」というものがあります。
以来 120 年余り、当社ではこの言葉を判断基準とし
て投融資を行ってきました。社会課題の解決に資す
る企業こそが、長期的･持続的に企業価値を向上させ
るという信念があったからです。われわれは、まだ
インパクト投資という言葉がない時代から、インパ
クト投資に相当する実践を重ねてきたと自負してい
ます。ですから、この宣言の主旨はまさに当社の方
向性と合致するものでした。
小笠原：第一生命様には、2020年に立ち上げた宣言
の起草委員会からご参加いただき、大変なご尽力を
いただきました。
隅野：生命保険は、加入してくださったお客さまに
その場で便益を感じていただける商品ではなく、最
終的にはご自身が亡くなったときに次世代に財産を
引き継ぐことを目的としています。その意味で、当
社の最大のステークホルダーは将来世代だといえま
す。資産運用も、未来の人々が喜ぶようにしなけれ
ばなりません。先般、2029年度末までの当社の投融
資額目標を、サステナビリティ･テーマ型投融資 5兆
円、環境･気候変動ソリューション投融資 2.5 兆円と
定めました。この目標金額は、前者は SDGsを達成
するため、後者はネットゼロを達成するために必要
と推計される 2030年までの民間資金額に、PRI 署名

金融機関の運用資産総額に占める当社の運用資産額
の割合を乗じた金額に基づき設定しました。つまり、
世界全体の目標額から逆算して自らの目標額を決め
たわけです。ただ、これはあくまで「量」の問題に
過ぎません。インパクトの「質」については経営層
として引き続きしっかり探求し、コミットしていか
なければならないと考えています。
小笠原：りそな様も、宣言発足と同時にご署名くだ
さいました。
南昌宏氏（以下、南）：2003 年以来の「りそな改革」
を牽引した故･細谷英二元会長は「企業は、お客さま
や市場に価値を提供するのが存在理由」という言葉
を遺しました。その精神は宣言の主旨にも通じると
思いましたから、迷いなく参画した次第です。りそ
なは、源流をたどれば 100 年を超える、リテール特
化の歴史を持つ金融グループです。そこでわれわれ
は、中小企業や個人の観点からインパクトを考えた
いと思います。潤沢なリソースを持つ大企業と異な
り、中小企業にとって、SXの急激な潮流への対応は
非常に難しいのが現実です。しかし、日本企業の
99％超が中小企業で、雇用の7 割･付加価値生産額の
53％以上を占めていることを考えれば、時代の流れ
から取り残すわけにはいきません。現在、お付き合
いいただいている50万社の 1社 1 社と対話を重ねな
がら、各社のSX実現に向けて努力を続けているとこ
ろです。そのためにも、まずわれわれがSXやインパ
クトについての造詣を深め、自ら取り組まなければ
ならないと考えています。

>> 金融機関が連携してインパクトを進める力に

小笠原：宣言では昨年中期計画を策定し、2025 年度
に向けてさらに安定的な運営体制を整えようとして
いるところです。今後は各分科会の活動に加えて、
分科会間の連携にも力を入れる予定です。そこで、
皆さまがインパクトの取り組みにおいてどんなこと
を課題としておられるか、宣言にどんな役割を期待
するかをご教示ください。
南：当社は 2021 年以来、お客さまとの対面による 6
万件超のアンケートを蓄積してきました。そこから
分かったのは、数年前と比べて、中小企業の皆さま
の意識が大きく変化しているということです。イン
パクトの重要性、事業において取り組む必要性につ
いての理解は広がっています。私自身、この変化は
いつか大きなムーブメントになると確信しています。

ただ、それは一朝一夕には起こらないし、強い逆風
を受けるお客さまを出さないようにしなければなり
ません。当社としては、お客さまそれぞれの機会と
リスクを考え、1歩目を踏み出すサポートをすること
が重要だと考えています。とはいえ 1 社では限界が
ありますから、宣言のプラットフォームを通じて取
り組みを増やし、産学官金の連携を強化して、日本
全体の総力戦でSXの実現を目指せればいいと考えて
います。
小笠原：宣言でも地域金融機関の署名が増えて、中
小企業の意識改革や行動変容に向けた議論が活発化
しています。
隅野：宣言の活動は参加者が主体となる「自走」段階
に入りましたね。当社は宣言以外にも、気候変動や
スチュワードシップ、ガバナンスに関する様々なイ
ニシアチブに参加していますが、この宣言について
は、PRI、21世紀金融行動原則と並ぶ「原則」のカ
テゴリーに位置付けて重視しています。一方で、そ
ろそろイニシアチブ相互の連携や協働を促したほう
がいいのではないかとも考えています。宣言はそれ
が可能な立ち位置にあるのではないでしょうか。金
融業界全体のムーブメントにつなげていくことに期
待しています。
木原：私は、2001 年に設立された日本ローン債権市
場協会で事務局長を務めたことがあります。これは、
日本にシンジケートローン市場を導入し、普及しよ
うとする金融機関の集まりです。金融機関と事業会
社の双方への啓蒙活動や標準契約書の策定などを行
いました。設立から 20年以上経った今、シンジケー
トローンは大企業だけでなく、中小企業にも広まっ
ています。その経験を踏まえて申し上げるなら、ま
だ黎明期にあるインパクト金融において、宣言を通
じた金融機関同士の連携や事例の共有には大きな効
果があると見ています。
小笠原：先例をご紹介いただいて、大変心強く感じ

ます。宣言でも若手を中心に、現場の実感に根ざし
た議論が行われているところです。
木原：今後の課題としては、金融機関が投資先のお
客さまとともにインパクト創出に取り組む「共創」
が重要になると考えています。当社では「価値共創
投資」「トランジション出資枠」を設け、自らもリス
クを取りながら、環境･社会課題解決に取り組むお客
さまの新規事業や技術実証を支援しています。もっ
とも、現実問題として、社会的価値と経済的価値の
両立は容易なことではありません。宣言の活動を通
じて、社会的価値を経済的価値に転換し、さらに企
業価値向上につなげるための道筋を探れるといいで
すね。そのことこそが、インパクトファイナンスの
最大の推進力になるのではないでしょうか。

>> インパクトと経済的価値の相関を示す必要

小笠原：今年 6 月に閣議決定された「新しい資本主
義のグランドデザイン及び実行計画 2024年改訂版」
で、GPIF などの公的アセットオーナーの投資につい
て「インパクトを含む非財務的要素の考慮は他事考
慮に当たらない」という方針が打ち出されました。
従来「公的年金は受託者責任の観点から、他事考慮
に当たるインパクト投資はできない」と考えられて
いましたから、これは大きな転換ではないかと注目
されています。アセットオーナーのお立場から、隅
野様はどう見ておられますか。
隅野：公的年金がインパクト投資に参入できるよう
になったのは非常に喜ばしいことです。ただ、アセッ
トオーナーにとっては、最終受益者へのリターンが
最重要事項であることもまた事実です。当社では責
任投資の目的を「『中長期的な投資リターンの獲得』
と『社会の持続可能性向上』の両立」としていますが、
そのどちらにウェイトを置くかは難しい問題です。
以前大学生向けに「あなたが投資するならどちらを
重視しますか？」と尋ね、「リターンと持続可能性の
両立」と答えた人に、重ねて「あえてどちらかを選
ぶなら？」と問うたところ、全員が「リターン」と
回答しました。サンプル数の少ないアンケートです
が、示唆するところは大きいと思います。最終受益
者の意向なくして、アセットオーナーのインパクト
投資もありません。一方で、冒頭に申し上げた通り、
当社のステークホルダーは将来世代ですから、社会
課題を放棄するわけにはいかないのです。このジレ
ンマを解決するには、木原さんもおっしゃった通り、

インパクトがリターンにつながることを、定量的に
検証し続け、客観的に証明するしかないでしょう。
小笠原：宣言においても、9 月に「インパクト志向
企業価値向上アライアンス」を立ち上げ、インパク
トと企業価値の相関について研究を始めたところで
す。簡単に答えは出ないでしょうが、粘り強く進め
たいと考えています。他方で、近年国際的に「手段
的 IFSI（Instrumental IFSI：investing for sustain-
ability impact）」という概念が議論されています。
社会のシステムや市場全体が生みだす「システムレ
ベル･リスク」を低減することで、中長期的に安定し
たリターンが得られるという考え方です。南様は、
日本におけるシステムレベル･リスクは何だとお考え
になりますか？
南：   1 つ考えられるのは、人口減少です。2050年には
47 都道府県のうち 11 県で人口が 3 割以上減少する
という予測があります。高齢化も深刻で、25 道県で
65歳以上人口が 4 割を超えると試算されています。
この急激な変化をいかに緩和し、長期的に歯止めを
かけるかは、国から個人まで、あらゆるレベルで広く
共有しなければならない課題でしょう。その上で、
当社はマテリアリティの筆頭に「地域経済の活性化」
を掲げています。1 企業として、自治体やお客さま
企業とともに地域課題に取り組んできました。ただ、
マクロ的･長期的視点に立てば、まだまだ足りないと
ころは大きい。宣言の活動や産学官金の連携を通じ
て、新しい価値創造、新しい循環構造をつくる道筋を
ともに探すべく、微力を尽くしたいと考えています。
小笠原：今年 5 月に設立されたインパクトコンソー
シアムには、金融機関だけでなく、企業や地方自治
体をはじめとした多様なアクターが参加しています。
今後、金融界が果たすべき役割は何でしょうか。
木原：当社は 23年 4月に「ともに挑む。ともに実る。」
というパーパスを定めました。この「ともに」がキー
ワードだと思っています。金融機関の大きな強みは、
まさにお取引先をはじめとした多様なアクターと深
いつながりがあることでしょう。様々な立場におけ
るニーズや課題を把握し、相互につなぎ合わせなが
ら共創していくことがわれわれの使命です。先ほど
システムレベル･リスクが話題に上りました。例えば、
いくら電気自動車が普及しても、そのエネルギーが
化石燃料由来では意味がありません。いかにして産
業構造全体のグランドデザインを変革していくか、
その議論の真ん中に立って推進していくのが、金融
機関の役割ではないでしょうか。

>> 地域金融機関のあり方が地域の未来を左右する

司会･工藤七子（以下、工藤）：2014 年に政府が「地
方創生」を打ち出してから 10 年が経ちました。6 月
に公表された振り返りでは「地域によっては一定の
成果があるものの、国全体では人口減少や東京一極
集中などの流れを変えるに至っていない」と、地方
の厳しい現状を重く捉えています。そこで今回は、
地域金融機関の皆さまにお集まりいただき、地域課
題と地域金融機関の役割についてお伺いします。お
のおのの地域特性によって課題も異なると思います
が、横浜銀行様の地元ではいかがでしょうか？
片岡達也氏（以下、片岡）：明治維新後、神奈川県に
はピーク時で64の銀行がありました。しかし、2つの
世界大戦や関東大震災があり、「一県一行主義」が提
唱されて、1945 年には当行が県内に本店を置く唯一
の銀行となりました。現在は神奈川銀行･東日本銀行
とともに、コンコルディア･フィナンシャルグループ
を形成しています。地域金融機関の最大の存在意義
は、地域経済の成長にあります。よく「神奈川はま
だ人口が減らないから良いですね」と言われますが、
東京に近い川崎･横浜と、観光資源は充実しているも
のの人口減少に悩む三浦半島や箱根･小田原などとで
は、全く事情が異なります。お客さまが抱える経営
課題もそれぞれですから、われわれも、地域毎に戦
略を変えて取り組んでいるところです。
工藤：地域の持続可能性がすなわち自社の持続可能

性でもある、というのは地域金融機関の本質といえ
そうですね。
片岡：一方で、社会全体の変化も見なければなりま
せん。ここ 5 年ほどで感じるのは、特に若い世代に
おける社会･環境課題に対する意識の高まりです。一
例ですが、当行が実施している小学校のお金に関す
る授業で、横浜銀行のキャラクター「はまペン」の
貯金箱をプレゼントしたら、ある児童から「これは
何でできているのですか」と尋ねられました。そし
て「石油からつくられたものなら、僕はいりません」
と言われたことを踏まえ、以後、貯金箱の素材を植
物由来の樹脂に変更したという経緯があります。
笠原慶久氏（以下、笠原）：環境･社会課題、サステ
ナビリティは大きな共通課題ですね。帝国データバ
ンクの調査（2024 年 4 月）によれば、肥後銀行は、
熊本県に本店を置く企業の58.8％がメインバンクと
認識する、典型的な第一地方銀行です。熊本県は全
国平均より早く人口減少が進んでいるうえ、独自の
課題として 2016 年の熊本地震、2020 年の豪雨被害
からの復興があります。他方で、台湾の半導体企業
TSMCの進出により、ここ10年で11兆2000億円（九
州フィナンシャルグループの試算による）の経済波
及効果が見込まれています。ただ、ここにも交通渋
滞や地価高騰、人手不足といった課題が伴っていま
す。私はかねがね「地域にどのような地銀があるか
によって、その地域の未来が変わる」と考えています。
そこで九州フィナンシャルグループでは、パーパス
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とビジョンからあえて「金融」という言葉を外しま
した。金融の枠組みを超えて地域課題を解決し、「意
志のある未来」を創造していきたいと考えています。
工藤：「意志」という言葉は、インパクト投資におけ
る重要な概念「インテンショナリティ」に当たりま
すね。金融機関が自ら未来のビジョンを描くことが
ポイントになるのでしょうか。
榊田隆之氏（以下、榊田）：当社は 1971年に「コミュ
ニティ･バンク」を宣言し、昨年創立100周年を迎え
たのを機に、ブランドネームを「コミュニティ・バ
ンク京信」としました。今や経済は低成長に転じ、
人口が減り、一方で社会や環境への意識が高まるな
ど、パラダイムシフトが同時多発的に起きています。
これを受けて、金融の仕事も変わらなければなりま
せん。ただお金を融通するだけではなく、地域課題、
経営課題、暮らしの課題の解決に当たるのが、地域
金融機関の存在意義ではないでしょうか。事業のゴー
ルを業績優先から顧客本位に改め、お客さまから心
から「ありがとう」と言っていただける仕事をする。
その感謝の言葉こそが、職員にとって最高の勲章で
あり、モチベーションの源泉になる。そんなポジティ
ブな循環を回していきたいと思っています。そのた
めに当社は、9年前に営業ノルマを廃止しました。人
事考課も、トップダウンから相互評価に変更してい
ます。制度の変更だけでなく、日ごろからお互いを
思いやれるような社内風土を醸成していかなければ
ならないと考えています。

>> 金融の枠を超えて地域の課題解決、価値共創を

工藤：おのおの、具体的にどんな取り組みをなさっ
ているか、ご紹介いただけますか。
笠原：金融の枠組みを超えた「地域価値共創事業」
の一環として、2020 年 4 月から国際標準のフレーム

ワーク「SDGコンパス」に則った SDGs コンサルティ
ングを行っています。ご支援した企業は、すでに
300 社を超えました。この事業を通じて分かったこ
との 1 つに「CO₂排出量算定に必要なリソースが足
りない」という課題がありました。そこで、オリジナ
ルの算定システム「炭削くん」を開発し、今年 1 月
から月額2200円で提供しています。県内企業を中心
に、すでに 2300社に導入いただいており、今後は全
国の金融機関と提携して普及させていく計画です。
また、同じく今年1月に、100％子会社として再生可
能エネルギー事業を行うKSエナジーを立ち上げまし
た。10 月には熊本空港に、子どもたちが SDGsを学
べる「くまもとSDGs ミライパーク」をプレオープ
ンします。グランドオープンは来年 4 月を予定して
います。
榊田：金融機関が言うのもなんですが、これからの
時代はお金ではなく共感でつながる関係を築くこと
が大事です。そのきっかけをつくる場として、2020年
11 月に「QUESTION」という施設をオープンしまし
た。河原町支店の建て替えを機に「21世紀の金融機
関のあるべき姿」を具現化しようと、0 からコンセ
プトを練り上げてつくったものです。従来は 1 階に
あった金融窓口を 6階に上げ、1 階は交流の場として
のカフェ＆バーとチャレンジスペースにしました。
2階以上にはコワーキングスペースや中高生･大学生
が使えるラボ、コミュニティキッチンなどがありま
す。多様な人々が集まって地域の「問い」を解決す
る場を目指しています。今後は全店舗をこうした考
え方で運営していく計画で、大津市の膳所支店を皮
切りに「窓口業務は午前中のみ」「午後はコミュニティ
マネージャーとして地域の課題解決に当たる」とい
う営業方針に切り替えているところです。来春から
は全 95店舗のうち 47店舗に導入する予定です。
工藤：金融機関の職員が、直接、地域に入って課題
解決に取り組んでいるわけですね。これまでに何か
いい変化が生まれた事例はありますか？
榊田：膳所支店では、商店街の自治会長や小学校の
校長先生といった地域のリーダーをはじめ、課題意
識を持つ老若男女が集まって、地域活性化に役立つ
事業を誘致する融資の審査を始めています。金融で
はなく地域の視点で融資を決めるわけです。ほか、
例えば小学校でコミュニティ活動をしたくても、運
営の人手が足りないので、代わりに私たちがお節介
を焼いたりしています。時間を惜しまず、ムダなこ
とばっかりやってます。

うな「分散型組織」を目指しています。

>> 官民、業界、地域を超えた連携のハブになる

工藤：地域課題は、金融機関が単独で解決できるも
のではないでしょうが、他方で、地域金融機関は
地域の経済全体を俯瞰できるポジションにあるとも
思います。そのお立場から、課題解決のために必要
なパートナーシップについての展望をお伺いできま
すか。
片岡：われわれが今、取り組んでいる 1 つは自治体
との連携です。神奈川県内の大小の自治体にご参加
いただいて「地域脱炭素プラットフォーム」を発足し、
大学や研究機関とも連携して調査研究や事例共有を
行っています。また、特に重点を置く自動車業界に
ついては、他県の地方銀行や神奈川県自動車部品サ
プライヤー連絡協議会とも連携を図っています。こ
うした連携のハブの役割を果たすことが、地域金融
機関に求められているのではないでしょうか。
榊田：キーワードは「共創」だと考えています。当
社は龍谷大学と大阪ガス都市開発との共同プロジェ
クトで、京都駅前に「共創HUB京都」を建設しよう
としています。ここは、大企業、中小企業、スター
トアップ、学生、行政が境界を越えて縦横無尽につ
ながる場所です。施設の特徴は、8 階建てのうちの
5～8 階を学生寮･賃貸マンションにすることで、こ
こに暮らす「レジデンスメンバー」がコミュニティ
マネージャーとなって課題解決プロジェクトの運営
に当たります。当社もここに何名か職員を住まわせ
る計画です。2027年度中の開業を目指しています。
笠原： SDGsの17番目の目標が「パートナーシップ」
ですよね。やはり、産官学金が連携して課題に取り
組むことが大事です。なおかつ、環境に県境はあり
ませんから、他県の地方銀行との協働も必要だと思
います。九州では、2020 年 1 月に 4 行で「中･南九
州の地域循環共生圏に関する連携協定」を、2024 年
1月には 13 行で「『新生シリコンアイランド九州』の
実現に向けた九州･沖縄地銀連携協定」を結びました。
こうした連携を通して、今後はさらに、対症療法的
な課題解決に留まらない、より根本的な課題解決を
目指して、サステナブルな社会の構築に取り組んで
いきたいと考えています。

工藤：なるほど。今はムダに思えるけれど、「いつか
は収益に跳ね返るかもしれない」という予感はあり
ますか？
榊田：そうでなくてはならないと思っています。サ
ステナブルな地域づくりが経済に連動するのが、21
世紀のインパクト志向のコミュニティだと考えてい
ますから。ただ、時間はかかるでしょう。長い目で、
地域の人のつながりと事業の再構築に取り組みたい
と考えています。
片岡：横浜銀行では、2016 年度に事業性評価を開始
し、2019年度から地域での SDGsの浸透を目的とし
た「SDGs フレンズローン」を皮切りに、2021年度
には国際原則を踏まえたフレームワーク型のサステ
ナビリティ･リンク･ローンなどを導入して、サステ
ナブルファイナンスを高度化してきました。しかし、
経済的価値と社会的価値を両立させるには、ファ
イナンスだけでは不十分ではないかという反省のも
と、2022年度以降に総合企画部･営業戦略部･ソ
リューション営業部、それぞれにサステナビリティ
領域の専任を設置しました。また、法人のお客さまを、
①電力･石炭･石油ガスのセクター、②神奈川に多い
自動車･部品、金属･鉱業のセクター、③それ以外、の
3 つのセクターに分けてエンゲージメント戦略を立
て、脱炭素経営を実現するための対話を進めていま
す。実際に、世代交代が進む小規模な企業の中からも、
課題解決に向けた具体的な取り組みを始める会社が
現れています。
工藤：社内では、サステナビリティやインパクトの
取り組みにどんな反応がありますか？
片岡：学校教育の影響があるのかもしれませんが、
若手ほど社会貢献や環境課題解決への意欲が高いよ
うに思います。「社会的価値あってこそ経済的価値が
ある」と当たり前のように考える人が増えていて、
とても頼もしいですね。榊田さんのお言葉にあった
ように、むしろ経営層や中間層のほうが、もっと長
期的な視野を持つ必要があるのかもしれません。
笠原：同感ですね。当社では、前述のSDGsコンサ
ルティングを担当したいと手を挙げる若手がとても
多いんです。課題解決やインパクトファイナンスを
通じて社会の役に立つことが、やりがいにつながる
のでしょう。
榊田：職員 1 人 1 人が熱意を持ってお客さまに向き
合える環境をつくらなければなりませんね。そのた
めに、立場を超えて徹底的に対話する「対話型経営」
を心掛け、全員が主体的･自律的に仕事をつくれるよ

>> インパクト推進は企業の存在意義に通じる

司会･小笠原由佳（以下、小笠原）：インパクト志向
金融宣言（以下、宣言）発足から 2 年ほどの間に、
インパクトファイナンスの市場や認知が拡大し、ま
た国の政策にも組み込まれるなど、状況は大きく変
化しています。多くの金融機関がグリーンボンドや
ソーシャルローンなどを扱うようになり、リスク低
減からインパクト創出へと移行する動きを見せてい
ます。そこでまずお伺いしたいのは、金融機関にとっ
て、CSR ではなく本業を通じてインパクト推進に取
り組む意義は何かということです。
木原正裕氏（以下、木原）：当グループにとって、イ
ンパクト推進の取り組みはある意味必然といえるも
のです。みずほの源流の 1 つ、第一国立銀行が渋沢
栄一らによって設立されてから、昨年で 150 周年を
迎えました。渋沢は「公益」を第一に掲げて日本の
殖産興業に尽くした人物です。その意志を受け継ぎ、
企業の基本理念を「フェアでオープンな立場から、
時代の先を読み、お客さま、経済・社会、そして社員
の〈豊かな実り〉を実現する。」としました。2024 年
5月にはグループ 7 社で「インパクトビジネスの羅
針盤」を公表しています。これからの企業は、経済
的価値だけを追求していては評価されません。しっ
かりと社会的価値を創出していくことが使命だと考
えています。

隅野俊亮氏（以下、隅野）：1902年に第一生命を創業
した矢野恒太の言葉に「世間の人が喜ぶか、なくて
もよいと思うかを考えよ」というものがあります。
以来 120 年余り、当社ではこの言葉を判断基準とし
て投融資を行ってきました。社会課題の解決に資す
る企業こそが、長期的･持続的に企業価値を向上させ
るという信念があったからです。われわれは、まだ
インパクト投資という言葉がない時代から、インパ
クト投資に相当する実践を重ねてきたと自負してい
ます。ですから、この宣言の主旨はまさに当社の方
向性と合致するものでした。
小笠原：第一生命様には、2020年に立ち上げた宣言
の起草委員会からご参加いただき、大変なご尽力を
いただきました。
隅野：生命保険は、加入してくださったお客さまに
その場で便益を感じていただける商品ではなく、最
終的にはご自身が亡くなったときに次世代に財産を
引き継ぐことを目的としています。その意味で、当
社の最大のステークホルダーは将来世代だといえま
す。資産運用も、未来の人々が喜ぶようにしなけれ
ばなりません。先般、2029年度末までの当社の投融
資額目標を、サステナビリティ･テーマ型投融資 5兆
円、環境･気候変動ソリューション投融資 2.5 兆円と
定めました。この目標金額は、前者は SDGsを達成
するため、後者はネットゼロを達成するために必要
と推計される 2030年までの民間資金額に、PRI 署名

金融機関の運用資産総額に占める当社の運用資産額
の割合を乗じた金額に基づき設定しました。つまり、
世界全体の目標額から逆算して自らの目標額を決め
たわけです。ただ、これはあくまで「量」の問題に
過ぎません。インパクトの「質」については経営層
として引き続きしっかり探求し、コミットしていか
なければならないと考えています。
小笠原：りそな様も、宣言発足と同時にご署名くだ
さいました。
南昌宏氏（以下、南）：2003 年以来の「りそな改革」
を牽引した故･細谷英二元会長は「企業は、お客さま
や市場に価値を提供するのが存在理由」という言葉
を遺しました。その精神は宣言の主旨にも通じると
思いましたから、迷いなく参画した次第です。りそ
なは、源流をたどれば 100 年を超える、リテール特
化の歴史を持つ金融グループです。そこでわれわれ
は、中小企業や個人の観点からインパクトを考えた
いと思います。潤沢なリソースを持つ大企業と異な
り、中小企業にとって、SXの急激な潮流への対応は
非常に難しいのが現実です。しかし、日本企業の
99％超が中小企業で、雇用の7 割･付加価値生産額の
53％以上を占めていることを考えれば、時代の流れ
から取り残すわけにはいきません。現在、お付き合
いいただいている50万社の 1社 1 社と対話を重ねな
がら、各社のSX実現に向けて努力を続けているとこ
ろです。そのためにも、まずわれわれがSXやインパ
クトについての造詣を深め、自ら取り組まなければ
ならないと考えています。

>> 金融機関が連携してインパクトを進める力に

小笠原：宣言では昨年中期計画を策定し、2025 年度
に向けてさらに安定的な運営体制を整えようとして
いるところです。今後は各分科会の活動に加えて、
分科会間の連携にも力を入れる予定です。そこで、
皆さまがインパクトの取り組みにおいてどんなこと
を課題としておられるか、宣言にどんな役割を期待
するかをご教示ください。
南：当社は 2021 年以来、お客さまとの対面による 6
万件超のアンケートを蓄積してきました。そこから
分かったのは、数年前と比べて、中小企業の皆さま
の意識が大きく変化しているということです。イン
パクトの重要性、事業において取り組む必要性につ
いての理解は広がっています。私自身、この変化は
いつか大きなムーブメントになると確信しています。

ただ、それは一朝一夕には起こらないし、強い逆風
を受けるお客さまを出さないようにしなければなり
ません。当社としては、お客さまそれぞれの機会と
リスクを考え、1歩目を踏み出すサポートをすること
が重要だと考えています。とはいえ 1 社では限界が
ありますから、宣言のプラットフォームを通じて取
り組みを増やし、産学官金の連携を強化して、日本
全体の総力戦でSXの実現を目指せればいいと考えて
います。
小笠原：宣言でも地域金融機関の署名が増えて、中
小企業の意識改革や行動変容に向けた議論が活発化
しています。
隅野：宣言の活動は参加者が主体となる「自走」段階
に入りましたね。当社は宣言以外にも、気候変動や
スチュワードシップ、ガバナンスに関する様々なイ
ニシアチブに参加していますが、この宣言について
は、PRI、21世紀金融行動原則と並ぶ「原則」のカ
テゴリーに位置付けて重視しています。一方で、そ
ろそろイニシアチブ相互の連携や協働を促したほう
がいいのではないかとも考えています。宣言はそれ
が可能な立ち位置にあるのではないでしょうか。金
融業界全体のムーブメントにつなげていくことに期
待しています。
木原：私は、2001 年に設立された日本ローン債権市
場協会で事務局長を務めたことがあります。これは、
日本にシンジケートローン市場を導入し、普及しよ
うとする金融機関の集まりです。金融機関と事業会
社の双方への啓蒙活動や標準契約書の策定などを行
いました。設立から 20年以上経った今、シンジケー
トローンは大企業だけでなく、中小企業にも広まっ
ています。その経験を踏まえて申し上げるなら、ま
だ黎明期にあるインパクト金融において、宣言を通
じた金融機関同士の連携や事例の共有には大きな効
果があると見ています。
小笠原：先例をご紹介いただいて、大変心強く感じ

ます。宣言でも若手を中心に、現場の実感に根ざし
た議論が行われているところです。
木原：今後の課題としては、金融機関が投資先のお
客さまとともにインパクト創出に取り組む「共創」
が重要になると考えています。当社では「価値共創
投資」「トランジション出資枠」を設け、自らもリス
クを取りながら、環境･社会課題解決に取り組むお客
さまの新規事業や技術実証を支援しています。もっ
とも、現実問題として、社会的価値と経済的価値の
両立は容易なことではありません。宣言の活動を通
じて、社会的価値を経済的価値に転換し、さらに企
業価値向上につなげるための道筋を探れるといいで
すね。そのことこそが、インパクトファイナンスの
最大の推進力になるのではないでしょうか。

>> インパクトと経済的価値の相関を示す必要

小笠原：今年 6 月に閣議決定された「新しい資本主
義のグランドデザイン及び実行計画 2024年改訂版」
で、GPIF などの公的アセットオーナーの投資につい
て「インパクトを含む非財務的要素の考慮は他事考
慮に当たらない」という方針が打ち出されました。
従来「公的年金は受託者責任の観点から、他事考慮
に当たるインパクト投資はできない」と考えられて
いましたから、これは大きな転換ではないかと注目
されています。アセットオーナーのお立場から、隅
野様はどう見ておられますか。
隅野：公的年金がインパクト投資に参入できるよう
になったのは非常に喜ばしいことです。ただ、アセッ
トオーナーにとっては、最終受益者へのリターンが
最重要事項であることもまた事実です。当社では責
任投資の目的を「『中長期的な投資リターンの獲得』
と『社会の持続可能性向上』の両立」としていますが、
そのどちらにウェイトを置くかは難しい問題です。
以前大学生向けに「あなたが投資するならどちらを
重視しますか？」と尋ね、「リターンと持続可能性の
両立」と答えた人に、重ねて「あえてどちらかを選
ぶなら？」と問うたところ、全員が「リターン」と
回答しました。サンプル数の少ないアンケートです
が、示唆するところは大きいと思います。最終受益
者の意向なくして、アセットオーナーのインパクト
投資もありません。一方で、冒頭に申し上げた通り、
当社のステークホルダーは将来世代ですから、社会
課題を放棄するわけにはいかないのです。このジレ
ンマを解決するには、木原さんもおっしゃった通り、

インパクトがリターンにつながることを、定量的に
検証し続け、客観的に証明するしかないでしょう。
小笠原：宣言においても、9 月に「インパクト志向
企業価値向上アライアンス」を立ち上げ、インパク
トと企業価値の相関について研究を始めたところで
す。簡単に答えは出ないでしょうが、粘り強く進め
たいと考えています。他方で、近年国際的に「手段
的 IFSI（Instrumental IFSI：investing for sustain-
ability impact）」という概念が議論されています。
社会のシステムや市場全体が生みだす「システムレ
ベル･リスク」を低減することで、中長期的に安定し
たリターンが得られるという考え方です。南様は、
日本におけるシステムレベル･リスクは何だとお考え
になりますか？
南：   1 つ考えられるのは、人口減少です。2050年には
47 都道府県のうち 11 県で人口が 3 割以上減少する
という予測があります。高齢化も深刻で、25 道県で
65歳以上人口が 4 割を超えると試算されています。
この急激な変化をいかに緩和し、長期的に歯止めを
かけるかは、国から個人まで、あらゆるレベルで広く
共有しなければならない課題でしょう。その上で、
当社はマテリアリティの筆頭に「地域経済の活性化」
を掲げています。1 企業として、自治体やお客さま
企業とともに地域課題に取り組んできました。ただ、
マクロ的･長期的視点に立てば、まだまだ足りないと
ころは大きい。宣言の活動や産学官金の連携を通じ
て、新しい価値創造、新しい循環構造をつくる道筋を
ともに探すべく、微力を尽くしたいと考えています。
小笠原：今年 5 月に設立されたインパクトコンソー
シアムには、金融機関だけでなく、企業や地方自治
体をはじめとした多様なアクターが参加しています。
今後、金融界が果たすべき役割は何でしょうか。
木原：当社は 23年 4月に「ともに挑む。ともに実る。」
というパーパスを定めました。この「ともに」がキー
ワードだと思っています。金融機関の大きな強みは、
まさにお取引先をはじめとした多様なアクターと深
いつながりがあることでしょう。様々な立場におけ
るニーズや課題を把握し、相互につなぎ合わせなが
ら共創していくことがわれわれの使命です。先ほど
システムレベル･リスクが話題に上りました。例えば、
いくら電気自動車が普及しても、そのエネルギーが
化石燃料由来では意味がありません。いかにして産
業構造全体のグランドデザインを変革していくか、
その議論の真ん中に立って推進していくのが、金融
機関の役割ではないでしょうか。

>> 地域金融機関のあり方が地域の未来を左右する

司会･工藤七子（以下、工藤）：2014 年に政府が「地
方創生」を打ち出してから 10 年が経ちました。6 月
に公表された振り返りでは「地域によっては一定の
成果があるものの、国全体では人口減少や東京一極
集中などの流れを変えるに至っていない」と、地方
の厳しい現状を重く捉えています。そこで今回は、
地域金融機関の皆さまにお集まりいただき、地域課
題と地域金融機関の役割についてお伺いします。お
のおのの地域特性によって課題も異なると思います
が、横浜銀行様の地元ではいかがでしょうか？
片岡達也氏（以下、片岡）：明治維新後、神奈川県に
はピーク時で64の銀行がありました。しかし、2つの
世界大戦や関東大震災があり、「一県一行主義」が提
唱されて、1945 年には当行が県内に本店を置く唯一
の銀行となりました。現在は神奈川銀行･東日本銀行
とともに、コンコルディア･フィナンシャルグループ
を形成しています。地域金融機関の最大の存在意義
は、地域経済の成長にあります。よく「神奈川はま
だ人口が減らないから良いですね」と言われますが、
東京に近い川崎･横浜と、観光資源は充実しているも
のの人口減少に悩む三浦半島や箱根･小田原などとで
は、全く事情が異なります。お客さまが抱える経営
課題もそれぞれですから、われわれも、地域毎に戦
略を変えて取り組んでいるところです。
工藤：地域の持続可能性がすなわち自社の持続可能

性でもある、というのは地域金融機関の本質といえ
そうですね。
片岡：一方で、社会全体の変化も見なければなりま
せん。ここ 5 年ほどで感じるのは、特に若い世代に
おける社会･環境課題に対する意識の高まりです。一
例ですが、当行が実施している小学校のお金に関す
る授業で、横浜銀行のキャラクター「はまペン」の
貯金箱をプレゼントしたら、ある児童から「これは
何でできているのですか」と尋ねられました。そし
て「石油からつくられたものなら、僕はいりません」
と言われたことを踏まえ、以後、貯金箱の素材を植
物由来の樹脂に変更したという経緯があります。
笠原慶久氏（以下、笠原）：環境･社会課題、サステ
ナビリティは大きな共通課題ですね。帝国データバ
ンクの調査（2024 年 4 月）によれば、肥後銀行は、
熊本県に本店を置く企業の58.8％がメインバンクと
認識する、典型的な第一地方銀行です。熊本県は全
国平均より早く人口減少が進んでいるうえ、独自の
課題として 2016 年の熊本地震、2020 年の豪雨被害
からの復興があります。他方で、台湾の半導体企業
TSMCの進出により、ここ10年で11兆2000億円（九
州フィナンシャルグループの試算による）の経済波
及効果が見込まれています。ただ、ここにも交通渋
滞や地価高騰、人手不足といった課題が伴っていま
す。私はかねがね「地域にどのような地銀があるか
によって、その地域の未来が変わる」と考えています。
そこで九州フィナンシャルグループでは、パーパス
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企画チーム･分科会はインパクト志向金融宣言における中心的な活動となり、2024 年も活発に会合やイベントを
行っています。さらに、2023 年 12 月には「融資･債券分科会」が、2024 年 9 月には「インパクト志向企業価値
向上アライアンス」が、新たに設置されました。また、海外での先進事例を紹介するウェビナーや、広く一般に
向けたイベントも行っています。エグゼクティブ･リーダーシップ･チーム（ELT）では3回にわたり、金融機関の
トップが語り合う機会を提供しました。

とビジョンからあえて「金融」という言葉を外しま
した。金融の枠組みを超えて地域課題を解決し、「意
志のある未来」を創造していきたいと考えています。
工藤：「意志」という言葉は、インパクト投資におけ
る重要な概念「インテンショナリティ」に当たりま
すね。金融機関が自ら未来のビジョンを描くことが
ポイントになるのでしょうか。
榊田隆之氏（以下、榊田）：当社は 1971年に「コミュ
ニティ･バンク」を宣言し、昨年創立100周年を迎え
たのを機に、ブランドネームを「コミュニティ・バ
ンク京信」としました。今や経済は低成長に転じ、
人口が減り、一方で社会や環境への意識が高まるな
ど、パラダイムシフトが同時多発的に起きています。
これを受けて、金融の仕事も変わらなければなりま
せん。ただお金を融通するだけではなく、地域課題、
経営課題、暮らしの課題の解決に当たるのが、地域
金融機関の存在意義ではないでしょうか。事業のゴー
ルを業績優先から顧客本位に改め、お客さまから心
から「ありがとう」と言っていただける仕事をする。
その感謝の言葉こそが、職員にとって最高の勲章で
あり、モチベーションの源泉になる。そんなポジティ
ブな循環を回していきたいと思っています。そのた
めに当社は、9年前に営業ノルマを廃止しました。人
事考課も、トップダウンから相互評価に変更してい
ます。制度の変更だけでなく、日ごろからお互いを
思いやれるような社内風土を醸成していかなければ
ならないと考えています。

>> 金融の枠を超えて地域の課題解決、価値共創を

工藤：おのおの、具体的にどんな取り組みをなさっ
ているか、ご紹介いただけますか。
笠原：金融の枠組みを超えた「地域価値共創事業」
の一環として、2020 年 4 月から国際標準のフレーム

ワーク「SDGコンパス」に則った SDGs コンサルティ
ングを行っています。ご支援した企業は、すでに
300 社を超えました。この事業を通じて分かったこ
との 1 つに「CO₂排出量算定に必要なリソースが足
りない」という課題がありました。そこで、オリジナ
ルの算定システム「炭削くん」を開発し、今年 1 月
から月額2200円で提供しています。県内企業を中心
に、すでに 2300社に導入いただいており、今後は全
国の金融機関と提携して普及させていく計画です。
また、同じく今年1月に、100％子会社として再生可
能エネルギー事業を行うKSエナジーを立ち上げまし
た。10 月には熊本空港に、子どもたちが SDGsを学
べる「くまもとSDGs ミライパーク」をプレオープ
ンします。グランドオープンは来年 4 月を予定して
います。
榊田：金融機関が言うのもなんですが、これからの
時代はお金ではなく共感でつながる関係を築くこと
が大事です。そのきっかけをつくる場として、2020年
11 月に「QUESTION」という施設をオープンしまし
た。河原町支店の建て替えを機に「21世紀の金融機
関のあるべき姿」を具現化しようと、0 からコンセ
プトを練り上げてつくったものです。従来は 1 階に
あった金融窓口を 6階に上げ、1 階は交流の場として
のカフェ＆バーとチャレンジスペースにしました。
2階以上にはコワーキングスペースや中高生･大学生
が使えるラボ、コミュニティキッチンなどがありま
す。多様な人々が集まって地域の「問い」を解決す
る場を目指しています。今後は全店舗をこうした考
え方で運営していく計画で、大津市の膳所支店を皮
切りに「窓口業務は午前中のみ」「午後はコミュニティ
マネージャーとして地域の課題解決に当たる」とい
う営業方針に切り替えているところです。来春から
は全 95店舗のうち 47店舗に導入する予定です。
工藤：金融機関の職員が、直接、地域に入って課題
解決に取り組んでいるわけですね。これまでに何か
いい変化が生まれた事例はありますか？
榊田：膳所支店では、商店街の自治会長や小学校の
校長先生といった地域のリーダーをはじめ、課題意
識を持つ老若男女が集まって、地域活性化に役立つ
事業を誘致する融資の審査を始めています。金融で
はなく地域の視点で融資を決めるわけです。ほか、
例えば小学校でコミュニティ活動をしたくても、運
営の人手が足りないので、代わりに私たちがお節介
を焼いたりしています。時間を惜しまず、ムダなこ
とばっかりやってます。

うな「分散型組織」を目指しています。

>> 官民、業界、地域を超えた連携のハブになる

工藤：地域課題は、金融機関が単独で解決できるも
のではないでしょうが、他方で、地域金融機関は
地域の経済全体を俯瞰できるポジションにあるとも
思います。そのお立場から、課題解決のために必要
なパートナーシップについての展望をお伺いできま
すか。
片岡：われわれが今、取り組んでいる 1 つは自治体
との連携です。神奈川県内の大小の自治体にご参加
いただいて「地域脱炭素プラットフォーム」を発足し、
大学や研究機関とも連携して調査研究や事例共有を
行っています。また、特に重点を置く自動車業界に
ついては、他県の地方銀行や神奈川県自動車部品サ
プライヤー連絡協議会とも連携を図っています。こ
うした連携のハブの役割を果たすことが、地域金融
機関に求められているのではないでしょうか。
榊田：キーワードは「共創」だと考えています。当
社は龍谷大学と大阪ガス都市開発との共同プロジェ
クトで、京都駅前に「共創HUB京都」を建設しよう
としています。ここは、大企業、中小企業、スター
トアップ、学生、行政が境界を越えて縦横無尽につ
ながる場所です。施設の特徴は、8 階建てのうちの
5～8 階を学生寮･賃貸マンションにすることで、こ
こに暮らす「レジデンスメンバー」がコミュニティ
マネージャーとなって課題解決プロジェクトの運営
に当たります。当社もここに何名か職員を住まわせ
る計画です。2027年度中の開業を目指しています。
笠原： SDGsの17番目の目標が「パートナーシップ」
ですよね。やはり、産官学金が連携して課題に取り
組むことが大事です。なおかつ、環境に県境はあり
ませんから、他県の地方銀行との協働も必要だと思
います。九州では、2020 年 1 月に 4 行で「中･南九
州の地域循環共生圏に関する連携協定」を、2024 年
1月には 13 行で「『新生シリコンアイランド九州』の
実現に向けた九州･沖縄地銀連携協定」を結びました。
こうした連携を通して、今後はさらに、対症療法的
な課題解決に留まらない、より根本的な課題解決を
目指して、サステナブルな社会の構築に取り組んで
いきたいと考えています。

工藤：なるほど。今はムダに思えるけれど、「いつか
は収益に跳ね返るかもしれない」という予感はあり
ますか？
榊田：そうでなくてはならないと思っています。サ
ステナブルな地域づくりが経済に連動するのが、21
世紀のインパクト志向のコミュニティだと考えてい
ますから。ただ、時間はかかるでしょう。長い目で、
地域の人のつながりと事業の再構築に取り組みたい
と考えています。
片岡：横浜銀行では、2016 年度に事業性評価を開始
し、2019年度から地域での SDGsの浸透を目的とし
た「SDGs フレンズローン」を皮切りに、2021年度
には国際原則を踏まえたフレームワーク型のサステ
ナビリティ･リンク･ローンなどを導入して、サステ
ナブルファイナンスを高度化してきました。しかし、
経済的価値と社会的価値を両立させるには、ファ
イナンスだけでは不十分ではないかという反省のも
と、2022年度以降に総合企画部･営業戦略部･ソ
リューション営業部、それぞれにサステナビリティ
領域の専任を設置しました。また、法人のお客さまを、
①電力･石炭･石油ガスのセクター、②神奈川に多い
自動車･部品、金属･鉱業のセクター、③それ以外、の
3 つのセクターに分けてエンゲージメント戦略を立
て、脱炭素経営を実現するための対話を進めていま
す。実際に、世代交代が進む小規模な企業の中からも、
課題解決に向けた具体的な取り組みを始める会社が
現れています。
工藤：社内では、サステナビリティやインパクトの
取り組みにどんな反応がありますか？
片岡：学校教育の影響があるのかもしれませんが、
若手ほど社会貢献や環境課題解決への意欲が高いよ
うに思います。「社会的価値あってこそ経済的価値が
ある」と当たり前のように考える人が増えていて、
とても頼もしいですね。榊田さんのお言葉にあった
ように、むしろ経営層や中間層のほうが、もっと長
期的な視野を持つ必要があるのかもしれません。
笠原：同感ですね。当社では、前述のSDGsコンサ
ルティングを担当したいと手を挙げる若手がとても
多いんです。課題解決やインパクトファイナンスを
通じて社会の役に立つことが、やりがいにつながる
のでしょう。
榊田：職員 1 人 1 人が熱意を持ってお客さまに向き
合える環境をつくらなければなりませんね。そのた
めに、立場を超えて徹底的に対話する「対話型経営」
を心掛け、全員が主体的･自律的に仕事をつくれるよ

>> 地域金融機関のあり方が地域の未来を左右する

司会･工藤七子（以下、工藤）：2014 年に政府が「地
方創生」を打ち出してから 10 年が経ちました。6 月
に公表された振り返りでは「地域によっては一定の
成果があるものの、国全体では人口減少や東京一極
集中などの流れを変えるに至っていない」と、地方
の厳しい現状を重く捉えています。そこで今回は、
地域金融機関の皆さまにお集まりいただき、地域課
題と地域金融機関の役割についてお伺いします。お
のおのの地域特性によって課題も異なると思います
が、横浜銀行様の地元ではいかがでしょうか？
片岡達也氏（以下、片岡）：明治維新後、神奈川県に
はピーク時で64の銀行がありました。しかし、2つの
世界大戦や関東大震災があり、「一県一行主義」が提
唱されて、1945 年には当行が県内に本店を置く唯一
の銀行となりました。現在は神奈川銀行･東日本銀行
とともに、コンコルディア･フィナンシャルグループ
を形成しています。地域金融機関の最大の存在意義
は、地域経済の成長にあります。よく「神奈川はま
だ人口が減らないから良いですね」と言われますが、
東京に近い川崎･横浜と、観光資源は充実しているも
のの人口減少に悩む三浦半島や箱根･小田原などとで
は、全く事情が異なります。お客さまが抱える経営
課題もそれぞれですから、われわれも、地域毎に戦
略を変えて取り組んでいるところです。
工藤：地域の持続可能性がすなわち自社の持続可能

性でもある、というのは地域金融機関の本質といえ
そうですね。
片岡：一方で、社会全体の変化も見なければなりま
せん。ここ 5 年ほどで感じるのは、特に若い世代に
おける社会･環境課題に対する意識の高まりです。一
例ですが、当行が実施している小学校のお金に関す
る授業で、横浜銀行のキャラクター「はまペン」の
貯金箱をプレゼントしたら、ある児童から「これは
何でできているのですか」と尋ねられました。そし
て「石油からつくられたものなら、僕はいりません」
と言われたことを踏まえ、以後、貯金箱の素材を植
物由来の樹脂に変更したという経緯があります。
笠原慶久氏（以下、笠原）：環境･社会課題、サステ
ナビリティは大きな共通課題ですね。帝国データバ
ンクの調査（2024 年 4 月）によれば、肥後銀行は、
熊本県に本店を置く企業の58.8％がメインバンクと
認識する、典型的な第一地方銀行です。熊本県は全
国平均より早く人口減少が進んでいるうえ、独自の
課題として 2016 年の熊本地震、2020 年の豪雨被害
からの復興があります。他方で、台湾の半導体企業
TSMCの進出により、ここ10年で11兆2000億円（九
州フィナンシャルグループの試算による）の経済波
及効果が見込まれています。ただ、ここにも交通渋
滞や地価高騰、人手不足といった課題が伴っていま
す。私はかねがね「地域にどのような地銀があるか
によって、その地域の未来が変わる」と考えています。
そこで九州フィナンシャルグループでは、パーパス

　インパクト志向金融宣言において、署名機関のインパクトファイナンスの実績を適切に把握し発信するには、 
共通の算入基準が必要です。幅広くインパクト志向のファイナンスを算入対象として捉えつつ、インパクト創出
にかかる金融機関の意図･戦略、インパクト測定･マネジメント（IMM）などの要素の有無に関して様々な差異･グ
ラデーションがあることから、これを分類するための基準を2022年に策定し、継続性の観点から2023年、2024年
も踏襲しました。IMM の実践レベルは機関や投融資プロダクトごとに異なるため、 各機関がこの基準に従って投
資残高を分類し、本プログレスレポートで数値を公開します。定義や基準は時代に応じて変更されていくものです。
本チームは、今後も継続的な議論をリードしていきます。

インパクトファイナンスの投融資実績を適切に把握･発信するため、共通算入基準を策定

2024年における企画チーム・分科会の活動

算入基準検討チーム

　インパクト志向を持つ金融機関や企業は、IMM の理解、試験的運用から本格実施への一連の動きによって、 
IMM の実践を組織内部に定着させていくことが肝要です。本グループは、署名機関における IMM のあるべき姿
に ついて、アセットクラス、事業規模、個別案件や投融資先企業の規模等による個別性に目配りしながら整理す
ることを目的に活動しています。昨年は、横ぐしで IMMを議論するため、会議体を設置し、各分科会から代表者
が議論を重ねました。こうした活動を通じ、国内外の最新動向やベストプラクティスの共有を進めています。今
後は、日本における IMMのスタンダードづくり に向けて、署名機関の取り組みの共有を進めていきます。

IMMのあるべき姿について、共通項と個別性の双方に目配りしながら整理する

インパクト測定･マネジメント（IMM）企画チーム

　インパクトファイナンスは 20 年以上前に欧米で始まったことから、欧米には深い実践知が蓄積されています。 
そこで本チームは「海外で蓄積されている関連情報の理解」「海外ネットワークの拡大」「日本から海外への発信」
を目的に活動してきました。他の分科会と連携しながら、海外のインパクトファイナンス事例の紹介や海外プレ
イヤーを招いた勉強会を定期的に行うと共に、国際的なカンファレンスにおいてインパクト志向金融宣言として
の発信およびネットワーク強化を行っています。今年もGIIN Impact Forum にてインパクト志向金融宣言として
ネットワーキングイベントを実施したり、GIIN メンバーとの交流会を行いました。今後も国内外の最先端事例を
学び、国際的なプレイヤーや団体とつながり、将来的には、国際的なガイドライン作成やルールメイキングへの 
参加を目指します。

先行する欧米事例を理解し、海外ネットワークを拡大し、日本からも発信する
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企画チーム･分科会はインパクト志向金融宣言における中心的な活動となり、2024 年も活発に会合やイベントを
行っています。さらに、2023 年 12 月には「融資･債券分科会」が、2024 年 9 月には「インパクト志向企業価値
向上アライアンス」が、新たに設置されました。また、海外での先進事例を紹介するウェビナーや、広く一般に
向けたイベントも行っています。エグゼクティブ･リーダーシップ･チーム（ELT）では3回にわたり、金融機関の
トップが語り合う機会を提供しました。

とビジョンからあえて「金融」という言葉を外しま
した。金融の枠組みを超えて地域課題を解決し、「意
志のある未来」を創造していきたいと考えています。
工藤：「意志」という言葉は、インパクト投資におけ
る重要な概念「インテンショナリティ」に当たりま
すね。金融機関が自ら未来のビジョンを描くことが
ポイントになるのでしょうか。
榊田隆之氏（以下、榊田）：当社は 1971年に「コミュ
ニティ･バンク」を宣言し、昨年創立100周年を迎え
たのを機に、ブランドネームを「コミュニティ・バ
ンク京信」としました。今や経済は低成長に転じ、
人口が減り、一方で社会や環境への意識が高まるな
ど、パラダイムシフトが同時多発的に起きています。
これを受けて、金融の仕事も変わらなければなりま
せん。ただお金を融通するだけではなく、地域課題、
経営課題、暮らしの課題の解決に当たるのが、地域
金融機関の存在意義ではないでしょうか。事業のゴー
ルを業績優先から顧客本位に改め、お客さまから心
から「ありがとう」と言っていただける仕事をする。
その感謝の言葉こそが、職員にとって最高の勲章で
あり、モチベーションの源泉になる。そんなポジティ
ブな循環を回していきたいと思っています。そのた
めに当社は、9年前に営業ノルマを廃止しました。人
事考課も、トップダウンから相互評価に変更してい
ます。制度の変更だけでなく、日ごろからお互いを
思いやれるような社内風土を醸成していかなければ
ならないと考えています。

>> 金融の枠を超えて地域の課題解決、価値共創を

工藤：おのおの、具体的にどんな取り組みをなさっ
ているか、ご紹介いただけますか。
笠原：金融の枠組みを超えた「地域価値共創事業」
の一環として、2020 年 4 月から国際標準のフレーム

ワーク「SDGコンパス」に則った SDGs コンサルティ
ングを行っています。ご支援した企業は、すでに
300 社を超えました。この事業を通じて分かったこ
との 1 つに「CO₂排出量算定に必要なリソースが足
りない」という課題がありました。そこで、オリジナ
ルの算定システム「炭削くん」を開発し、今年 1 月
から月額2200円で提供しています。県内企業を中心
に、すでに 2300社に導入いただいており、今後は全
国の金融機関と提携して普及させていく計画です。
また、同じく今年1月に、100％子会社として再生可
能エネルギー事業を行うKSエナジーを立ち上げまし
た。10 月には熊本空港に、子どもたちが SDGsを学
べる「くまもとSDGs ミライパーク」をプレオープ
ンします。グランドオープンは来年 4 月を予定して
います。
榊田：金融機関が言うのもなんですが、これからの
時代はお金ではなく共感でつながる関係を築くこと
が大事です。そのきっかけをつくる場として、2020年
11 月に「QUESTION」という施設をオープンしまし
た。河原町支店の建て替えを機に「21世紀の金融機
関のあるべき姿」を具現化しようと、0 からコンセ
プトを練り上げてつくったものです。従来は 1 階に
あった金融窓口を 6階に上げ、1 階は交流の場として
のカフェ＆バーとチャレンジスペースにしました。
2階以上にはコワーキングスペースや中高生･大学生
が使えるラボ、コミュニティキッチンなどがありま
す。多様な人々が集まって地域の「問い」を解決す
る場を目指しています。今後は全店舗をこうした考
え方で運営していく計画で、大津市の膳所支店を皮
切りに「窓口業務は午前中のみ」「午後はコミュニティ
マネージャーとして地域の課題解決に当たる」とい
う営業方針に切り替えているところです。来春から
は全 95店舗のうち 47店舗に導入する予定です。
工藤：金融機関の職員が、直接、地域に入って課題
解決に取り組んでいるわけですね。これまでに何か
いい変化が生まれた事例はありますか？
榊田：膳所支店では、商店街の自治会長や小学校の
校長先生といった地域のリーダーをはじめ、課題意
識を持つ老若男女が集まって、地域活性化に役立つ
事業を誘致する融資の審査を始めています。金融で
はなく地域の視点で融資を決めるわけです。ほか、
例えば小学校でコミュニティ活動をしたくても、運
営の人手が足りないので、代わりに私たちがお節介
を焼いたりしています。時間を惜しまず、ムダなこ
とばっかりやってます。

うな「分散型組織」を目指しています。

>> 官民、業界、地域を超えた連携のハブになる

工藤：地域課題は、金融機関が単独で解決できるも
のではないでしょうが、他方で、地域金融機関は
地域の経済全体を俯瞰できるポジションにあるとも
思います。そのお立場から、課題解決のために必要
なパートナーシップについての展望をお伺いできま
すか。
片岡：われわれが今、取り組んでいる 1 つは自治体
との連携です。神奈川県内の大小の自治体にご参加
いただいて「地域脱炭素プラットフォーム」を発足し、
大学や研究機関とも連携して調査研究や事例共有を
行っています。また、特に重点を置く自動車業界に
ついては、他県の地方銀行や神奈川県自動車部品サ
プライヤー連絡協議会とも連携を図っています。こ
うした連携のハブの役割を果たすことが、地域金融
機関に求められているのではないでしょうか。
榊田：キーワードは「共創」だと考えています。当
社は龍谷大学と大阪ガス都市開発との共同プロジェ
クトで、京都駅前に「共創HUB京都」を建設しよう
としています。ここは、大企業、中小企業、スター
トアップ、学生、行政が境界を越えて縦横無尽につ
ながる場所です。施設の特徴は、8 階建てのうちの
5～8 階を学生寮･賃貸マンションにすることで、こ
こに暮らす「レジデンスメンバー」がコミュニティ
マネージャーとなって課題解決プロジェクトの運営
に当たります。当社もここに何名か職員を住まわせ
る計画です。2027年度中の開業を目指しています。
笠原： SDGsの17番目の目標が「パートナーシップ」
ですよね。やはり、産官学金が連携して課題に取り
組むことが大事です。なおかつ、環境に県境はあり
ませんから、他県の地方銀行との協働も必要だと思
います。九州では、2020 年 1 月に 4 行で「中･南九
州の地域循環共生圏に関する連携協定」を、2024 年
1月には 13 行で「『新生シリコンアイランド九州』の
実現に向けた九州･沖縄地銀連携協定」を結びました。
こうした連携を通して、今後はさらに、対症療法的
な課題解決に留まらない、より根本的な課題解決を
目指して、サステナブルな社会の構築に取り組んで
いきたいと考えています。

工藤：なるほど。今はムダに思えるけれど、「いつか
は収益に跳ね返るかもしれない」という予感はあり
ますか？
榊田：そうでなくてはならないと思っています。サ
ステナブルな地域づくりが経済に連動するのが、21
世紀のインパクト志向のコミュニティだと考えてい
ますから。ただ、時間はかかるでしょう。長い目で、
地域の人のつながりと事業の再構築に取り組みたい
と考えています。
片岡：横浜銀行では、2016 年度に事業性評価を開始
し、2019年度から地域での SDGsの浸透を目的とし
た「SDGs フレンズローン」を皮切りに、2021年度
には国際原則を踏まえたフレームワーク型のサステ
ナビリティ･リンク･ローンなどを導入して、サステ
ナブルファイナンスを高度化してきました。しかし、
経済的価値と社会的価値を両立させるには、ファ
イナンスだけでは不十分ではないかという反省のも
と、2022年度以降に総合企画部･営業戦略部･ソ
リューション営業部、それぞれにサステナビリティ
領域の専任を設置しました。また、法人のお客さまを、
①電力･石炭･石油ガスのセクター、②神奈川に多い
自動車･部品、金属･鉱業のセクター、③それ以外、の
3 つのセクターに分けてエンゲージメント戦略を立
て、脱炭素経営を実現するための対話を進めていま
す。実際に、世代交代が進む小規模な企業の中からも、
課題解決に向けた具体的な取り組みを始める会社が
現れています。
工藤：社内では、サステナビリティやインパクトの
取り組みにどんな反応がありますか？
片岡：学校教育の影響があるのかもしれませんが、
若手ほど社会貢献や環境課題解決への意欲が高いよ
うに思います。「社会的価値あってこそ経済的価値が
ある」と当たり前のように考える人が増えていて、
とても頼もしいですね。榊田さんのお言葉にあった
ように、むしろ経営層や中間層のほうが、もっと長
期的な視野を持つ必要があるのかもしれません。
笠原：同感ですね。当社では、前述のSDGsコンサ
ルティングを担当したいと手を挙げる若手がとても
多いんです。課題解決やインパクトファイナンスを
通じて社会の役に立つことが、やりがいにつながる
のでしょう。
榊田：職員 1 人 1 人が熱意を持ってお客さまに向き
合える環境をつくらなければなりませんね。そのた
めに、立場を超えて徹底的に対話する「対話型経営」
を心掛け、全員が主体的･自律的に仕事をつくれるよ

>> 地域金融機関のあり方が地域の未来を左右する

司会･工藤七子（以下、工藤）：2014 年に政府が「地
方創生」を打ち出してから 10 年が経ちました。6 月
に公表された振り返りでは「地域によっては一定の
成果があるものの、国全体では人口減少や東京一極
集中などの流れを変えるに至っていない」と、地方
の厳しい現状を重く捉えています。そこで今回は、
地域金融機関の皆さまにお集まりいただき、地域課
題と地域金融機関の役割についてお伺いします。お
のおのの地域特性によって課題も異なると思います
が、横浜銀行様の地元ではいかがでしょうか？
片岡達也氏（以下、片岡）：明治維新後、神奈川県に
はピーク時で64の銀行がありました。しかし、2つの
世界大戦や関東大震災があり、「一県一行主義」が提
唱されて、1945 年には当行が県内に本店を置く唯一
の銀行となりました。現在は神奈川銀行･東日本銀行
とともに、コンコルディア･フィナンシャルグループ
を形成しています。地域金融機関の最大の存在意義
は、地域経済の成長にあります。よく「神奈川はま
だ人口が減らないから良いですね」と言われますが、
東京に近い川崎･横浜と、観光資源は充実しているも
のの人口減少に悩む三浦半島や箱根･小田原などとで
は、全く事情が異なります。お客さまが抱える経営
課題もそれぞれですから、われわれも、地域毎に戦
略を変えて取り組んでいるところです。
工藤：地域の持続可能性がすなわち自社の持続可能

性でもある、というのは地域金融機関の本質といえ
そうですね。
片岡：一方で、社会全体の変化も見なければなりま
せん。ここ 5 年ほどで感じるのは、特に若い世代に
おける社会･環境課題に対する意識の高まりです。一
例ですが、当行が実施している小学校のお金に関す
る授業で、横浜銀行のキャラクター「はまペン」の
貯金箱をプレゼントしたら、ある児童から「これは
何でできているのですか」と尋ねられました。そし
て「石油からつくられたものなら、僕はいりません」
と言われたことを踏まえ、以後、貯金箱の素材を植
物由来の樹脂に変更したという経緯があります。
笠原慶久氏（以下、笠原）：環境･社会課題、サステ
ナビリティは大きな共通課題ですね。帝国データバ
ンクの調査（2024 年 4 月）によれば、肥後銀行は、
熊本県に本店を置く企業の58.8％がメインバンクと
認識する、典型的な第一地方銀行です。熊本県は全
国平均より早く人口減少が進んでいるうえ、独自の
課題として 2016 年の熊本地震、2020 年の豪雨被害
からの復興があります。他方で、台湾の半導体企業
TSMCの進出により、ここ10年で11兆2000億円（九
州フィナンシャルグループの試算による）の経済波
及効果が見込まれています。ただ、ここにも交通渋
滞や地価高騰、人手不足といった課題が伴っていま
す。私はかねがね「地域にどのような地銀があるか
によって、その地域の未来が変わる」と考えています。
そこで九州フィナンシャルグループでは、パーパス

　インパクト志向金融宣言において、署名機関のインパクトファイナンスの実績を適切に把握し発信するには、 
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2024年

企画チーム開催イベント一覧

10 月 4 - 5 日

2023年

GIIN Impact Forum にてパネルディスカッションを実施

11 月 2 日 ELT 企画第１弾（三井住友トラスト G、日本生命、大和証券）

11 月 9 日 ヨーロッパクリーンテック投資家と語る

11 月 24 日 GIIN Impact Forum 学びの共有会

11 月 28 日 米国ファンド “Palladium” と語る

2 月 19 日 上場株におけるインパクト投資の本質と企業価値（SIMI 共催）

2 月 22 日 システム・チェンジ S2G Ventures の取り組み（SIMI/SIIF 共催）

3 月 6 日 ELT 企画第２弾 （肥後銀行、アセットマネジメント One、かんぽ生命保険）

3 月 8 日 D&I 浸透に向けた女性向けネットワーキング

3 月 8 日 インパクトの ABC 分類と持続可能性の境界線の考え方（SIMI 共催）

3 月 15 日 インパクト・マネジメント実践の主流化に向けた取り組み（SIMI 共催）

3月 28日
4 月 4 日 PRI の Progression Pathway Framework（PPF）」勉強会

5 月 16 日 ここがヘンだよインパクトファイナンス開催（Social Impact Day）

5 月 17 日 GIIN と語る融資のインパクトファイナンス

5 月 24 日 海外 DebtFund の Lendable と語る

6 月 17 日 TIIP と語るシステムレベルインパクト投資

8 月 22 日 SIIF の考えるシステムレベル投資

8 月 28 日 ELT 企画第３弾（みずほ FG、第一生命、りそな HD)

9 月 6 日 インパクト・フロンティアーズの活動

9 月 19 日 インパクトの金銭価値化の「今」と課題

9 月 26 日 金融機関のインパクト開示とインパクト志向な社会

10 月 3 日 ELT 企画第 4 弾（横浜銀行、肥後銀行、コミュニティ･バンク京信）

10 月 4 日 インパクト投資から見える企業価値（協賛：日本生命、ティー・ロウ・プライス・ジャパン）

※名称は一部略称としました
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　インパクトファイナンス推進のためには、実際に投資を行う投資家の意図・戦略の有無及びコミットメントの
強さが重要な要素となります。銀行による融資と異なり、上場株式、債券、オルタナティブでは、保険会社・年
金基金・地域金融機関などアセットオーナー自らのインパクトファイナンスに対する関心が高まらなければ、 資
産運用会社の取り組みは空回りしてしまいます。我が国では、大手生命保険会社の多くは既にインパクトファイ
ナンスに取り組み始めていますが、業界全体としての関心はまだこれからという状況です。
　本分科会は、生保・損保を問わず、中小の保険会社に向けてインパクトファイナンスへの関心を呼び起こす活
動を行うとともに、インパクト志向金融宣言事務局とも連携しながら、年金基金によるインパクトファイナンス
参画を引き出すべく取り組んでいます。

   活動目的     アセットオーナー・アセットマネージャーの参画を広げる

　2024年は分科会の参加機関が昨年の12機関から25機関に増え、毎回の会合の参加者も数人規模から30人ほど
になりました。2カ月に1度の会合では主に事例や課題の共有を通じ、相互向上とインパクト投資の拡大を目指し
て活動してきました。
　分科会の議論では主に上場企業向けの投資が対象になりました。アセットオーナー・アセットマネージャーと
もに投資事例をお互いに共有するといったことは前例がなかったため、多くの関心が寄せられました。また、分
科会の参加機関を通して生命保険協会とも連携し、中堅の損害保険会社・生命保険会社にもインパクトファイナン
スに対する理解を深めていただけるように努め、新たな署名機関も増えているところです。
　6 月に政府が公表した「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024年改訂版」では、公的年金基金
の資金運用にあたって、インパクトは「他事考慮に当たらない」すなわち、受託者責任に反しないとの言明があ
りました。続いて 8 月に公表された「アセットオーナー・プリンシプル」には、「アセットオーナーは受益者の声
を聞いて反映させなければならない」という原則が盛り込まれています。公的アセットオーナーによるインパク
ト投資の可能性が高まった一方で、最終受益者である個人個人に、もっとインパクトへの関心を広げていかなけ
ればならないと考えているところです。
　国際的なサーベイにおいては「日本のアセットオーナーはサステナブル投資理念が欠けている」という指摘を
受けることがあります。運用の基本方針において「なぜサステナブル投資に取り組むのか」という信念が明確化
されていないというのです。「アセットオーナー・プリンシプル」が公表されたことで議論が深まっていくことが
期待されますが、本分科会においても今後の重要な議題としていく予定です。
　毎回参加者の大きな関心を集めるテーマは「インパクトとリターンをいかに両立させるか」ということです。
インパクトの創出がいかに企業価値向上へとつながっていくのか、この点に関して企業との対話が重要となって
きており、投資先企業にもご参画いただいく「インパクト志向企業価値向上アライアンス（ｐ33）」を新たに起ち
上げたことも当分科会の成果の 1つと考えています。
　一方で、個別企業を超えて社会全体でインパクトの創出を目指すシステム投資にも関心が高まっています。社
会市場全体のリターンサステナビリティを高めるためには、経済・社会そのものに悪影響を及ぼす、気候変動や
人口減少などシステムレベルのリスクの解決に取り組むべきではないか、という議論です。これまで ESG 投資や
インパクト投資が行われてきたにもかかわらず、いまだSDGs達成にはほど遠い現実があります。PRIでは「サス
テナブルアウトカム」と呼びますが、もっと課題解決を志向して投資を行っていくことで、市場全体のリターン
が底上げされるはずではないかと考えられています。 このこともまた、2025 年に向けた重要議題の 1 つになるで
しょう。

   2024年活動報告     事例共有を通してインパクト投資への関心を深める

アセットオーナー･アセットマネジメント分科会

2024 年 10 月 4 日に開催した「インパクト投資から見える企業価値 : 上場企業の事例とインパクト投資家の視点」。写真左は冒頭挨拶、写真右
は「インパクト投資家は何を見ているか」をテーマとしたパネルディスカッション
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　インパクトファイナンス推進のためには、実際に投資を行う投資家の意図・戦略の有無及びコミットメントの
強さが重要な要素となります。銀行による融資と異なり、上場株式、債券、オルタナティブでは、保険会社・年
金基金・地域金融機関などアセットオーナー自らのインパクトファイナンスに対する関心が高まらなければ、 資
産運用会社の取り組みは空回りしてしまいます。我が国では、大手生命保険会社の多くは既にインパクトファイ
ナンスに取り組み始めていますが、業界全体としての関心はまだこれからという状況です。
　本分科会は、生保・損保を問わず、中小の保険会社に向けてインパクトファイナンスへの関心を呼び起こす活
動を行うとともに、インパクト志向金融宣言事務局とも連携しながら、年金基金によるインパクトファイナンス
参画を引き出すべく取り組んでいます。

　2024年は分科会の参加機関が昨年の12機関から25機関に増え、毎回の会合の参加者も数人規模から30人ほど
になりました。2カ月に1度の会合では主に事例や課題の共有を通じ、相互向上とインパクト投資の拡大を目指し
て活動してきました。
　分科会の議論では主に上場企業向けの投資が対象になりました。アセットオーナー・アセットマネージャーと
もに投資事例をお互いに共有するといったことは前例がなかったため、多くの関心が寄せられました。また、分
科会の参加機関を通して生命保険協会とも連携し、中堅の損害保険会社・生命保険会社にもインパクトファイナン
スに対する理解を深めていただけるように努め、新たな署名機関も増えているところです。
　6 月に政府が公表した「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024年改訂版」では、公的年金基金
の資金運用にあたって、インパクトは「他事考慮に当たらない」すなわち、受託者責任に反しないとの言明があ
りました。続いて 8 月に公表された「アセットオーナー・プリンシプル」には、「アセットオーナーは受益者の声
を聞いて反映させなければならない」という原則が盛り込まれています。公的アセットオーナーによるインパク
ト投資の可能性が高まった一方で、最終受益者である個人個人に、もっとインパクトへの関心を広げていかなけ
ればならないと考えているところです。
　国際的なサーベイにおいては「日本のアセットオーナーはサステナブル投資理念が欠けている」という指摘を
受けることがあります。運用の基本方針において「なぜサステナブル投資に取り組むのか」という信念が明確化
されていないというのです。「アセットオーナー・プリンシプル」が公表されたことで議論が深まっていくことが
期待されますが、本分科会においても今後の重要な議題としていく予定です。
　毎回参加者の大きな関心を集めるテーマは「インパクトとリターンをいかに両立させるか」ということです。
インパクトの創出がいかに企業価値向上へとつながっていくのか、この点に関して企業との対話が重要となって
きており、投資先企業にもご参画いただいく「インパクト志向企業価値向上アライアンス（ｐ33）」を新たに起ち
上げたことも当分科会の成果の 1つと考えています。
　一方で、個別企業を超えて社会全体でインパクトの創出を目指すシステム投資にも関心が高まっています。社
会市場全体のリターンサステナビリティを高めるためには、経済・社会そのものに悪影響を及ぼす、気候変動や
人口減少などシステムレベルのリスクの解決に取り組むべきではないか、という議論です。これまで ESG 投資や
インパクト投資が行われてきたにもかかわらず、いまだSDGs達成にはほど遠い現実があります。PRIでは「サス
テナブルアウトカム」と呼びますが、もっと課題解決を志向して投資を行っていくことで、市場全体のリターン
が底上げされるはずではないかと考えられています。 このこともまた、2025 年に向けた重要議題の 1 つになるで
しょう。

〈 アセットオーナー･アセットマネジメント分科会 参加機関 〉

座長：ティー・ロウ・プライス・ジャパン  松本陽子

アセットマネジメント One / SDG インパクトジャパン / カディラキャピタルマネジメント /
かんぽ生命保険 / GLIN Impact Capital / ZUU / 住友生命保険 / 第一生命保険 / 大和証券
グループ本社 / taliki / ニッセイアセットマネジメント / 日本生命保険 / 農林中央金庫 / 三井
住友銀行 / 三井物産オルタナティブインベストメンツ / 三菱 UFJ 信託銀行 / 明治安田生命
保険 / ゆうちょ銀行 / CSR デザイン環境投資顧問 / 日本格付研究所 / 科学と金融による未来
創造イニシアティブ

アセットオーナー･アセットマネジメント分科会 開催イベント一覧

定期的な分科会の開催

2023年10月～2024年11月に
計 6回開催

・参加機関による事例共有
　三菱UFJ 信託銀行 /かんぽ生命 /カディラキャピタルマネジメント /
　GLIN IMPACT CAPITAL/ ティー・ロウ・プライス /日本生命

・最新動向の共有 ... システムレベルインベストメント、 欧州を中心とした
　IMMおよび規制整備などの動向、企業における非財務価値の可視化手法

・アセットオーナー参画に向けてのアライアンス構想についての議論

・投資先、最終受益者とのエンゲージメントについての議論

外部セミナー等での
情報発信

・FDSFカンファレンスに協力機関として参加、生命保険協会における
　ESG投融資推進WGで分科会の取組みを発表

イベントの開催 ・『インパクト投資から見える企業価値：上場企業の事例とインパクト投資家
    の視点』を開催（2024年10月）

2024 年 10 月 4 日に開催した「インパクト投資から見える企業価値 : 上場企業の事例とインパクト投資家の視点」。写真左は冒頭挨拶、写真右
は「インパクト投資家は何を見ているか」をテーマとしたパネルディスカッション
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　金融機関の役割は、社会の持続可能性を高めるとともに、地域社会の主たる役割を担う企業の持続可能性を高
めることです。本分科会は、地域社会の発展とともに企業が果たしてきた役割に加え、パーパス経営など企業の
存在意義や目的を明らかにすることで、社会課題解決と企業の持続可能性を高める動きを後押しします。そのた
めに、何が行動変容につながるのかを考え、地域社会の希望を創出し、これらに関わるすべての人が「自分も社
会課題の解決に主体的に関われるんだ」という手触り、手ごたえを感じられるような視座・指標を検討します。
　活動内容として、SDGインパクト等の世界的潮流、国内金融機関の事例などの情報を共有し、ソーシャルインパ
クトが創出されている、ソーシャル指標がプロジェクトの IMM に寄与している金融の業態や特性に応じた、各企
業を見る視点、エンゲージメント手法を検討しています。将来的には、他分科会と連携し、ソーシャル指標を中心
に地域社会へのインパクトを生み出し、企業の行動変容を金融機関から働きかけていくための指標を検討します。

   活動目的     地域の課題解決と企業の持続可能性向上に寄与する視座･指標を検討

　2024 年から共同座長に SBI 新生銀行グループが加わり、りそなホールディングス、コミュニティ･バンク京信
との 3社体制に移行しました。そこで、改めて中期計画の実現に向けて、参加者と議論を重ねました。
　本分科会は、その名称から指標を議論する場と捉えられがちですが、社会的インパクトは分野も受益者も極め
て広範であり多様であることから、一直線に指標そのものの共通化を目指すことは現実的ではありません。そこで、
中期のゴールを「ソーシャル指標を活用した事例の収集・カタログ化」に設定しました。
　事例収集にあたって留意したのは、フォーマットを共通化することです。IMMの枠組みに沿って「どんな社会
課題の解決を目指しているか」「そのようなToCまたはロジックモデルがあるか」「投資先とどんな対話をしてい
るか」といった項目を立て、ソーシャル指標については、主にその枠組みにおける位置付けを伺いました。
　現在までに座長 3 社を含む 5 社の事例を取り上げており、その結果、アセットマネージャー、信用金庫、商業
銀行といった多様な業態の事例カタログが構成されつつあります。おのおののプロジェクトが実際にどんな指標
を設定しているのかをご紹介いただくことで、金融機関としての立場や規模、事業内容の違いを超えて、相互理
解が深まったものと考えています。
　なかでも特に関心を集めたのは、ドリームインキュベータによる愛知県豊田市のソーシャル･インパクト･ボン
ド（SIB）の事例でした。SIBは自治体との連携事業であることから、予算に直結し、なおかつ客観的なデータに
基づいた指標を設定しなければなりません。この事例ではゴールを「高齢者の健康寿命延伸と介護給付費の抑制」
に特化し、日本老年学的評価研究機構の研究に基づくビッグデータに裏付けられた定量的なソーシャル指標を用
いています。金融機関や事業者とは行動原理の異なる自治体と連携するための、重要なヒントをご提供いただき
ました。自治体をはじめ、地域の様々なステークホルダー、産官学金を巻き込んでセオリー･オブ･チェンジを実
現していくためには、お互いの立場を超えて目的を共有し、協働するための方法を考えていく必要があるでしょう。
　また、ソーシャルインパクトの創出を企図したプロジェクトに関与・遂行することの副次的効果として、金融
機関･事業会社ともに、担当者のモチベーションやスキルの向上が見られることも共通していました。
　事例のカタログ化は中期計画期間中に達成する見込みですが、これを踏まえて分科会参加者の方々のご意見を
伺いながら次の議題を設定する必要があります。そもそもソーシャル指標とは、地域課題指標の側面もあるとい
えるでしょう。そこで、論点の 1つとして、地域金融機関は個別企業への金融支援以外に「地域のために何がで
きるか」が挙げられます。また、人口減少のような構造的な地域課題の解決を目指すためには、金融機関が単独
ではなく連携して取り組む必要があると考えられますが、そのために社会課題のボトルネックや構造を、共通認
識やレバレッジポイントとして持っていくことも、ソーシャルにまつわる大きなテーマとして認識しています。
　今後は、地域金融分科会をはじめとした他分科会とも成果を共有し、共通課題を見付けることで、さらに議論
を発展させ、新たなガイドラインづくりにつなげていきたいと考えています。

   2024年活動報告     ソーシャル指標を用いた多様な事例を収集しカタログ化する

ソーシャル指標分科会

複数の信金が取り組んでいるソーシャル企業認証制度についての事例共有例。（ソーシャル事業を通じて人や地球に優しい社会を
創り出すため社会課題の解決を目指す企業に対し、経営方針や事業内容、社会的インパクトなどを基に、評価・認証を行うもの）
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　金融機関の役割は、社会の持続可能性を高めるとともに、地域社会の主たる役割を担う企業の持続可能性を高
めることです。本分科会は、地域社会の発展とともに企業が果たしてきた役割に加え、パーパス経営など企業の
存在意義や目的を明らかにすることで、社会課題解決と企業の持続可能性を高める動きを後押しします。そのた
めに、何が行動変容につながるのかを考え、地域社会の希望を創出し、これらに関わるすべての人が「自分も社
会課題の解決に主体的に関われるんだ」という手触り、手ごたえを感じられるような視座・指標を検討します。
　活動内容として、SDGインパクト等の世界的潮流、国内金融機関の事例などの情報を共有し、ソーシャルインパ
クトが創出されている、ソーシャル指標がプロジェクトの IMM に寄与している金融の業態や特性に応じた、各企
業を見る視点、エンゲージメント手法を検討しています。将来的には、他分科会と連携し、ソーシャル指標を中心
に地域社会へのインパクトを生み出し、企業の行動変容を金融機関から働きかけていくための指標を検討します。

ソーシャル指標分科会 開催イベント一覧

〈 ソーシャル指標分科会 参加機関 〉

　2024 年から共同座長に SBI 新生銀行グループが加わり、りそなホールディングス、コミュニティ･バンク京信
との 3社体制に移行しました。そこで、改めて中期計画の実現に向けて、参加者と議論を重ねました。
　本分科会は、その名称から指標を議論する場と捉えられがちですが、社会的インパクトは分野も受益者も極め
て広範であり多様であることから、一直線に指標そのものの共通化を目指すことは現実的ではありません。そこで、
中期のゴールを「ソーシャル指標を活用した事例の収集・カタログ化」に設定しました。
　事例収集にあたって留意したのは、フォーマットを共通化することです。IMMの枠組みに沿って「どんな社会
課題の解決を目指しているか」「そのようなToCまたはロジックモデルがあるか」「投資先とどんな対話をしてい
るか」といった項目を立て、ソーシャル指標については、主にその枠組みにおける位置付けを伺いました。
　現在までに座長 3 社を含む 5 社の事例を取り上げており、その結果、アセットマネージャー、信用金庫、商業
銀行といった多様な業態の事例カタログが構成されつつあります。おのおののプロジェクトが実際にどんな指標
を設定しているのかをご紹介いただくことで、金融機関としての立場や規模、事業内容の違いを超えて、相互理
解が深まったものと考えています。
　なかでも特に関心を集めたのは、ドリームインキュベータによる愛知県豊田市のソーシャル･インパクト･ボン
ド（SIB）の事例でした。SIBは自治体との連携事業であることから、予算に直結し、なおかつ客観的なデータに
基づいた指標を設定しなければなりません。この事例ではゴールを「高齢者の健康寿命延伸と介護給付費の抑制」
に特化し、日本老年学的評価研究機構の研究に基づくビッグデータに裏付けられた定量的なソーシャル指標を用
いています。金融機関や事業者とは行動原理の異なる自治体と連携するための、重要なヒントをご提供いただき
ました。自治体をはじめ、地域の様々なステークホルダー、産官学金を巻き込んでセオリー･オブ･チェンジを実
現していくためには、お互いの立場を超えて目的を共有し、協働するための方法を考えていく必要があるでしょう。
　また、ソーシャルインパクトの創出を企図したプロジェクトに関与・遂行することの副次的効果として、金融
機関･事業会社ともに、担当者のモチベーションやスキルの向上が見られることも共通していました。
　事例のカタログ化は中期計画期間中に達成する見込みですが、これを踏まえて分科会参加者の方々のご意見を
伺いながら次の議題を設定する必要があります。そもそもソーシャル指標とは、地域課題指標の側面もあるとい
えるでしょう。そこで、論点の 1つとして、地域金融機関は個別企業への金融支援以外に「地域のために何がで
きるか」が挙げられます。また、人口減少のような構造的な地域課題の解決を目指すためには、金融機関が単独
ではなく連携して取り組む必要があると考えられますが、そのために社会課題のボトルネックや構造を、共通認
識やレバレッジポイントとして持っていくことも、ソーシャルにまつわる大きなテーマとして認識しています。
　今後は、地域金融分科会をはじめとした他分科会とも成果を共有し、共通課題を見付けることで、さらに議論
を発展させ、新たなガイドラインづくりにつなげていきたいと考えています。

定期的な分科会の開催

2023年10月～2024年9月に
計 7回開催

・参加機関による事例共有
　りそなアセットマネジメント/コミュニティ･バンク京信 /  SBI 新生銀行 / 
　 JPインベストメント/ドリームインキュベータ

・他の分科会との連携
　地域金融分科会との共同開催による、分科会の取り組み紹介

・今後の進め方に関する議論

座長：SBI新生銀行グループ  朝野美里
　　　コミュニティ・バンク京信  石井規雄
　　　りそなホールディングス  松原稔

SDGインパクトジャパン / 九州みらいインベストメンツ / GLIN Impact Capital / JPインベ
ストメント / 第一勧業信用組合 / 大和証券グループ本社 / 但馬信用金庫 / 脱炭素化支援機構 / 
taliki / ドリームインキュベータ / ニッセイアセットマネジメント / Hash DasH / 肥後銀行 /
ファンズ /ベンチャーラボインベストメント / みずほ銀行 / 三井住友銀行 / 三井住友トラスト
グループ / ゆうちょ銀行 / アビームコンサルティング / CSRデザイン環境投資顧問 / デロイ
トトーマツコンサルティング / 日本格付研究所 / 日本総合研究所 / 国際機関日本アセアン
センター /国際協力機構 /社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブ

図：ソーシャル企業認証に企業が取り組む価値

複数の信金が取り組んでいるソーシャル企業認証制度についての事例共有例。（ソーシャル事業を通じて人や地球に優しい社会を
創り出すため社会課題の解決を目指す企業に対し、経営方針や事業内容、社会的インパクトなどを基に、評価・認証を行うもの）
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　2024 年から共同座長に SBI 新生銀行グループが加わり、りそなホールディングス、コミュニティ･バンク京信
との 3社体制に移行しました。そこで、改めて中期計画の実現に向けて、参加者と議論を重ねました。
　本分科会は、その名称から指標を議論する場と捉えられがちですが、社会的インパクトは分野も受益者も極め
て広範であり多様であることから、一直線に指標そのものの共通化を目指すことは現実的ではありません。そこで、
中期のゴールを「ソーシャル指標を活用した事例の収集・カタログ化」に設定しました。
　事例収集にあたって留意したのは、フォーマットを共通化することです。IMMの枠組みに沿って「どんな社会
課題の解決を目指しているか」「そのようなToCまたはロジックモデルがあるか」「投資先とどんな対話をしてい
るか」といった項目を立て、ソーシャル指標については、主にその枠組みにおける位置付けを伺いました。
　現在までに座長 3 社を含む 5 社の事例を取り上げており、その結果、アセットマネージャー、信用金庫、商業
銀行といった多様な業態の事例カタログが構成されつつあります。おのおののプロジェクトが実際にどんな指標
を設定しているのかをご紹介いただくことで、金融機関としての立場や規模、事業内容の違いを超えて、相互理
解が深まったものと考えています。
　なかでも特に関心を集めたのは、ドリームインキュベータによる愛知県豊田市のソーシャル･インパクト･ボン
ド（SIB）の事例でした。SIBは自治体との連携事業であることから、予算に直結し、なおかつ客観的なデータに
基づいた指標を設定しなければなりません。この事例ではゴールを「高齢者の健康寿命延伸と介護給付費の抑制」
に特化し、日本老年学的評価研究機構の研究に基づくビッグデータに裏付けられた定量的なソーシャル指標を用
いています。金融機関や事業者とは行動原理の異なる自治体と連携するための、重要なヒントをご提供いただき
ました。自治体をはじめ、地域の様々なステークホルダー、産官学金を巻き込んでセオリー･オブ･チェンジを実
現していくためには、お互いの立場を超えて目的を共有し、協働するための方法を考えていく必要があるでしょう。
　また、ソーシャルインパクトの創出を企図したプロジェクトに関与・遂行することの副次的効果として、金融
機関･事業会社ともに、担当者のモチベーションやスキルの向上が見られることも共通していました。
　事例のカタログ化は中期計画期間中に達成する見込みですが、これを踏まえて分科会参加者の方々のご意見を
伺いながら次の議題を設定する必要があります。そもそもソーシャル指標とは、地域課題指標の側面もあるとい
えるでしょう。そこで、論点の 1つとして、地域金融機関は個別企業への金融支援以外に「地域のために何がで
きるか」が挙げられます。また、人口減少のような構造的な地域課題の解決を目指すためには、金融機関が単独
ではなく連携して取り組む必要があると考えられますが、そのために社会課題のボトルネックや構造を、共通認
識やレバレッジポイントとして持っていくことも、ソーシャルにまつわる大きなテーマとして認識しています。
　今後は、地域金融分科会をはじめとした他分科会とも成果を共有し、共通課題を見付けることで、さらに議論
を発展させ、新たなガイドラインづくりにつなげていきたいと考えています。

　2023年に本分科会の成果として公表した「地域 PIF（ポジティブ･インパクト･ファイナンス）の三層構造モデル」
を踏まえ、今年度はさらに論点を整理し、上記の 3 つの戦略テーマのうち特に「地域インパクトファイナンスの
共通指標の検討」に向けて調査を実施しました。
　2024年9月時点で、全国の地域金融機関が実行したPIFは約1100件に上ります。そのうち58社の事例を調査し、
実際にどのようなKPIを用いているのか分析を進めているところです。具体的には、国連環境計画・金融イニシア
ティブ（UNEP FI）が公表しているインパクト分析ツール「インパクトレーダー」のカテゴリーを参考にしながら、
企業規模や業種、創業年数などによる類似性や傾向、具体的なKPIの内容を分析しています。例えば、「気候」カ
テゴリーにおける「CO₂排出量削減」というKPI は業種横断的に用いられると想定されますが、建設分野や医療･
福祉分野では「教育」カテゴリーの資格取得者数などのKPIが多いといった傾向が見られます。
　こうした分析をもとに、2025年度の早い時期に「地域インパクトファイナンスにおける共通 KPIモデル」の第
一版をまとめ、広く公開することを目指しています。重要なのは、理念上ではなく、すでに実行されている PIF
に基づいたモデルであることで、インパクト志向金融宣言にまだ署名していない地域金融機関にとっても、PIF
に取り組む際の参考にしていただけるものになるでしょう。加えて、現状の PIF に足りない部分は何かを洗い出
すための材料にもなるはずです。この第一版を土台として、地域企業におけるマテリアリティやそれに応じたイ
ンパクト KPI 設定の考え方、方法などを追加し、ゆくゆくは第二版、第三版とバージョンアップしていきたいと
考えています。
　本分科会は参加者同士の議論も活発で、その中から、収集した PIF 事例を前述の「地域PIFの三層構造モデル」
にマッピングするというアイデアも生まれました。実際に三層構造モデルを使って整理してみると、現状の PIF
においてどの層が手薄になっているかも明らかになってきます。特に、最上層に相当する「ポジティブインパク
トの最大化」に関する整理は 2025年以降の課題です。引き続き分析を進めていくことで、中小企業を対象とした
地域インパクトファイナンスの評価体系を構築できる可能性があると見ています。
　ほか、今後の課題の 1 つに自治体との連携が挙げられます。自治体が地域の事業者の取り組みを「見える化」
するための内閣府「地方創生SDGs登録・認証等制度」を活用しながら、インパクトファイナンスにどうつなげて
いくかが議題となるでしょう。
　共通 KPI については、今後、ソーシャル指標分科会とも議論を重ねていきたいと考えています。また、以前か
ら挙がっている論点に、ベンチャーキャピタルなどが「投資」で特定したインパクトをいかにして「融資」につ
なげるかという課題があります。これについては、ベンチャーキャピタル分科会とも話し合っていく必要がある
でしょう。インパクト志向金融宣言外では、金融庁が設立したインパクトコンソーシアムとの連携も必須と考え
ています。

   2024年活動報告     全国58金融機関のPIFを調査し共通KPI策定を目指す

　本分科会は、「地域課題の解決や地域経済の活性化、ひいては持続可能なまちづくりに向けた金融の主体的な役
割を確立する」「日本経済再興への貢献も視野に入れ、スタートアップを含む中小企業の成長を後押しする金融の
主体的な役割を確立する」を目標に掲げて活動しています。中期計画に「金融機関と投融資先企業等が、地域視
点を踏まえたインパクト共創のプラットフォームを構築する」を定め、「①地域インパクトの底上げのための情
報発信、②インパクトを基点とした地域金融機関の融資業務とファンドの投資業務の接合のあり方、③地域インパ
クトファイナンスの共通指標の検討」を戦略テーマとして議論を行っています。
　本分科会には様々なアセットクラスが集まっており、それぞれに期待される役割を整理しながら、「社会価値の
創造」と「企業価値の向上」に取り組む企業を支援する資金提供者を増やし、地域におけるインパクトファイナ
ンスのあり方を発信していきます。

   活動目的     地域金融機関におけるインパクトファイナンスのあるべき姿を探る

地域金融分科会

最下層と中間層は非財務リスクの抑制等 ESG 投資家が重視する企業価値の維持や成長基盤を評価する領域です。一方、最上層は
地域社会等へのポジティブインパクトと成長を同期化した事業活動を評価する領域です。
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　2024 年から共同座長に SBI 新生銀行グループが加わり、りそなホールディングス、コミュニティ･バンク京信
との 3社体制に移行しました。そこで、改めて中期計画の実現に向けて、参加者と議論を重ねました。
　本分科会は、その名称から指標を議論する場と捉えられがちですが、社会的インパクトは分野も受益者も極め
て広範であり多様であることから、一直線に指標そのものの共通化を目指すことは現実的ではありません。そこで、
中期のゴールを「ソーシャル指標を活用した事例の収集・カタログ化」に設定しました。
　事例収集にあたって留意したのは、フォーマットを共通化することです。IMMの枠組みに沿って「どんな社会
課題の解決を目指しているか」「そのようなToCまたはロジックモデルがあるか」「投資先とどんな対話をしてい
るか」といった項目を立て、ソーシャル指標については、主にその枠組みにおける位置付けを伺いました。
　現在までに座長 3 社を含む 5 社の事例を取り上げており、その結果、アセットマネージャー、信用金庫、商業
銀行といった多様な業態の事例カタログが構成されつつあります。おのおののプロジェクトが実際にどんな指標
を設定しているのかをご紹介いただくことで、金融機関としての立場や規模、事業内容の違いを超えて、相互理
解が深まったものと考えています。
　なかでも特に関心を集めたのは、ドリームインキュベータによる愛知県豊田市のソーシャル･インパクト･ボン
ド（SIB）の事例でした。SIBは自治体との連携事業であることから、予算に直結し、なおかつ客観的なデータに
基づいた指標を設定しなければなりません。この事例ではゴールを「高齢者の健康寿命延伸と介護給付費の抑制」
に特化し、日本老年学的評価研究機構の研究に基づくビッグデータに裏付けられた定量的なソーシャル指標を用
いています。金融機関や事業者とは行動原理の異なる自治体と連携するための、重要なヒントをご提供いただき
ました。自治体をはじめ、地域の様々なステークホルダー、産官学金を巻き込んでセオリー･オブ･チェンジを実
現していくためには、お互いの立場を超えて目的を共有し、協働するための方法を考えていく必要があるでしょう。
　また、ソーシャルインパクトの創出を企図したプロジェクトに関与・遂行することの副次的効果として、金融
機関･事業会社ともに、担当者のモチベーションやスキルの向上が見られることも共通していました。
　事例のカタログ化は中期計画期間中に達成する見込みですが、これを踏まえて分科会参加者の方々のご意見を
伺いながら次の議題を設定する必要があります。そもそもソーシャル指標とは、地域課題指標の側面もあるとい
えるでしょう。そこで、論点の 1つとして、地域金融機関は個別企業への金融支援以外に「地域のために何がで
きるか」が挙げられます。また、人口減少のような構造的な地域課題の解決を目指すためには、金融機関が単独
ではなく連携して取り組む必要があると考えられますが、そのために社会課題のボトルネックや構造を、共通認
識やレバレッジポイントとして持っていくことも、ソーシャルにまつわる大きなテーマとして認識しています。
　今後は、地域金融分科会をはじめとした他分科会とも成果を共有し、共通課題を見付けることで、さらに議論
を発展させ、新たなガイドラインづくりにつなげていきたいと考えています。

　2023年に本分科会の成果として公表した「地域 PIF（ポジティブ･インパクト･ファイナンス）の三層構造モデル」
を踏まえ、今年度はさらに論点を整理し、上記の 3 つの戦略テーマのうち特に「地域インパクトファイナンスの
共通指標の検討」に向けて調査を実施しました。
　2024年9月時点で、全国の地域金融機関が実行したPIFは約1100件に上ります。そのうち58社の事例を調査し、
実際にどのようなKPIを用いているのか分析を進めているところです。具体的には、国連環境計画・金融イニシア
ティブ（UNEP FI）が公表しているインパクト分析ツール「インパクトレーダー」のカテゴリーを参考にしながら、
企業規模や業種、創業年数などによる類似性や傾向、具体的なKPIの内容を分析しています。例えば、「気候」カ
テゴリーにおける「CO₂排出量削減」というKPI は業種横断的に用いられると想定されますが、建設分野や医療･
福祉分野では「教育」カテゴリーの資格取得者数などのKPIが多いといった傾向が見られます。
　こうした分析をもとに、2025年度の早い時期に「地域インパクトファイナンスにおける共通 KPIモデル」の第
一版をまとめ、広く公開することを目指しています。重要なのは、理念上ではなく、すでに実行されている PIF
に基づいたモデルであることで、インパクト志向金融宣言にまだ署名していない地域金融機関にとっても、PIF
に取り組む際の参考にしていただけるものになるでしょう。加えて、現状の PIF に足りない部分は何かを洗い出
すための材料にもなるはずです。この第一版を土台として、地域企業におけるマテリアリティやそれに応じたイ
ンパクト KPI 設定の考え方、方法などを追加し、ゆくゆくは第二版、第三版とバージョンアップしていきたいと
考えています。
　本分科会は参加者同士の議論も活発で、その中から、収集した PIF 事例を前述の「地域PIFの三層構造モデル」
にマッピングするというアイデアも生まれました。実際に三層構造モデルを使って整理してみると、現状の PIF
においてどの層が手薄になっているかも明らかになってきます。特に、最上層に相当する「ポジティブインパク
トの最大化」に関する整理は 2025年以降の課題です。引き続き分析を進めていくことで、中小企業を対象とした
地域インパクトファイナンスの評価体系を構築できる可能性があると見ています。
　ほか、今後の課題の 1 つに自治体との連携が挙げられます。自治体が地域の事業者の取り組みを「見える化」
するための内閣府「地方創生SDGs登録・認証等制度」を活用しながら、インパクトファイナンスにどうつなげて
いくかが議題となるでしょう。
　共通 KPI については、今後、ソーシャル指標分科会とも議論を重ねていきたいと考えています。また、以前か
ら挙がっている論点に、ベンチャーキャピタルなどが「投資」で特定したインパクトをいかにして「融資」につ
なげるかという課題があります。これについては、ベンチャーキャピタル分科会とも話し合っていく必要がある
でしょう。インパクト志向金融宣言外では、金融庁が設立したインパクトコンソーシアムとの連携も必須と考え
ています。

　本分科会は、「地域課題の解決や地域経済の活性化、ひいては持続可能なまちづくりに向けた金融の主体的な役
割を確立する」「日本経済再興への貢献も視野に入れ、スタートアップを含む中小企業の成長を後押しする金融の
主体的な役割を確立する」を目標に掲げて活動しています。中期計画に「金融機関と投融資先企業等が、地域視
点を踏まえたインパクト共創のプラットフォームを構築する」を定め、「①地域インパクトの底上げのための情
報発信、②インパクトを基点とした地域金融機関の融資業務とファンドの投資業務の接合のあり方、③地域インパ
クトファイナンスの共通指標の検討」を戦略テーマとして議論を行っています。
　本分科会には様々なアセットクラスが集まっており、それぞれに期待される役割を整理しながら、「社会価値の
創造」と「企業価値の向上」に取り組む企業を支援する資金提供者を増やし、地域におけるインパクトファイナ
ンスのあり方を発信していきます。

地域金融分科会 開催イベント一覧

〈 地域金融分科会 参加機関 〉

定期的な分科会の開催

2023年10月～2024年9月に
計 12 回開催

・中期計画の戦略テーマ、活動の方向性や、今後の分科会活動の進め方に
　関する議論

・地域インパクトファイナンスの定義についての議論

・参加機関による事例共有：
　山口キャピタル /ゼブラアンドカンパニー※/ シグマクシスインベスト
　メント /ファンズ /静岡銀行 /脱炭素化支援機構（JCIN）  ※非参加機関

・ポジティブ･インパクト･ファイナンスの事例調査に関する議論

・「内閣府 SDGs 宣言・登録・認証制度」に関する議論

・他の分科会との連携
　ソーシャル指標分科会との共同開催による、分科会の取り組み紹介

座長：静岡銀行  山崎剛
　　　三井住友トラストグループ  金井司

ARUN Seed / SBI新生銀行グループ / かんぽ生命保険 / 慶應イノベーション・イニシアティ
ブ / コミュニティ・バンク京信 / 山陰合同銀行 / JPインベストメント / シグマクシス・イン
ベストメント / 信金中央金庫 / ZUU / スパークル / 第一勧業信用組合 / 但馬信用金庫 / 脱炭
素化支援機構 / 日本PMI パートナーズ / 農林中央金庫 / Hash DasH / 肥後銀行 / ファンズ /
プラスソーシャルインベストメント / ベンチャーラボインベストメント / みずほ銀行 / 三井
住友銀行 / ミュージックセキュリティーズ / 山口キャピタル / ゆうちょ銀行 / りそなホール
ディングス / アビームコンサルティング / 格付投資情報センター / CSR デザイン環境投資顧
問 /日本格付研究所 /日本総合研究所 /国際機関 日本アセアンセンター

最下層と中間層は非財務リスクの抑制等 ESG 投資家が重視する企業価値の維持や成長基盤を評価する領域です。一方、最上層は
地域社会等へのポジティブインパクトと成長を同期化した事業活動を評価する領域です。

図：地域PIFの三層構造（略図）

インパクト
投資領域

ESG
投資領域

ポジティブインパクトの最大化
（成長戦略の再構築とも連動）

経営基盤に関わる非財務マター
（ネガティブインパクトの管理を含む）

重大なネガティブインパクトの排除
（コンプライアンス違反･大規模事故等）
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　2023年に本分科会の成果として公表した「地域 PIF（ポジティブ･インパクト･ファイナンス）の三層構造モデル」
を踏まえ、今年度はさらに論点を整理し、上記の 3 つの戦略テーマのうち特に「地域インパクトファイナンスの
共通指標の検討」に向けて調査を実施しました。
　2024年9月時点で、全国の地域金融機関が実行したPIFは約1100件に上ります。そのうち58社の事例を調査し、
実際にどのようなKPIを用いているのか分析を進めているところです。具体的には、国連環境計画・金融イニシア
ティブ（UNEP FI）が公表しているインパクト分析ツール「インパクトレーダー」のカテゴリーを参考にしながら、
企業規模や業種、創業年数などによる類似性や傾向、具体的なKPIの内容を分析しています。例えば、「気候」カ
テゴリーにおける「CO₂排出量削減」というKPI は業種横断的に用いられると想定されますが、建設分野や医療･
福祉分野では「教育」カテゴリーの資格取得者数などのKPIが多いといった傾向が見られます。
　こうした分析をもとに、2025年度の早い時期に「地域インパクトファイナンスにおける共通 KPIモデル」の第
一版をまとめ、広く公開することを目指しています。重要なのは、理念上ではなく、すでに実行されている PIF
に基づいたモデルであることで、インパクト志向金融宣言にまだ署名していない地域金融機関にとっても、PIF
に取り組む際の参考にしていただけるものになるでしょう。加えて、現状の PIF に足りない部分は何かを洗い出
すための材料にもなるはずです。この第一版を土台として、地域企業におけるマテリアリティやそれに応じたイ
ンパクト KPI 設定の考え方、方法などを追加し、ゆくゆくは第二版、第三版とバージョンアップしていきたいと
考えています。
　本分科会は参加者同士の議論も活発で、その中から、収集した PIF 事例を前述の「地域PIFの三層構造モデル」
にマッピングするというアイデアも生まれました。実際に三層構造モデルを使って整理してみると、現状の PIF
においてどの層が手薄になっているかも明らかになってきます。特に、最上層に相当する「ポジティブインパク
トの最大化」に関する整理は 2025年以降の課題です。引き続き分析を進めていくことで、中小企業を対象とした
地域インパクトファイナンスの評価体系を構築できる可能性があると見ています。
　ほか、今後の課題の 1 つに自治体との連携が挙げられます。自治体が地域の事業者の取り組みを「見える化」
するための内閣府「地方創生SDGs登録・認証等制度」を活用しながら、インパクトファイナンスにどうつなげて
いくかが議題となるでしょう。
　共通 KPI については、今後、ソーシャル指標分科会とも議論を重ねていきたいと考えています。また、以前か
ら挙がっている論点に、ベンチャーキャピタルなどが「投資」で特定したインパクトをいかにして「融資」につ
なげるかという課題があります。これについては、ベンチャーキャピタル分科会とも話し合っていく必要がある
でしょう。インパクト志向金融宣言外では、金融庁が設立したインパクトコンソーシアムとの連携も必須と考え
ています。

　2024 年は活動計画の作成に先立って参加機関にアンケートを実施し、おのおののインパクト投資･IMMの実施
状況や課題、分科会への期待を尋ねました。当分科会の参加機関はすべてがVCではなく、また参加 VCのすべて
がインパクト投資を実践しているわけではありません。アンケートを通じて各機関の投資対象や投資テーマが明
らかになり「インパクト VCリスト」のドラフトを作成することができました。今後これを整理し公表することで、
多くの関係者にご活用いただけるようにする計画です。
　月次定例会では、毎回、自薦･他薦で選ばれた参加機関に事例を紹介していただきました。これは、欧州の
Impact VC が共同作成した Impact VC Playbook の日本版事例集への掲載を目指すものです。共同座長の GLIN 
Impact Capital をはじめ、KIBOW、キャピタルメディカ・ベンチャーズ、慶應イノベーション・イニシアティブ、
SIIFインパクトキャピタル、はたらくFUND、環境エネルギー投資、脱炭素化支援機構と、組織の性質も投資領域
も多様な計 8 機関が登壇。おのおの、インパクト投資戦略、IMM、インベスターコントリビューション、インパ
クトレポーティングの 4 つのトピックを踏まえつつ、自社の実践内容を惜しみなく披露してくださいました。質
疑応答も活発に行われ、毎回所定時間をオーバーする白熱ぶりでした。参加機関の実務レベルの知識向上につな
がり、好事例についての共通認識も醸成されています。
　2024年の議論でよく話題に上ったトピックに「システム投資」「ネガティブ･インパクト」「インパクト IPO」が
挙げられます。これまで、受益者の課題を整理し、そこにどう介入してインパクトを生み出していくかと考えて
きましたが、そこに「システム投資」という概念が持ち込まれることで、構造分析がより広く、深くなっている
ようです。まだ入り口に立ったばかりかもしれませんが、視座は確実に高まっています。とはいえVCとしてシス
テムにどこまで介入できるのか、正解のない問いに対する、きわめて本質的な議論が行われました。
　本分科会の参加機関は 2024年9月時点で 40 社に達し、月次定例会には平均 15～20社、30～40人程度が参加
する、活発なコミュニティが形成されています。懇親会などの対面イベントもあり、個社同士の情報交換やイン
パクトスタートアップへの共同投資なども行われています。何より、分科会全体に目的意識が浸透し、非常に透
明性の高い情報開示が行われているのはきわめて希有な状況といえます。情報提供してくださる各機関に深く感
謝するとともに、今後もこの雰囲気を保ちながら成長し拡大していきたいところです。
　2025 年以降は、まず上記 8 機関の事例を網羅した Impact VC Playbook の作成と公表を目指します。今後は、
インパクト投資で経済的リターンが得られることを実証するファンドが現れるはずで、こうした好事例を世に示
していくことも重要と思われます。また、Impact Frontiers との連携によるインパクトパフォーマンス報告規範
パイロットプログラムや、アセットクラスの異なるプレイヤーとの共通認識の醸成、課題マップの共有化や実務
の共通化・効率化により、VC がインパクト投資を実践しやすい環境を整備し、その VCの投資を受けた企業が創
出するインパクトが増える社会の実現を目指して活動してまいります。

   2024年活動報告     Impact VC Playbook 発行に向けて 8つの好事例を収集

　VC業界においてもインパクトファイナンスへの期待が高まる一方、インパクトの測定やマネジメント、開示等
のルール・手法は発展途上で、実践知の蓄積は限定的です。その実務上のハードルの高さから、日本においてイン
パクトファイナンスを実践する VCはまだ少ないのが現状です。この状況を改善すべく、本分科会はビジョンに
「VCが扱う資金の流れを可能な限りインパクト志向へと変革させ、環境・社会課題を自律的に解決しうる持続的
な資金循環を生み出す」を掲げ、「VC業界においてインパクト志向の追求と IMM を実践しやすい環境の整備」を
目的に活動しています。VC業界においてより多くの資金がインパクト志向となることを目指し、①分科会メンバー
の具体事例や海外先進事例を共有することによる実務レベルの知識向上、②各VCがインパクトファイナンスの
実践で得た知見を踏まえた実務上の指針（共通認識）の整理、③各VCの事例の蓄積・発信といった活動を行って
います。

   活動目的     VC業界に、インパクト追求とIMMを実践しやすい環境整備を

ベンチャーキャピタル分科会

（写真）VC分科会夏の懇親会
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　2023年に本分科会の成果として公表した「地域 PIF（ポジティブ･インパクト･ファイナンス）の三層構造モデル」
を踏まえ、今年度はさらに論点を整理し、上記の 3 つの戦略テーマのうち特に「地域インパクトファイナンスの
共通指標の検討」に向けて調査を実施しました。
　2024年9月時点で、全国の地域金融機関が実行したPIFは約1100件に上ります。そのうち58社の事例を調査し、
実際にどのようなKPIを用いているのか分析を進めているところです。具体的には、国連環境計画・金融イニシア
ティブ（UNEP FI）が公表しているインパクト分析ツール「インパクトレーダー」のカテゴリーを参考にしながら、
企業規模や業種、創業年数などによる類似性や傾向、具体的なKPIの内容を分析しています。例えば、「気候」カ
テゴリーにおける「CO₂排出量削減」というKPI は業種横断的に用いられると想定されますが、建設分野や医療･
福祉分野では「教育」カテゴリーの資格取得者数などのKPIが多いといった傾向が見られます。
　こうした分析をもとに、2025年度の早い時期に「地域インパクトファイナンスにおける共通 KPIモデル」の第
一版をまとめ、広く公開することを目指しています。重要なのは、理念上ではなく、すでに実行されている PIF
に基づいたモデルであることで、インパクト志向金融宣言にまだ署名していない地域金融機関にとっても、PIF
に取り組む際の参考にしていただけるものになるでしょう。加えて、現状の PIF に足りない部分は何かを洗い出
すための材料にもなるはずです。この第一版を土台として、地域企業におけるマテリアリティやそれに応じたイ
ンパクト KPI 設定の考え方、方法などを追加し、ゆくゆくは第二版、第三版とバージョンアップしていきたいと
考えています。
　本分科会は参加者同士の議論も活発で、その中から、収集した PIF 事例を前述の「地域PIFの三層構造モデル」
にマッピングするというアイデアも生まれました。実際に三層構造モデルを使って整理してみると、現状の PIF
においてどの層が手薄になっているかも明らかになってきます。特に、最上層に相当する「ポジティブインパク
トの最大化」に関する整理は 2025年以降の課題です。引き続き分析を進めていくことで、中小企業を対象とした
地域インパクトファイナンスの評価体系を構築できる可能性があると見ています。
　ほか、今後の課題の 1 つに自治体との連携が挙げられます。自治体が地域の事業者の取り組みを「見える化」
するための内閣府「地方創生SDGs登録・認証等制度」を活用しながら、インパクトファイナンスにどうつなげて
いくかが議題となるでしょう。
　共通 KPI については、今後、ソーシャル指標分科会とも議論を重ねていきたいと考えています。また、以前か
ら挙がっている論点に、ベンチャーキャピタルなどが「投資」で特定したインパクトをいかにして「融資」につ
なげるかという課題があります。これについては、ベンチャーキャピタル分科会とも話し合っていく必要がある
でしょう。インパクト志向金融宣言外では、金融庁が設立したインパクトコンソーシアムとの連携も必須と考え
ています。

　2024 年は活動計画の作成に先立って参加機関にアンケートを実施し、おのおののインパクト投資･IMMの実施
状況や課題、分科会への期待を尋ねました。当分科会の参加機関はすべてがVCではなく、また参加 VCのすべて
がインパクト投資を実践しているわけではありません。アンケートを通じて各機関の投資対象や投資テーマが明
らかになり「インパクト VCリスト」のドラフトを作成することができました。今後これを整理し公表することで、
多くの関係者にご活用いただけるようにする計画です。
　月次定例会では、毎回、自薦･他薦で選ばれた参加機関に事例を紹介していただきました。これは、欧州の
Impact VC が共同作成した Impact VC Playbook の日本版事例集への掲載を目指すものです。共同座長の GLIN 
Impact Capital をはじめ、KIBOW、キャピタルメディカ・ベンチャーズ、慶應イノベーション・イニシアティブ、
SIIFインパクトキャピタル、はたらくFUND、環境エネルギー投資、脱炭素化支援機構と、組織の性質も投資領域
も多様な計 8 機関が登壇。おのおの、インパクト投資戦略、IMM、インベスターコントリビューション、インパ
クトレポーティングの 4 つのトピックを踏まえつつ、自社の実践内容を惜しみなく披露してくださいました。質
疑応答も活発に行われ、毎回所定時間をオーバーする白熱ぶりでした。参加機関の実務レベルの知識向上につな
がり、好事例についての共通認識も醸成されています。
　2024年の議論でよく話題に上ったトピックに「システム投資」「ネガティブ･インパクト」「インパクト IPO」が
挙げられます。これまで、受益者の課題を整理し、そこにどう介入してインパクトを生み出していくかと考えて
きましたが、そこに「システム投資」という概念が持ち込まれることで、構造分析がより広く、深くなっている
ようです。まだ入り口に立ったばかりかもしれませんが、視座は確実に高まっています。とはいえVCとしてシス
テムにどこまで介入できるのか、正解のない問いに対する、きわめて本質的な議論が行われました。
　本分科会の参加機関は 2024年9月時点で 40 社に達し、月次定例会には平均 15～20社、30～40人程度が参加
する、活発なコミュニティが形成されています。懇親会などの対面イベントもあり、個社同士の情報交換やイン
パクトスタートアップへの共同投資なども行われています。何より、分科会全体に目的意識が浸透し、非常に透
明性の高い情報開示が行われているのはきわめて希有な状況といえます。情報提供してくださる各機関に深く感
謝するとともに、今後もこの雰囲気を保ちながら成長し拡大していきたいところです。
　2025 年以降は、まず上記 8 機関の事例を網羅した Impact VC Playbook の作成と公表を目指します。今後は、
インパクト投資で経済的リターンが得られることを実証するファンドが現れるはずで、こうした好事例を世に示
していくことも重要と思われます。また、Impact Frontiers との連携によるインパクトパフォーマンス報告規範
パイロットプログラムや、アセットクラスの異なるプレイヤーとの共通認識の醸成、課題マップの共有化や実務
の共通化・効率化により、VC がインパクト投資を実践しやすい環境を整備し、その VCの投資を受けた企業が創
出するインパクトが増える社会の実現を目指して活動してまいります。

　VC業界においてもインパクトファイナンスへの期待が高まる一方、インパクトの測定やマネジメント、開示等
のルール・手法は発展途上で、実践知の蓄積は限定的です。その実務上のハードルの高さから、日本においてイン
パクトファイナンスを実践する VCはまだ少ないのが現状です。この状況を改善すべく、本分科会はビジョンに
「VCが扱う資金の流れを可能な限りインパクト志向へと変革させ、環境・社会課題を自律的に解決しうる持続的
な資金循環を生み出す」を掲げ、「VC業界においてインパクト志向の追求と IMM を実践しやすい環境の整備」を
目的に活動しています。VC業界においてより多くの資金がインパクト志向となることを目指し、①分科会メンバー
の具体事例や海外先進事例を共有することによる実務レベルの知識向上、②各VCがインパクトファイナンスの
実践で得た知見を踏まえた実務上の指針（共通認識）の整理、③各VCの事例の蓄積・発信といった活動を行って
います。

ベンチャーキャピタル分科会 開催イベント一覧

定期的な分科会の開催

2023年10月～2024年9月に
計 11 回開催

・GIIN / GSGイベント参加者からの報告

・Impact VC Playbook の日本語版作成に向けての協議

・SOCAP / Impact VC Training に参加したメンバーからの共有

・分科会活動の振り返りと今後の取り組み方針に関する議論

・参加機関の事例共有
　KIBOW / キャピタルメディカ・ベンチャーズ /慶応イノベーションイニ
　シアティブ (KII) / SIIF インパクトキャピタル / GLIN Impact Capital /
　はたらく Fund / 環境エネルギー投資 /脱炭素化支援機構（JICN）

セミナーの開催 ・インパクト投資ウェビナー「インパクトのABC分類と持続可能性の境界
　線の考え方」を SIMI、Impact Frontiersと共同開催

〈ベンチャーキャピタル分科会 参加機関 〉

座長：GLIN Impact Capital  秦雅弘
　　　DGインキュベーション  堤世良　　

UntroD Capital Japan / ANRI / インパクト・キャピタル / SDG インパクトジャパン / SBI
インベストメント / ON&BOARD / 環境エネルギー投資 / かんぽ生命保険 / KIBOW / キャピ
タルメディカ・ベンチャーズ /グローバル・ブレイン /グロービス・キャピタル・パートナー
ズ /慶應イノベーション・イニシアティブ /コミュニティ・バンク京信 / SIIF インパクトキャ
ピタル / JPインベストメント / シグマクシス・インベストメント / Spiral Capital / スパー
クル / 大和証券グループ本社 / 脱炭素化支援機構 / taliki / DG Daiwa Ventures / 日本ベン
チャーキャピタル / Hash DasH / BIG Impact / Beyond Next Ventures / ファストトラック
イニシアティブ / ベンチャーラボインベストメント / みずほ銀行 / 三井住友銀行 / 三井住友
トラストグループ / 三井物産オルタナティブインベストメンツ / 三菱 UFJ 銀行 / ゆうちょ
銀行 /日本格付研究所 /日本総合研究所 /社会変革推進財団（SIIF)

（写真）VC分科会夏の懇親会 （画像）分科会でのケース共有の様子
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　2024 年は活動計画の作成に先立って参加機関にアンケートを実施し、おのおののインパクト投資･IMMの実施
状況や課題、分科会への期待を尋ねました。当分科会の参加機関はすべてがVCではなく、また参加 VCのすべて
がインパクト投資を実践しているわけではありません。アンケートを通じて各機関の投資対象や投資テーマが明
らかになり「インパクト VCリスト」のドラフトを作成することができました。今後これを整理し公表することで、
多くの関係者にご活用いただけるようにする計画です。
　月次定例会では、毎回、自薦･他薦で選ばれた参加機関に事例を紹介していただきました。これは、欧州の
Impact VC が共同作成した Impact VC Playbook の日本版事例集への掲載を目指すものです。共同座長の GLIN 
Impact Capital をはじめ、KIBOW、キャピタルメディカ・ベンチャーズ、慶應イノベーション・イニシアティブ、
SIIFインパクトキャピタル、はたらくFUND、環境エネルギー投資、脱炭素化支援機構と、組織の性質も投資領域
も多様な計 8 機関が登壇。おのおの、インパクト投資戦略、IMM、インベスターコントリビューション、インパ
クトレポーティングの 4 つのトピックを踏まえつつ、自社の実践内容を惜しみなく披露してくださいました。質
疑応答も活発に行われ、毎回所定時間をオーバーする白熱ぶりでした。参加機関の実務レベルの知識向上につな
がり、好事例についての共通認識も醸成されています。
　2024年の議論でよく話題に上ったトピックに「システム投資」「ネガティブ･インパクト」「インパクト IPO」が
挙げられます。これまで、受益者の課題を整理し、そこにどう介入してインパクトを生み出していくかと考えて
きましたが、そこに「システム投資」という概念が持ち込まれることで、構造分析がより広く、深くなっている
ようです。まだ入り口に立ったばかりかもしれませんが、視座は確実に高まっています。とはいえVCとしてシス
テムにどこまで介入できるのか、正解のない問いに対する、きわめて本質的な議論が行われました。
　本分科会の参加機関は 2024年9月時点で 40 社に達し、月次定例会には平均 15～20社、30～40人程度が参加
する、活発なコミュニティが形成されています。懇親会などの対面イベントもあり、個社同士の情報交換やイン
パクトスタートアップへの共同投資なども行われています。何より、分科会全体に目的意識が浸透し、非常に透
明性の高い情報開示が行われているのはきわめて希有な状況といえます。情報提供してくださる各機関に深く感
謝するとともに、今後もこの雰囲気を保ちながら成長し拡大していきたいところです。
　2025 年以降は、まず上記 8 機関の事例を網羅した Impact VC Playbook の作成と公表を目指します。今後は、
インパクト投資で経済的リターンが得られることを実証するファンドが現れるはずで、こうした好事例を世に示
していくことも重要と思われます。また、Impact Frontiers との連携によるインパクトパフォーマンス報告規範
パイロットプログラムや、アセットクラスの異なるプレイヤーとの共通認識の醸成、課題マップの共有化や実務
の共通化・効率化により、VC がインパクト投資を実践しやすい環境を整備し、その VCの投資を受けた企業が創
出するインパクトが増える社会の実現を目指して活動してまいります。

　本分科会は座長 3社に加え、金融機関･投資家･認証機関7社からの計10名をコアメンバーに位置付け、運営方
針を議論しています。分科会の全体での会合は 2024 年 9 月までに 10 回開催しましたが、オンライン会議のブレ
イクアウトルーム機能を積極的に活用し、セクターごとに議論を深めていることも特徴といえます。参加者各人
のモチベーションが高く、極めて活発な議論が行われる分科会であると自負しています。
　2024年は国内外の最新のファイナンス事例を共有し、IMMの論点を整理しました。
　IMMの高度化において、参加者が最も課題に感じている点がエンゲージメントのあり方です。例えば金融機関
における融資の場合、議決権を持って投資先企業と議論するエクイティとは異なり、中長期にわたる取引関係を
通じて融資先企業と対話することになります。この対話において、サステナビリティやインパクトは重要テーマ
ではあるものの、唯一の議題ではありません。また、資金使途と異なる期限の複数の融資・債券として資金供給
する実務において、インパクトファイナンスは特別の事例として見られることもあります。通常の融資・債券と
の整理を含め、インパクトファイナンス市場を拡大するためには、IMMを高度化するだけではなく、ファイナン
スの当事者が実践できるものとして一般化する必要があるでしょう。
　こうしたことから、本分科会では商品ごとにエンゲージメントの課題を整理しており、何を実践すればインパ
クトファイナンスと呼べるのか、融資・債券においてインパクトファイナンスとしての要素の解像度を高めよう
としているところです。2024年のアウトプットとして、これをガイダンスにまとめ、広く役立てていだくことを
目指しています。
　また、本分科会にはアセットオーナーの方にもご参加いただいています。アセットオーナーはデット融資・債
券だけでなく上場･非上場のエクイティも対象としていることから、アセットクラスを横断する視点が重要にな
ります。銀行･証券会社･認証機関など、立場と知見の異なる多様な参加者とともに、何がインパクトファイナン
スなのかという各自のフレームワークを有しており、アセットクラスを横断した包括的な議論を続けています。
この点については今後、他分科会との連携による知見の共有、議論の強化につなげていくことも展望しています。
　2025年以降は、国際的なガイドラインを策定しているイニシアチブとも議論し、融資･債券がファイナンスの
中心的な役割を占める日本ならではの取り組みを発信していきたいと考えています。また、インパクトファイナ
ンスの採算性、リスク･収益管理とインパクトの関係についての先行研究を調査し、中長期戦略テーマである「リ
スク･収益管理へのインパクトの織り込み」につなげていく計画です。

   2024年活動報告     融資・債券におけるエンゲージメントの課題を整理

　本分科会は 2023 年 12 月に発足しました。日本企業の資金調達において中心的な役割を果たしている融資・債
券においてインパクトファイナンスを促進することは重要です。金融庁・GSG 国内諮問委員会共催の「インパク
ト投資に関する勉強会」の分科会の一つとして設置された「DebtIMM分科会」における議論を踏まえて、2023 年
7 月に「デットにおけるインパクトファイナンスの考え方とインパクト測定・マネジメントガイダンス」が公表
されました。本分科会は上記ガイダンス策定の過程における議論を引き継ぎ、金融機関・投資家が自ら主導して
インパクトファイナンスとしての融資・債券を推進し、今後の市場拡大を目指します。最終的なゴールは、デッ
トファイナンスを通じて、収益の確保と同時に、明確な意図を持って社会･環境効果を継続的に発現させる状
況を実現することです。そのため、中期計画における足元の戦略テーマを「IMM･エンゲージメントの高度化」
と「インパクトファイナンス市場拡大」とし、2025年以降を見越した中長期のテーマとして「リスク･収益管理へ
のインパクトの織り込み」を掲げています。

   活動目的     インパクトファイナンスとしての融資・債券を推進

融資・債券分科会

分科会は 2023年12月からスタートしてオンライン開催し、6月に初のリアル開催を実施しました。終了後の懇親会では、Face to Faceでメンバー
間の交流を更に深めるネットワーキングの機会となりました。
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　2024 年は活動計画の作成に先立って参加機関にアンケートを実施し、おのおののインパクト投資･IMMの実施
状況や課題、分科会への期待を尋ねました。当分科会の参加機関はすべてがVCではなく、また参加 VCのすべて
がインパクト投資を実践しているわけではありません。アンケートを通じて各機関の投資対象や投資テーマが明
らかになり「インパクト VCリスト」のドラフトを作成することができました。今後これを整理し公表することで、
多くの関係者にご活用いただけるようにする計画です。
　月次定例会では、毎回、自薦･他薦で選ばれた参加機関に事例を紹介していただきました。これは、欧州の
Impact VC が共同作成した Impact VC Playbook の日本版事例集への掲載を目指すものです。共同座長の GLIN 
Impact Capital をはじめ、KIBOW、キャピタルメディカ・ベンチャーズ、慶應イノベーション・イニシアティブ、
SIIFインパクトキャピタル、はたらくFUND、環境エネルギー投資、脱炭素化支援機構と、組織の性質も投資領域
も多様な計 8 機関が登壇。おのおの、インパクト投資戦略、IMM、インベスターコントリビューション、インパ
クトレポーティングの 4 つのトピックを踏まえつつ、自社の実践内容を惜しみなく披露してくださいました。質
疑応答も活発に行われ、毎回所定時間をオーバーする白熱ぶりでした。参加機関の実務レベルの知識向上につな
がり、好事例についての共通認識も醸成されています。
　2024年の議論でよく話題に上ったトピックに「システム投資」「ネガティブ･インパクト」「インパクト IPO」が
挙げられます。これまで、受益者の課題を整理し、そこにどう介入してインパクトを生み出していくかと考えて
きましたが、そこに「システム投資」という概念が持ち込まれることで、構造分析がより広く、深くなっている
ようです。まだ入り口に立ったばかりかもしれませんが、視座は確実に高まっています。とはいえVCとしてシス
テムにどこまで介入できるのか、正解のない問いに対する、きわめて本質的な議論が行われました。
　本分科会の参加機関は 2024年9月時点で 40 社に達し、月次定例会には平均 15～20社、30～40人程度が参加
する、活発なコミュニティが形成されています。懇親会などの対面イベントもあり、個社同士の情報交換やイン
パクトスタートアップへの共同投資なども行われています。何より、分科会全体に目的意識が浸透し、非常に透
明性の高い情報開示が行われているのはきわめて希有な状況といえます。情報提供してくださる各機関に深く感
謝するとともに、今後もこの雰囲気を保ちながら成長し拡大していきたいところです。
　2025 年以降は、まず上記 8 機関の事例を網羅した Impact VC Playbook の作成と公表を目指します。今後は、
インパクト投資で経済的リターンが得られることを実証するファンドが現れるはずで、こうした好事例を世に示
していくことも重要と思われます。また、Impact Frontiers との連携によるインパクトパフォーマンス報告規範
パイロットプログラムや、アセットクラスの異なるプレイヤーとの共通認識の醸成、課題マップの共有化や実務
の共通化・効率化により、VC がインパクト投資を実践しやすい環境を整備し、その VCの投資を受けた企業が創
出するインパクトが増える社会の実現を目指して活動してまいります。

　本分科会は座長 3社に加え、金融機関･投資家･認証機関7社からの計10名をコアメンバーに位置付け、運営方
針を議論しています。分科会の全体での会合は 2024 年 9 月までに 10 回開催しましたが、オンライン会議のブレ
イクアウトルーム機能を積極的に活用し、セクターごとに議論を深めていることも特徴といえます。参加者各人
のモチベーションが高く、極めて活発な議論が行われる分科会であると自負しています。
　2024年は国内外の最新のファイナンス事例を共有し、IMMの論点を整理しました。
　IMMの高度化において、参加者が最も課題に感じている点がエンゲージメントのあり方です。例えば金融機関
における融資の場合、議決権を持って投資先企業と議論するエクイティとは異なり、中長期にわたる取引関係を
通じて融資先企業と対話することになります。この対話において、サステナビリティやインパクトは重要テーマ
ではあるものの、唯一の議題ではありません。また、資金使途と異なる期限の複数の融資・債券として資金供給
する実務において、インパクトファイナンスは特別の事例として見られることもあります。通常の融資・債券と
の整理を含め、インパクトファイナンス市場を拡大するためには、IMMを高度化するだけではなく、ファイナン
スの当事者が実践できるものとして一般化する必要があるでしょう。
　こうしたことから、本分科会では商品ごとにエンゲージメントの課題を整理しており、何を実践すればインパ
クトファイナンスと呼べるのか、融資・債券においてインパクトファイナンスとしての要素の解像度を高めよう
としているところです。2024年のアウトプットとして、これをガイダンスにまとめ、広く役立てていだくことを
目指しています。
　また、本分科会にはアセットオーナーの方にもご参加いただいています。アセットオーナーはデット融資・債
券だけでなく上場･非上場のエクイティも対象としていることから、アセットクラスを横断する視点が重要にな
ります。銀行･証券会社･認証機関など、立場と知見の異なる多様な参加者とともに、何がインパクトファイナン
スなのかという各自のフレームワークを有しており、アセットクラスを横断した包括的な議論を続けています。
この点については今後、他分科会との連携による知見の共有、議論の強化につなげていくことも展望しています。
　2025年以降は、国際的なガイドラインを策定しているイニシアチブとも議論し、融資･債券がファイナンスの
中心的な役割を占める日本ならではの取り組みを発信していきたいと考えています。また、インパクトファイナ
ンスの採算性、リスク･収益管理とインパクトの関係についての先行研究を調査し、中長期戦略テーマである「リ
スク･収益管理へのインパクトの織り込み」につなげていく計画です。

　本分科会は 2023 年 12 月に発足しました。日本企業の資金調達において中心的な役割を果たしている融資・債
券においてインパクトファイナンスを促進することは重要です。金融庁・GSG 国内諮問委員会共催の「インパク
ト投資に関する勉強会」の分科会の一つとして設置された「DebtIMM分科会」における議論を踏まえて、2023 年
7 月に「デットにおけるインパクトファイナンスの考え方とインパクト測定・マネジメントガイダンス」が公表
されました。本分科会は上記ガイダンス策定の過程における議論を引き継ぎ、金融機関・投資家が自ら主導して
インパクトファイナンスとしての融資・債券を推進し、今後の市場拡大を目指します。最終的なゴールは、デッ
トファイナンスを通じて、収益の確保と同時に、明確な意図を持って社会･環境効果を継続的に発現させる状
況を実現することです。そのため、中期計画における足元の戦略テーマを「IMM･エンゲージメントの高度化」
と「インパクトファイナンス市場拡大」とし、2025年以降を見越した中長期のテーマとして「リスク･収益管理へ
のインパクトの織り込み」を掲げています。

融資・債券分科会 開催イベント一覧

定期的な分科会の開催

2023年12月～2024年9月に
計 10 回開催

定期的な分科会
コアチーム会議の開催
2024年2月～2024年10月に

計 9回開催

・今後の活動に関する議論
・分科会の中期計画、年度計画、ロードマップに関する議論
・参加機関による事例共有
　格付投資情報センター（R&I）、みずほ銀行
・デットIMMの勉強会
・エンゲージメント状況の共有と議論
・インパクトファイナンスの算入基準に関する議論
・分科会アウトプットに関する議論

・分科会の運営や各回アジェンダに関する議論

〈 融資・債券分科会 参加機関 〉
座長：みずほ銀行  末吉光太郎 /
           大和証券（GX推進機構へ出向中）清水一滴 /日本総合研究所  橋爪麻紀子

SBI新生銀行グループ / かんぽ生命保険 / 静岡銀行 / 住友生命保険 / 第一勧業信用組合 /
大和証券グループ本社 / 日本生命保険 / 農林中央金庫 / ファンズ / みずほ証券 / 三井住友
銀行 / 三井住友トラストグループ / 三菱 UFJ 銀行 / 明治安田生命保険 / りそなホールディン
グス /格付投資情報センター /日本格付研究所 /国際協力機構

分科会は 2023年12月からスタートしてオンライン開催し、6月に初のリアル開催を実施しました。終了後の懇親会では、Face to Faceでメンバー
間の交流を更に深めるネットワーキングの機会となりました。
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　本分科会は座長 3社に加え、金融機関･投資家･認証機関7社からの計10名をコアメンバーに位置付け、運営方
針を議論しています。分科会の全体での会合は 2024 年 9 月までに 10 回開催しましたが、オンライン会議のブレ
イクアウトルーム機能を積極的に活用し、セクターごとに議論を深めていることも特徴といえます。参加者各人
のモチベーションが高く、極めて活発な議論が行われる分科会であると自負しています。
　2024年は国内外の最新のファイナンス事例を共有し、IMMの論点を整理しました。
　IMMの高度化において、参加者が最も課題に感じている点がエンゲージメントのあり方です。例えば金融機関
における融資の場合、議決権を持って投資先企業と議論するエクイティとは異なり、中長期にわたる取引関係を
通じて融資先企業と対話することになります。この対話において、サステナビリティやインパクトは重要テーマ
ではあるものの、唯一の議題ではありません。また、資金使途と異なる期限の複数の融資・債券として資金供給
する実務において、インパクトファイナンスは特別の事例として見られることもあります。通常の融資・債券と
の整理を含め、インパクトファイナンス市場を拡大するためには、IMMを高度化するだけではなく、ファイナン
スの当事者が実践できるものとして一般化する必要があるでしょう。
　こうしたことから、本分科会では商品ごとにエンゲージメントの課題を整理しており、何を実践すればインパ
クトファイナンスと呼べるのか、融資・債券においてインパクトファイナンスとしての要素の解像度を高めよう
としているところです。2024年のアウトプットとして、これをガイダンスにまとめ、広く役立てていだくことを
目指しています。
　また、本分科会にはアセットオーナーの方にもご参加いただいています。アセットオーナーはデット融資・債
券だけでなく上場･非上場のエクイティも対象としていることから、アセットクラスを横断する視点が重要にな
ります。銀行･証券会社･認証機関など、立場と知見の異なる多様な参加者とともに、何がインパクトファイナン
スなのかという各自のフレームワークを有しており、アセットクラスを横断した包括的な議論を続けています。
この点については今後、他分科会との連携による知見の共有、議論の強化につなげていくことも展望しています。
　2025年以降は、国際的なガイドラインを策定しているイニシアチブとも議論し、融資･債券がファイナンスの
中心的な役割を占める日本ならではの取り組みを発信していきたいと考えています。また、インパクトファイナ
ンスの採算性、リスク･収益管理とインパクトの関係についての先行研究を調査し、中長期戦略テーマである「リ
スク･収益管理へのインパクトの織り込み」につなげていく計画です。

   2024年活動報告     インパクトを創出する上場企業と一緒に議論を開始

　環境･社会課題解決のためには、技術やビジネスモデルのイノベーションが欠かせません。なぜならそれは、
従来の技術やビジネスモデルでは解決できなかったからこそ、残されている課題だからです。しかし、イノベーショ
ンを前提に確実な収入キャッシュフローが生じるかどうかは予測が難しく、それゆえに金融市場の中で最もリス
クを取れるエクイティ、すなわち株式が重要な役割を果たす必要があります。中でも、大企業が集まる上場株式
市場がインパクト投資を先導するようになれば、他のアセットクラスも巻き込んだ、インパクトファイナンス全
体の成長が期待でき、インパクト創出のうえで大きな原動力となります。
　しかし、現状の上場株式市場の企業価値評価においては、インパクトは全くといっていいほど考慮されていま
せん。インパクト創出は企業価値と無関係であるばかりか、むしろ単なるコストとさえみなされています。実際
には、企業の価値創造モデルが拠って立つ人的資本･社会的資本･自然資本にはインパクトが関係しているはずで
すし、製品やサービスそのものが社会課題の解決を目的とする例も少なくありません。企業価値とインパクトが
密接に結び付くことで、より豊かな価値を創造できることに着目する企業も現れています。しかし、投資家側が
インパクトを創出する企業を正しく評価するようにならなければ、インパクトファイナンスは進みません。
　ICEAは、インパクト創出を通じて企業価値向上に取り組む上場企業への投資を推進するために「①インパクト
創出を起点とした企業の価値創造プロセスを理解･整理し、②創出インパクトと企業価値向上の関係性（因果･相関）
を分析し、③投資家がかかる企業を支援するために必要な情報開示のあり方を示す」ことを目的としています。

   活動目的     インパクト創出で企業価値を高める上場企業への投資推進

インパクト志向企業価値向上アライアンス
Impact-Driven Corporate Value Enhancement Alliance（ICEA）

 １  株式会社かんぽ生命保険 取締役兼代表執行役社長 谷垣邦夫氏から基調メッセージをいただく　 ２  ICEAの概要を説明する座長の安間匡明
 ３  パネルディスカッションの様子  
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　ICEAは 2024 年 9月に発足しました。12 月 1日現在、インパクト志向金融宣言の署名機関であるアセットオー
ナー 5 社、アセットマネジメント会社 5 社、証券会社 2 社、コンサルティングファーム各 1 社に加え、ディスカッ
ションメンバーとしてインパクトを創出する上場企業 9社が参加しています。
　2024 年 10 月 4 日には「インパクト投資から見える企業価値：上場企業の事例とインパクト投資家の視点」と
題したコンファレンスを開催し、ICEA の設立とその趣旨をお披露目したところです。
　今後は 2 カ月に 1 度、2～3 時間単位の勉強会を開催し、投資側と企業側 1 社ずつのプレゼンテーションを
行い、これに基づいて議論していく予定です。投資家は企業から価値創造モデルとインパクトの関連を学び、企
業はインパクト投資家ならではの投資の視点を学ぶことになります。
　ディスカッションメンバーの企業には、成熟した大企業も、IPOを実現したばかりのスタートアップも含まれ
ます。前者からは多様な事業を手掛ける企業においてインパクトをどう捉えるか、上場株式における重要な課題
について示唆をいただけるでしょうし、後者からは事業収益とインパクトが直結する課題解決のあり方が伺える
ことでしょう。投資家と投資先企業の一対一の対話ではなかなか得られない、話題の拡がりと相互理解の促進に
期待しています。「インパクトを創出する」という共通の目標を持って、投資家と企業がともに取り組むことが、
このアライアンスの特徴の 1つといえます。
　上場株式におけるインパクト投資についてのスタンダードは国際的にも確立されておらず、ICEAの取り組みも
短期で成果が出せるとは考えていません。これから 3～ 5 年かけてじっくりと議論を積み重ねていく必要がある
でしょう。
　すでに一部企業では、SDGs にかかわるアクションの 1 つ 1 つがどのような経路で売上増やコスト削減に結び
付くのか、効果が発現するのにどのぐらい時間がかかるのかといった価値関連性分析が行われています。こうし
た事例も参照しながら、将来的には、インパクトと企業価値の関係を可視化するためのガイダンス作成を目指し
ています。



　本分科会は座長 3社に加え、金融機関･投資家･認証機関7社からの計10名をコアメンバーに位置付け、運営方
針を議論しています。分科会の全体での会合は 2024 年 9 月までに 10 回開催しましたが、オンライン会議のブレ
イクアウトルーム機能を積極的に活用し、セクターごとに議論を深めていることも特徴といえます。参加者各人
のモチベーションが高く、極めて活発な議論が行われる分科会であると自負しています。
　2024年は国内外の最新のファイナンス事例を共有し、IMMの論点を整理しました。
　IMMの高度化において、参加者が最も課題に感じている点がエンゲージメントのあり方です。例えば金融機関
における融資の場合、議決権を持って投資先企業と議論するエクイティとは異なり、中長期にわたる取引関係を
通じて融資先企業と対話することになります。この対話において、サステナビリティやインパクトは重要テーマ
ではあるものの、唯一の議題ではありません。また、資金使途と異なる期限の複数の融資・債券として資金供給
する実務において、インパクトファイナンスは特別の事例として見られることもあります。通常の融資・債券と
の整理を含め、インパクトファイナンス市場を拡大するためには、IMMを高度化するだけではなく、ファイナン
スの当事者が実践できるものとして一般化する必要があるでしょう。
　こうしたことから、本分科会では商品ごとにエンゲージメントの課題を整理しており、何を実践すればインパ
クトファイナンスと呼べるのか、融資・債券においてインパクトファイナンスとしての要素の解像度を高めよう
としているところです。2024年のアウトプットとして、これをガイダンスにまとめ、広く役立てていだくことを
目指しています。
　また、本分科会にはアセットオーナーの方にもご参加いただいています。アセットオーナーはデット融資・債
券だけでなく上場･非上場のエクイティも対象としていることから、アセットクラスを横断する視点が重要にな
ります。銀行･証券会社･認証機関など、立場と知見の異なる多様な参加者とともに、何がインパクトファイナン
スなのかという各自のフレームワークを有しており、アセットクラスを横断した包括的な議論を続けています。
この点については今後、他分科会との連携による知見の共有、議論の強化につなげていくことも展望しています。
　2025年以降は、国際的なガイドラインを策定しているイニシアチブとも議論し、融資･債券がファイナンスの
中心的な役割を占める日本ならではの取り組みを発信していきたいと考えています。また、インパクトファイナ
ンスの採算性、リスク･収益管理とインパクトの関係についての先行研究を調査し、中長期戦略テーマである「リ
スク･収益管理へのインパクトの織り込み」につなげていく計画です。

　環境･社会課題解決のためには、技術やビジネスモデルのイノベーションが欠かせません。なぜならそれは、
従来の技術やビジネスモデルでは解決できなかったからこそ、残されている課題だからです。しかし、イノベーショ
ンを前提に確実な収入キャッシュフローが生じるかどうかは予測が難しく、それゆえに金融市場の中で最もリス
クを取れるエクイティ、すなわち株式が重要な役割を果たす必要があります。中でも、大企業が集まる上場株式
市場がインパクト投資を先導するようになれば、他のアセットクラスも巻き込んだ、インパクトファイナンス全
体の成長が期待でき、インパクト創出のうえで大きな原動力となります。
　しかし、現状の上場株式市場の企業価値評価においては、インパクトは全くといっていいほど考慮されていま
せん。インパクト創出は企業価値と無関係であるばかりか、むしろ単なるコストとさえみなされています。実際
には、企業の価値創造モデルが拠って立つ人的資本･社会的資本･自然資本にはインパクトが関係しているはずで
すし、製品やサービスそのものが社会課題の解決を目的とする例も少なくありません。企業価値とインパクトが
密接に結び付くことで、より豊かな価値を創造できることに着目する企業も現れています。しかし、投資家側が
インパクトを創出する企業を正しく評価するようにならなければ、インパクトファイナンスは進みません。
　ICEAは、インパクト創出を通じて企業価値向上に取り組む上場企業への投資を推進するために「①インパクト
創出を起点とした企業の価値創造プロセスを理解･整理し、②創出インパクトと企業価値向上の関係性（因果･相関）
を分析し、③投資家がかかる企業を支援するために必要な情報開示のあり方を示す」ことを目的としています。

インパクト志向企業価値向上アライアンス 開催イベント一覧

定期的な
分科会の開催

2024 年 9 月 第 1 回

アライアンスの概要説明、メンバー紹介、アライアンスへの期待に関する議論

2024 年 11 月第 2回

事例紹介（リクルートホールディングス、りそなアセットマネジメント）と議論

第 3回 ... 2025年 1 月予定

〈 インパクト志向企業価値向上アライアンス 参加機関 〉

座長：インパクト志向金融宣言事務局  安間匡明  

参加金融機関

アセットマネジメント One / カディラキャピタルマネジメント / かんぽ生命保険 / 住友生命
保険 / 第一生命保険 / 日本生命保険 / みずほ証券 / 三井住友 DS アセットマネジメント /
三菱UFJ信託銀行 /明治安田生命保険/りそなホールディングス/アビームコンサルティング/ 
Impact Frontiers

ディスカッションメンバー企業

味の素/笑美面/オムロン/カチタス/クラダシ/日清食品ホールディングス/リクルートホー
ルディングス /レゾナック・ホールディングス

2024年10月4日に開催されたインパクト志向
金宣言主催『インパクト投資セミナー : 上場企
業の事例とインパクト投資家の視点』でインパ
クト志向価値向上アライアンス（ICEA）発足
について報告しました。

 １  株式会社かんぽ生命保険 取締役兼代表執行役社長 谷垣邦夫氏から基調メッセージをいただく　 ２  ICEAの概要を説明する座長の安間匡明
 ３  パネルディスカッションの様子  
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2 3
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　ICEAは 2024 年 9月に発足しました。12 月 1日現在、インパクト志向金融宣言の署名機関であるアセットオー
ナー 5 社、アセットマネジメント会社 5 社、証券会社 2 社、コンサルティングファーム各 1 社に加え、ディスカッ
ションメンバーとしてインパクトを創出する上場企業 9社が参加しています。
　2024 年 10 月 4 日には「インパクト投資から見える企業価値：上場企業の事例とインパクト投資家の視点」と
題したコンファレンスを開催し、ICEA の設立とその趣旨をお披露目したところです。
　今後は 2 カ月に 1 度、2～3 時間単位の勉強会を開催し、投資側と企業側 1 社ずつのプレゼンテーションを
行い、これに基づいて議論していく予定です。投資家は企業から価値創造モデルとインパクトの関連を学び、企
業はインパクト投資家ならではの投資の視点を学ぶことになります。
　ディスカッションメンバーの企業には、成熟した大企業も、IPOを実現したばかりのスタートアップも含まれ
ます。前者からは多様な事業を手掛ける企業においてインパクトをどう捉えるか、上場株式における重要な課題
について示唆をいただけるでしょうし、後者からは事業収益とインパクトが直結する課題解決のあり方が伺える
ことでしょう。投資家と投資先企業の一対一の対話ではなかなか得られない、話題の拡がりと相互理解の促進に
期待しています。「インパクトを創出する」という共通の目標を持って、投資家と企業がともに取り組むことが、
このアライアンスの特徴の 1つといえます。
　上場株式におけるインパクト投資についてのスタンダードは国際的にも確立されておらず、ICEAの取り組みも
短期で成果が出せるとは考えていません。これから 3～ 5 年かけてじっくりと議論を積み重ねていく必要がある
でしょう。
　すでに一部企業では、SDGs にかかわるアクションの 1 つ 1 つがどのような経路で売上増やコスト削減に結び
付くのか、効果が発現するのにどのぐらい時間がかかるのかといった価値関連性分析が行われています。こうし
た事例も参照しながら、将来的には、インパクトと企業価値の関係を可視化するためのガイダンス作成を目指し
ています。



署名機関一覧

第一勧業信用組合

第一生命保険株式会社

株式会社大和証券グループ本社

但馬信用金庫

株式会社脱炭素化支援機構

株式会社 taliki　

ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社

株式会社DGインキュベーション

株式会社DG Daiwa Ventures

株式会社ドリームインキュベータ

ニッセイアセットマネジメント株式会社

日本ベンチャーキャピタル株式会社

日本生命保険相互会社

日本PMI パートナーズ株式会社

農林中央金庫

Hash DasH 株式会社

株式会社バンカーズ

肥銀キャピタル株式会社

株式会社肥後銀行

肥後銀行企業年金基金

BIG Impact 株式会社

Beyond Next Ventures 株式会社

株式会社ファストトラックイニシアティブ

ファルス株式会社

ファンズ株式会社

フューチャーベンチャーキャピタル株式会社

プラスソーシャルインベストメント株式会社

株式会社ベンチャーラボインベストメント

株式会社みずほ銀行

みずほ証券株式会社

株式会社三井住友銀行

三井住友DSアセットマネジメント株式会社

三井住友トラストグループ株式会社

※ 2024年9月1日時点の署名機関、各社名50音順

署名金融機関

アセットマネジメントOne 株式会社

特定非営利活動法人 ARUN Seed 

UntroD Capital Japan 株式会社

ANRI 株式会社

インパクト・キャピタル株式会社

株式会社ウィズ・パートナーズ

株式会社 SDGインパクトジャパン

SBI インベストメント株式会社

株式会社 SBI 新生銀行（SBI 新生銀行グループ）

ON&BOARD株式会社

カディラキャピタルマネジメント株式会社　

株式会社環境エネルギー投資

株式会社かんぽ生命保険

一般財団法人KIBOW

株式会社キャピタルメディカ・ベンチャーズ

九州みらいインベストメンツ株式会社 

GLIN Impact Capital

株式会社クレディセゾン

グローバル・ブレイン株式会社

グロービス・キャピタル・パートナーズ株式会社

株式会社慶應イノベーション・イニシアティブ

コミュニティ・バンク京信

株式会社山陰合同銀行

SIIF インパクトキャピタル株式会社

JPインベストメント株式会社

株式会社シグマクシス・インベストメント

株式会社静岡銀行

信金中央金庫

株式会社 ZUU

Spiral Capital 株式会社

スパークル株式会社

住友生命保険相互会社
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署名金融機関
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GLIN Impact Capital

株式会社クレディセゾン

グローバル・ブレイン株式会社
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コミュニティ・バンク京信

株式会社山陰合同銀行

SIIF インパクトキャピタル株式会社

JPインベストメント株式会社
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署名機関一覧（続き）

三井物産オルタナティブインベストメンツ株式会社

株式会社三菱UFJ 銀行

三菱UFJ 信託銀行株式会社

ミュージックセキュリティーズ株式会社

明治安田生命保険相互会社

山口キャピタル株式会社

株式会社ゆうちょ銀行

株式会社りそなホールディングス

立命館ソーシャルインパクトファンド投資事業有限責任組合

署名協力機関
アビームコンサルティング株式会社

株式会社格付投資情報センター

CSRデザイン環境投資顧問株式会社

デロイトトーマツコンサルティング合同会社

株式会社日本格付研究所

株式会社日本総合研究所

賛同機関
国際機関日本アセアンセンター

一般社団法人  科学と金融による未来創造イニシアティブ

The Global Impact Investing Network（GIIN）

GSG Impact

GSG Impact JAPAN

IMPACT FRONTIERS

独立行政法人  国際協力機構

株式会社日本取引所グループ

Principles for Responsible Investment（PRI）

一般財団法人  社会変革推進財団（SIIF）

一般財団法人  社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブ（SIMI)

　今年もインパクトファイナンスをめぐる動きは大きく、特に金融庁主導によるインパクトコンソーシアムが始
動したことが大きなニュースでした。また、世界のインパクトファイナンス市場も順調に成長しています。他方で、
本当にインパクトを生み出しているのか、という議論も様々なところで行われるようになり、量だけでなく、質
を高めることにも注目が集まりつつあります。

2023年11月

2024年 3 月

2024年 4 月

2024年 5 月

2024年 6 月

2024年10月

インパクト志向金融宣言  プログレスレポート 202437

イ
ン
パ
ク
ト
志
向

  

金
融
宣
言
に
つ
い
て

中
期
計
画

イ
ン
パ
ク
ト
志
向

     

金
融
経
営
と
は

イ
ン
パ
ク
ト

  

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
残
高

特
別
座
談
会

企
画
チ
ー
ム
・
分
科
会
活
動
報
告

署
名
機
関
一
覧



第一勧業信用組合

第一生命保険株式会社

株式会社大和証券グループ本社

但馬信用金庫

株式会社脱炭素化支援機構

株式会社 taliki　

ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会社

株式会社DGインキュベーション

株式会社DG Daiwa Ventures

株式会社ドリームインキュベータ

ニッセイアセットマネジメント株式会社

日本ベンチャーキャピタル株式会社

日本生命保険相互会社

日本PMI パートナーズ株式会社

農林中央金庫

Hash DasH 株式会社

株式会社バンカーズ

肥銀キャピタル株式会社

株式会社肥後銀行

肥後銀行企業年金基金

BIG Impact 株式会社

Beyond Next Ventures 株式会社

株式会社ファストトラックイニシアティブ

ファルス株式会社

ファンズ株式会社

フューチャーベンチャーキャピタル株式会社

プラスソーシャルインベストメント株式会社

株式会社ベンチャーラボインベストメント

株式会社みずほ銀行

みずほ証券株式会社

株式会社三井住友銀行

三井住友DSアセットマネジメント株式会社

三井住友トラストグループ株式会社

編集後記
　インパクト志向金融宣言が発足してから、早くも 3 年が経過しました。2021年11月発足当初は 21社
からなる集まりでしたが、本レポートの対象期間である 2024 年 9 月 1 日時点で署名機関数は 80機関、 
賛同機関数は 11 機関、 2024年12 月時点では 85署名機関に達しました。本宣言は、単に署名機関の数
を追うのではなく、 内発的動機を通じて署名機関が増えることを目指して活動していますが、同じ志を
持つ仲間がこのように増えたことはとても喜ばしく感じています。

　インパクト志向金融宣言は、アセットクラスが異なる民間金融機関が自ら協働し、インパクトファイ
ナンス推進のための活動を自発的に行っている点において、世界でも他に類を見ない取り組みだといわ
れています。 今年も昨年に引き続き、分科会活動などの議論を通じ、各金融機関が、インパクトファイ
ナンスの質を高め、創出されるインパクトを量的に拡大する取り組みを推進してまいりました。

　また、今年は金融機関のトップをお招きした ELT を 3 回開催し、様々な意見交換が行われました。
インパクトをテーマに複数の金融機関のトップが話し合うという意味で、大変な好評を博しました。

　異なる組織、異なるアセットクラス、異なる年代のインパクトファイナンス関係者が、本音をぶつけ
合い、重要なテーマを設定し継続的に議論していくなかで、非常に良質なコミュニティが形成されてき
ていることを実感しています。 　

　また、組織基盤強化の観点から、2025 年 4 月より自走化を予定しており、運営規程に基づいた組織
運営と会費制の導入を決議いたしました。来年以降、新たな船出となりますが、引き続き多様な関係者
の皆様の惜しみないご協力を賜りたく、お願い申し上げます。

　末尾になりましたが、本レポート作成にあたり、ご協力いただいたすべての関係者の皆様に、深く感謝
の意を表します。

　今年もインパクトファイナンスをめぐる動きは大きく、特に金融庁主導によるインパクトコンソーシアムが始
動したことが大きなニュースでした。また、世界のインパクトファイナンス市場も順調に成長しています。他方で、
本当にインパクトを生み出しているのか、という議論も様々なところで行われるようになり、量だけでなく、質
を高めることにも注目が集まりつつあります。

2023～2024年のインパクトファイナンスに関する主な動き

2023年11月

2024年 3 月

2024年 4 月

2024年 5 月

2024年 6 月

2024年10月

金融庁主導インパクトコンソーシアム設立発起会合開催

金融庁「インパクト投資（インパクトファイナンス）に関する基本的指針」公表

GSG Impact Japan、日本のインパクト投資残高 11.5 兆円と発表

インパクトコンソーシアム　第 1回総会・インパクトフォーラム開催

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024年改定版」公表、
「インパクトを含む非財務的要素を考慮することは（中略）『他事考慮』に当たらない」と整理

GIIN、世界のインパクト投資市場 1.571兆ドル（239 兆円：1ドル 152 円換算）と発表
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三井物産オルタナティブインベストメンツ株式会社

株式会社三菱UFJ 銀行

三菱UFJ 信託銀行株式会社

ミュージックセキュリティーズ株式会社

明治安田生命保険相互会社

山口キャピタル株式会社

株式会社ゆうちょ銀行

株式会社りそなホールディングス

立命館ソーシャルインパクトファンド投資事業有限責任組合

署名協力機関
アビームコンサルティング株式会社

株式会社格付投資情報センター

CSRデザイン環境投資顧問株式会社

デロイトトーマツコンサルティング合同会社

株式会社日本格付研究所

株式会社日本総合研究所

賛同機関
国際機関日本アセアンセンター

一般社団法人  科学と金融による未来創造イニシアティブ

The Global Impact Investing Network（GIIN）

GSG Impact

GSG Impact JAPAN

IMPACT FRONTIERS

独立行政法人  国際協力機構

株式会社日本取引所グループ

Principles for Responsible Investment（PRI）

一般財団法人  社会変革推進財団（SIIF）

一般財団法人  社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブ（SIMI)

事務局

一般財団法人 社会変革推進財団（SIIF）
〒107-0052 東京都港区赤坂 1丁目 11 番 28 号 6 階

tel. 03-6229-2622  fax. 03-6229-2621 　　impact-drivenfi@siif.or.jp

https://www.impact-driven-finance-initiative.com
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